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はじめに ～セミナーの開催趣旨と概要～ 
                                                        
 

 

 昨今、国を越えた学生の移動・教育プログラムの提供が活発化していますが、国によって様々な高

等教育制度・質保証制度が存在するなかで、互いの制度を理解・尊重しながら、いかに有益な交流を

実現していくかが、国際的な重要課題となっています。特に、質保証の観点からは、相手国の公的な

質保証システムと大学内部の質保証の仕組みの両面を的確に把握することが肝要です。 

 

こうした状況を踏まえ、大学評価・学位授与機構は平成２４年１１月２２日（木）に、 

「ＮＩＡＤ－ＵＥ国際セミナー：質保証が支える東アジアの大学間交流」を開催しました。 

今回は、大学間交流の盛んな東アジア諸国のなかから、韓国の質保証システムの仕組みを学ぶこ

とに主眼を置きました。韓国大学教育協議会（ＫＣＵＥ）のソ・ミンウォン大学評価院長より韓国の外部

質保証システムについて、また韓国嶺南大学校大学自体評価委員長のキム・ビョンジュ教授より、韓

国の大学における内部質保証の取組事例について、それぞれ紹介がありました。 

 

併せて、日本の事例を紹介しながら、日韓両国の質保証の制度・状況について理解を深めました。

日本からは、大学評価・学位授与機構研究開発部の鈴木 賢次郎教授より、日本における認証評価

を中心とした外部質保証の仕組みについて、神戸大学大学教育推進機構の川嶋 太津夫教授より、

神戸大学における内部質保証の取組事例について、それぞれ発表がありました。 

 

さらに、国境を越えた教育プログラムに際しての質保証を伴った交流の在り方について議論を深める

ため、「キャンパス・アジア」（日中韓三国によるトライアングル交流事業）について取り上げました。 

「キャンパス・アジア」の導入経緯や概要等について、文部科学省高等教育局国際企画室の有賀  

理室長より紹介があった後、具体の交流事例として、東京工業大学大学マネジメントセンターの 

遠藤  悟教授、名古屋大学法学研究科の宇田川 幸則教授より、両大学が運営するそれぞれのプ

ログラムについて、取組状況や課題等の発表がありました。最後に、大学評価・学位授与機構研究開

発部の林  隆之准教授より、同機構の行う「キャンパス・アジア」の質保証の取組み（モニタリング）に

ついて紹介がありました。 

 

 本記録集は、各プレゼンターの発表内容の概要について、発表スライドとともにまとめたものです。 

 電子版は、当機構の国際連携ウェブサイト（www.niad.ac.jp/n_kokusai/）からご覧になれます。 
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セッション１： 国の公的な質保証システムの動向について 

日本の高等教育における公的質保証システム 

～大学評価・学位授与機構の行う認証評価～ 

 

大学評価・学位授与機構 研究開発部評価研究主幹 

鈴木 賢次郎 

 

大学の質保証／認証評価とは 

 

学校教育法第 109 条は、第１項に大学にお

ける自己点検及び評価について、第２項に認証

評価について定めている。すなわち、認証評価

の大前提として、大学自身が教育研究等の状

況を自ら点検・評価することが規定されている 

これを、質保証の観点でみると、大学の質保

証の責任は、第一義的には大学自身にあり、こ

れを「内部質保証」と呼ぶようになっている。 

これに対し、外部質保証（公的質保証）と呼ば

れるものは、設置基準、設置認可（事前規制）、

認証評価（事後確認）で成り立っている。 

 

大学評価・学位授与機構における認証評価

の取組み 

 

大学評価・学位授与機構（以下、「機構」）は、

認証評価を行う機関として、2005年に文部科学

大臣より認証を受けている。 

機構の行う認証評価の目的は、評価を通じて、

大学の教育研究活動等の「質を保証し」、評価

結果を教育研究活動等の「改善に役立て」、か

つ教育研究活動等の状況を「社会に分かりやす

く示す」ことである。 

認証評価の第１サイクルは、2005年度から

2011年度にかけて実施され、機構は、132の大

学（国立85校、公立40校、私立７校）の評価を

行った。 

 

 

認証評価の検証 

 

機構では、毎年度、評価プロセスが終了した

時点で、評価対象校および評価者（ピアレビュー

ワー）に対するアンケート調査を通じて、認証評

価の検証を行っている。 

例えば、評価対象校に対して「評価を受けた

ことによる効果・影響」について質問したところ、

機構の評価を受けたことにより、教育研究活動

等の状況や課題の把握、改善の促進に役立っ

たとのアンケート結果を得ている。 

また、評価作業が、評価の目的に有効であっ

たか（見合うか）という質問に対しては、社会から

理解と支持等において「どちらとも言えない」（５

段階の３番目）との回答が一定数あったことから、

引き続き評価の作業量を軽減していくなどの工

夫が必要であると考えている。 

総括すると、機構の評価基準や観点の構成・

内容、評価結果について、機構が定める３つの

目的に照らすと、特に「質の保証」「改善の促進」

において有効であり、コストの低減、パフォーマン

スの向上に対して一層の努力が必要との検証結

果に至っている。 

 

認証評価第２サイクルの新評価基準 

 

 機構が、2012年度から実施している認証評価

の第２サイクルでは、第 1 サイクルの検証内容、

また、この７年間の大学及びその評価を巡る国

内外の動向や議論を踏まえ、評価基準の改定

を図った。主たる変更点は次のとおりである。 
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・ 基準６： 基準名称を「学習成果」に変更 

・ 基準８： 基準を「教育の内部質保証 

 システム」に変更 

・ 基準１０： 「教育情報等の公表」を新設 

 

 基準６については、世界的な大学評価を巡る

動向における、「Learning Outcomes」の評価の

重要性を踏まえ、「教員の視点にたった教育」か

ら、「学生の視点に立った教育」への視点の転換

という趣旨で基準の名称を変更したものである。

ただし、基準の下に設定される「基本的な観点」

は変更しておらず、従来の４項目－卒業・修了

等の状況、学生からの意見聴取の結果、卒業・

修了後の進路の状況、卒業生・修了生や就職

先からの意見聴取の結果、となっている。 

 基準８については、基準の名称を変更するとと

もに、観点の一部を変更し、データや資料の収

集・蓄積のみならず、それらを分析し、かつ改

善・向上に結び付ける体制が整備・機能している

かを新たな視点として盛り込んだ。 

 基準１０については、学校教育法施行規則第

172条の２（2011年４月施行）に規定された、教

育についての基本情報（９項目）をはじめ、自己

点検・評価の結果等、法令によって公表が義務

付けられている情報の公表状況について、この

基準でチェックすることとしている。 

 

大学機関別選択評価 

 

機構は、2012年度から「大学機関別選択評

価」（以下、「選択評価」）を開始した。機構が定

める「選択評価事項」について、認証評価とは別

の第三者評価として、実施するものである。 

機構以外の認証評価機関による認証評価を

受けた大学も、選択評価のみを機構に申請する

ことが可能である。また、認証評価は７年以内ご

とに１度の受審が必要であるが、選択評価は義

務ではないため、大学が希望する年度に受審す

ることができる。 

選択評価事項は、現在のところ、次の３点で

構成される。 

Ａ： 「研究活動の状況」 

Ｂ： 「地域貢献活動の状況」 

Ｃ： 「教育の国際化の状況」 

 

日本において、大学の役割・使命は「教育」、

「研究」、「社会貢献」の３つがあると考えられて

いる。それらに、機構の評価がどのように対応し

ているかについていうと、「教育」は、認証評価に

おいて中心的に見る。「研究」については、選択

評価事項Ａを設けている。また、教育研究を通

じて蓄積した大学の知的資産を、より直接的に

社会に還元する、という大学の役割を踏まえて、

選択評価事項Ｂを設けている。 

教育の国際化については、認証評価にも含ま

れる視点であるが、この側面に焦点を絞った評

価を行うため、選択評価事項Ｃを設けている。

「国際的な教育環境の構築」「外国人学生の受

入」「国内学生の海外派遣」という３つの視点か

ら評価を行うこととしている。 

 

機構の実施する認証評価・選択評価は、評

価を受ける側・評価する側という立場は異なるも

のの、目的は一つ、すなわち、大学の質の保証・

向上にある。第１サイクルにおいて良き伝統とし

て培われてきた「評価は大学と機構との信頼関

係に基づく協同作業」との姿勢を、第２サイクル

でも引き継いでいきたい所存である。 

 

プロフィール 

鈴木 賢次郎 （すずき けんじろう） 

大学評価・学位授与機構研究開発部評価研究主

幹・教授。 

東京大学大学院工学研究科にて航空学を専攻。

東京大学教養学部助教授、教授を経て、2009年

に大学評価・学位授与機構評価研究部教授に着

任。2012年より、評価研究主幹を兼任。 

国際図学会会長、日本図学会会長等を歴任。 
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．

教
育

活
動

を
中

心
と
し
た
評

価

３
．

各
大

学
の
個

性
の
伸

長
に
資

す
る
評

価

４
．

自
己

評
価

に
基

づ
く
評

価

５
．

ピ
ア
・
レ
ビ
ュ
ー
を
中

心
と
し
た
評

価

６
．

透
明

性
の
高

い
開

か
れ

た
評

価

７
．

国
際

通
用

性
の
あ
る
評

価
（第

２
サ

イ
ク
ル
で
追

加
）

6

大
学

評
価

・学
位

授
与

機
構

が
行

う

大
学
機
関
別
認
証
評
価
の
目
的

１
．
認

証
評

価
機

関
が
定

め
る
大

学
評

価
基

準
に
基

づ
い
て
、

大
学

を
定

期
的

に
評

価
す
る
こ
と
に
よ
り
、
教

育
研

究

活
動

等
の
質

を
保

証
す
る
（適

格
認

定
）。

２
．
評

価
結

果
を
大

学
に
フ
ィ
ー
ド
バ

ッ
ク
す
る
こ
と
に
よ
り
、

教
育

研
究

活
動

等
の
改

善
に
役

立
て
る
。

３
．
大

学
の
教

育
研

究
活

動
等

の
状

況
を
第

三
者

評
価

を

通
し
て
社

会
に
分

か
り
や

す
く
示

す
。

5
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新
評

価
基
準

12

（第
２
サ
イ
ク
ル
）

（
第
１
サ
イ
ク
ル
）

基
準
１
：

大
学
の
目
的

基
準
１
：

大
学
の
目
的

基
準
２
：

教
育
研
究
組
織

基
準
２
：

教
育
研
究
組
織

基
準
３
：

教
員
及
び
教
育
支
援
者

基
準
３
：

教
員
及
び
教
育
支
援
者

基
準
４
：

学
生
の
受
入

基
準
４
：

学
生
の
受
入

基
準
５
：

教
育
内
容
及
び
方
法

○
学
士
課
程

○
大
学
院
課
程

（専
門
職
学
位
課
程
を
含
む
）

基
準
５
：

教
育
内
容
及
び
方
法

○
学
士
課
程

○
大
学
院
課
程

○
専
門
職
学
位
課
程

基
準
６
：

学
習
成
果

基
準
６
：

教
育
の
成
果

基
準
７
：

施
設
・設

備
及
び
学
生
支
援

基
準
７
：

学
生
支
援
等

基
準
８
：

施
設
・
設
備

基
準
８
：

教
育
の
内
部
質
保
証
シ
ス
テ
ム

基
準
９
：

教
育
の
質
の
向
上
及
び

改
善
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム

基
準
９
：

財
務
基
盤
及
び
管
理
運
営

基
準
1
0
：

財
務

基
準
1
1
：

管
理
運
営

基
準
1
0
：

教
育
情
報
等
の
公
表

1
2

検
証

結
果
の
ま
と
め

評
価

基
準

・観
点

の
構

成
・
内

容
、
及

び
評

価
結

果
（評

価

報
告

書
の
内

容
等

）等
に
つ
い
て
、
機

構
の
評

価
の
３
つ
の

目
的

（
「質

の
保

証
、
改

善
の
促

進
、
社

会
か
ら
の
理

解
と

支
持

）
に
つ
い
て
有

効
。

た
だ
し
、
コ
ス
ト
・パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
の
向

上
（負

担
の
軽

減

等
）に

一
層

の
努

力
が
必

要
。

1
1

ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
結

果
の
例

「
評
価
の
目
的
に
対
す
る
有
効
性
」（
見
合
う
か
？
）

評
価
の
目
的
（「
質
の
保
証
」
「
改
善
の
促
進
」
「
社
会
か
ら
の
理
解
と
支
持
」
）
に
対
し

て
、
評
価
作
業
に
費
や
し
た
労
力
が
見
合
う
か
に
つ
い
て
、
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
と
い

う
回
答
が
一
定
数
あ
る
こ
と
か
ら
、
引
き
続
き
作
業
量
軽
減
等
の
工
夫
を
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

【評
価

対
象

校
】

（平
成
１
７
年
度
～
平
成
２
３
年
度
実
施
分
の
平
均
値
（短

期
大
学
含
む
））

1
0

ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
結

果
の
例

「評
価

を
受

け
た
こ
と
に
よ
る
効

果
・影

響
」

対
象
校
は
、
機
構
の
評
価
を
受
け
た
こ
と
に
よ
り
、
教

育
研

究
活

動
等

の
状

況
や

課
題

の
把
握
に
役
立
つ
と
と
も
に
、
教
育
研
究
活
動
等
の
改
善
の
促
進
に
つ
な
が
る
も
の
と

し
て
、
そ
の
効
果
･影

響
を
評
価
し
て
い
る
。

【評
価

対
象

校
】

（平
成
１
７
年
度
～
平
成
２
３
年
度
実
施
分
の
平
均
値
（短

期
大
学
含
む
））

9
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⼤
学
機
関
別
選
択
評
価

平
成
２
４
年
度
か
ら
新
し
く
ス
タ
ー
ト
！

1
6

＜
基

準
１
０
：
教
育
情
報
等
の
公

表
＞

新
設

／
３
つ
の
観

点

法
令

等
に
よ
り
公

表
が
義

務
づ
け
ら
れ

て
い
る
情

報
（１

）
教
育
に
つ
い
て
の
基
本
情
報
（
学
校
教
育
法
施
行
規
則

第
１
７
２
条
の
２
）

（２
）
自
己
点
検
・評

価
の
結
果
(学

校
教
育
法
第
１
０
９
条
第
１
項
）

（３
）
財
務
諸
表
等
の
情
報
（各

大
学
を
設
置
す
る
法
人
に
適
用

さ
れ
る
関
係
法
令
）

1
5

＜
基

準
８
：
教

育
の
内

部
質

保
証

シ
ス
テ
ム
＞

旧
観
点
９
－
１
－
①
：「
教
育
の
状
況
に
つ
い
て
、
活
動
の
実
態
を
示

す
デ
ー
タ
や
資
料
を
適
切
に
収
集
し
、
蓄
積
し
て
い
る
か
。
」

新
観
点
８
－
１
－
①
：「
教
育
の
取
組
状
況
や
教
育
に
よ
る
学
習
成
果

に
つ
い
て
自
己
点
検
・評

価
し
、
教
育
の
質
を
保
証
す
る
と
共
に
、
教

育
の
質
の
改
善
・向

上
を
図
る
た
め
の
体
制
が
整
備
さ
れ
、
機
能
し
て

い
る
か
。
」

他
の
観
点
は
、
第
１
サ
イ
ク
ル
と
同
様
。

（
デ
ー
タ
や
資
料
を
収

集
・

蓄
積

す
る
の
み
で
な
く
、

分
析

、
更

に
、

改
善

・
向

上
に

結
び

つ
け

る
た
め

の
体

制
の

整
備

と
機

能
）

1
4

＜
基

準
６
：
学
習
成
果
＞

「教
員

の
視

点
に
た
っ
た
教

育
（教

員
が
何

を
教

え
る
か
)」

か
ら
「
学

生
の
視

点
に
た
っ
た
教

育
（学

生
が
ど
の
よ
う
な

能
力

を
身

に
付

け
る
か
（付

け
た
か
）
）
」へ

の
視

点
の
転

換
か
ら
、
基

準
の
名

称
を
変

更
。

た
だ
し
、
「基

本
的

な
観

点
」
及

び
、
分

析
に
用

い
る
「デ

ー

タ
・資

料
」に

つ
い
て
は
、
第

１
サ

イ
ク
ル
の
そ
れ

ら
と
基

本

的
に
同

じ
。

1
3
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選
択

評
価

事
項

Ｃ

教
育
の
国
際
化
の
状
況

選
択

評
価

事
項

Ｃ
で
は
、
教

育
の
国

際
化

に
向

け
た
活

動
に

焦
点

を
絞

り
評

価
を
行

う
。

「国
際

的
な
教

育
環

境
の
構

築
」

国
際
化
に
対
応
可
能
な
組
織
体
制
の
整
備
、
教
育
内
容
・方

法
の
国
際
化

等

「外
国

人
学

生
の
受

入
」

外
国
人
学
生
の
受
入
実
績
、
教
育
課
程
編
成
・実

施
上
の
工
夫

等

「国
内

学
生

の
海

外
派

遣
」

国
内
学
生
の
派
遣
実
績
、
教
育
課
程
編
成
・
実
施
上
の
工
夫

等

以
上

３
つ
の
視

点
か
ら
評

価
を
行

う
。

2
0

「認
証
評
価
」
と
「選

択
評

価
」

平
成

１
９
年

「
学

校
教

育
法

」
改

正
：

第
８
３
条

２
項

「
．
．
．
．
そ
の
成

果
を
広

く
社

会
に

提
供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
社
会
の
発
展
に
寄
与
」社

会
貢

献
（狭

義
） 選

択
Ｂ
（
地

域
貢

献
）

研
究

社
会
貢
献

（広
義
）

教
育

認
証

評
価

選
択

Ａ

選
択

C
（
教

育
の
国

際
化

）

1
9

選
択

評
価
事
項

選
択

評
価

事
項

Ａ
：
研

究
活

動
の
状

況

選
択

評
価

事
項

Ｂ
：
地

域
貢

献
活

動
の
状

況
←
第
１
サ
イ
ク
ル
：
「
正
規
課
程
の
学
生
以
外
に
対
す
る
教
育
サ
ー
ビ
ス
の
状
況
」

選
択

評
価

事
項

Ｃ
:
教

育
の
国

際
化

の
状

況
←
平
成
２
５
年
度
か
ら
新
た
に
追
加

1
8

大
学
機
関
別
選
択
評
価
と
は

大
学

機
関

別
選

択
評

価
は

、
機

構
が

第
１
サ

イ
ク
ル

に
お

い
て
実

施
し
た
選

択
的

評
価

事
項

に
関

す
る
評

価
を
発

展
さ
せ
た
も
の
。

大
学

機
関

別
選

択
評

価
は

、
機

構
が

定
め

る
選

択
評

価
事

項
に
つ
い
て
、
認

証
評

価
と
は
別

に
機

構
が

独
自

に
行

う
第

三
者

評
価

と
し
て
実

施
す
る
。

機
構
以
外
の
認
証
評
価
機
関
に
よ
る
認
証
評
価
を
受
け
、
大

学
機
関
別
選
択
評
価
の
み
を
機
構
に
申
請
す
る
こ
と
が
可
能

大
学
が
希
望
す
る
年
度
に
申
請
が
可
能

1
7
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認
証
評
価
／
選
択
評
価
は

⼤
学
と

⼤
学
評
価
・
学
位
授
与
機
構
と
の

信
頼
関
係
に
基
づ
く
協
同
作
業

⼤
学
評
価
・
学
位
授
与
機
構

w
w
w
.n
ia
d.
ac
.jp

2
1
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セッション１： 国の公的な質保証システムの動向について 

韓国における高等教育の質保証 

 

韓国大学教育協議会大学評価院長 

SEO Min-Won 

 

韓国大学教育協議会について 

 

元々、韓国では、政府主導による大学教育や

大学評価活動が行われていたが、1980年代の

民主化運動により、大学が自主的な協力を通じ

て発展していく必要性が高まった。そこで1982

年に、大学と政府の仲介的役割や大学間連携

の機能促進、大学教育の質的水準の向上への

貢献を目的として、韓国大学教育協議会（ＫＣＵ

Ｅ）が設立された。 

ＫＣＵＥでは、大学評価を担う附置組織として

「大学評価院」を置いており、独立的な大学評

価業務の運営を保証している。 

 

韓国における大学評価の変遷 

 

1982年から1992年の「第１世代」では、大学

の教育改善を目的とした総合評価を実施してい

た。1994年から2006年の「第２世代」では、韓

国の大学評価では初めて「アクレディテーション」

という言葉が用いられ、「大学総合評価認定制」

が導入された。 

2008年以降の「第３世代」になると、政府の

認定した機関が大学評価を実施するという、政

府が直接介入する時代に入っていった。グロー

バル化、経済の世界的な競争状況と重なり、教

育においても競争せざるを得ない時代となったと

いう背景から、政府がより積極的に評価に取り組

むようになったのだ。 

 また、2009年からは、大学の自主的な質管理

と責任強化を目的として、大学による自己評価

が法律で義務化された。 

ＫＣＵＥの新たな評価～機関別評価認証～ 

 

機関別評価認証（以下、「評価認証」）は、法

律に基づいた制度である。2007年10月に改正

された高等教育法の第１１条の２では、大学によ

る自己評価と評価認証は分離して実施すること

が規定されている。とはいえ、自己評価と評価認

証は密接な関係があり、評価認証を受ける際、

自己評価の報告書をそのまま関係資料として活

用することができるようになっている。 

また、評価認証の特徴として、評価認証の結

果が、今後大学への財政支援にも活用されるこ

ととなっている。（2014年を目途に開始されるが、

現時点で具体案は定まっていない。） 

ＫＣＵＥは、2010年に機関別評価認証を行う

機関として、韓国教育科学技術部より認定を受

け、2011年から評価を開始している。 

 

基本方針 

 

機関別評価認証の基本方針は、学習成果の

重視（Student learning ouctomes）、大学の真の

独自性の追求（True uniqueness）、質の保証・

向上（Assurance and Enhancement of Quality）、

最低基準の充足（Minimum Requirement）の４つ

を挙げており、頭文字を組み合わせて、評価認

証は「ＳＴＡＲ」と表現している。 

とりわけ、学習成果の方針においては、「学生」

という視点を強調するため、従来教育成果という

訳語だったところに、「Student」という言葉を加え

た。本来は、学生を中心に教育が変わるべきで

あるが、大学関係者の間ではその理解が大変困

− 9−



難な状況となっている。学生・学習が中心である

という基本的なパラダイムを、機関別評価を通じ

て韓国も日本も取り組んでいく必要がある。学習

成果の重視は、国際通用性を追求していく上で

も極めて重要なアプローチである。 

また、評価認証においては、質の保証だけで

なく、improvement も大変重要なモデルとなる。

したがって、質の「保証」と「向上」の両面を結び

付けて考えていく必要がある。特に、韓国や日本

では、政府が大学の設置認可を行うことから、質

がどう向上されたかという側面を強調してみるこ

とが重要である。 

 

評価基準 

 

機関別評価認証における評価基準は、３つの

階層－６つの評価領域、１７の評価分野、５４の

評価項目で形成している。韓国では、定量的に

評価することを基本に据え、それらをベースに教

育の質に対して定性的にアプローチしていくとい

う手法を採っている。 

＜評価領域＞ 

１． 大学の使命及び発展計画 ４． 施設 

２． 教職員及び学生※ ５． 財務管理 

３． 教育※ ６． 地域貢献 

(※2012 年度評価認証より、「２．教育」「３．大学コミュニテ

ィ」に改められている。) 

 

評価項目に関して、大学の特徴等から合致す

る項目がない場合は、大学が評価項目の代替

案を提示し、認められることもある。ＫＣＵＥは、評

価認証が韓国の大学の画一化を意図するので

はなく、それぞれの大学の特徴・個性を生かせる

ような評価モデルが必要であると考えている。 

 

評価の特徴 

 

評価認証では、ペーパーレスの評価を目指し

ている。かつての韓国では、「評価＝大量の報

告書の作成」というイメージが定着し、大学にとっ

て大変な負担感が生じていた。したがって、自己

評価の報告書は可能な限り簡潔に、根拠を中

心に記述するよう指導している。そして、大学が

真に何に取組み、成果をあげているのか、現地

調査で確認していくことで、全体として妥当性の

高い評価となるよう配慮している。 

評価結果は、「認定」「条件付き認定」「保留」

「丌認定」で表される。丌認定となった場合は、

その問題点を突き詰めるため、希望する当該大

学に対してコンサルティングを行い、ＫＣＵＥは大

学と共に、発展の在り方について考える役割も担

う。 

 

産業界との連携による大学評価 

 

 産業界との連携による大学評価は、企業が求

める人材のニーズと大学のカリキュラムのミスマ

ッチを解消するという目的の下に、2008年度に

ＫＣＵＥが始めた取組みである。当初企業側は、

大学での学びが企業で活用されていないという

丌満を持ち、事実、卒業生の再教育のための多

額の費用は、企業の大きな負担となっていた。 

そこで、企業はジョブ分析を通じて、その仕事

の職務は何か、その職務を遂行するために必要

な力量は何か、そしてその力量を身につけるた

めの適切なカリキュラムは何か分析を行う。この

結果と大学の現状とを分析し、この評価を通して

産学協力の活性化を図ることに目的がある。 

 2008年度の評価開始以来、自動車、建設、

金融の業種をはじめ、領域別に評価を実施して

いる。 

 

プロフィール 

SEO Min-Won （そ みんうぉん） 

韓国大学教育協議会大学評価院長。 

韓国仁済大学教授。 

専攻は高等教育のアセスメント。韓国大学評価認証

委員会の委員を務めるほか、仁済大学の学部長や

同大学法科大学院等の入試評価委員長を歴任。 
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4

□
社

会
的

激
動

期
で

あ
っ

た
19

80
年

代
に

、
⺠

間
主

導
の

⼤
学

協
⼒

団
体

が
必

要
で

あ
る

と
い

う
認

識
が

⾼
ま

る
。

□
19

82
年

に
、

政
府

・
⼤

学
間

の
仲

介
と

⼤
学

間
連

携
を

推
進

す
る

た
め

の
団

体
と

し
て

、
KC

UE
が

設
⽴

さ
れ

る
。

□
設

置
根

拠
：

韓
国

⼤
学

教
育

協
議

会
法

（
法

律
第

37
27

号
）

□
加

盟
⼤

学
数

：
20

12
年

現
在

、
全

国
か

ら
21

0の
4年

制
⼤

学
が

加
盟

設
⽴
の
背
景

I.
 K

CU
Eの

概
略

4
3

KC
U
Eの
概
略

I

3

2

I.
KC

UE
の

概
略

II
.  

KC
UE

に
よ

る
⾼

等
教

育
質

保
証

の
推

進

II
I.

 新
た

な
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

・
内

容

IV
. 

韓
国

の
産

業
界

と
の

連
携

に
よ

る
⼤

学
評

価

発
表

概
要

2

20
12
年
11
⽉
22
⽇

ソ
・
ミ
ン
ウ
ォ
ン

韓
国
⼤
学
教
育
協
議
会
（
KC
UE
）
⼤
学
評
価
院
⻑

1
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公
的

教
育

の
推

進
と

⼊
試

プ
ロ

セ
ス

改
⾰

の
た

め
の

条
件

整
備

政
策

研
究

及
び

教
育

現
場

⽀
援

⼤
学

競
争

⼒
の

強
化

の
た

め
の

機
関

別
の

評
価

認
証

協
議
／
調
整

⼤
学
⼊
試

国
際
連
携

⼤
学
評
価
認
証

⾼
等
教
育
研
究

⾼
等
教
育

研
修

戦
略
⽬
標

I.
 K

CU
Eの

概
略

教
員

・
研

究
者

に
対

す
る

質
の

⾼
い

研
修

の
実

施

⾼
等

教
育

の
国

際
化

と
学

⽣
の

グ
ロ

ー
バ

ル
化

⽀
援

加
盟

⼤
学

を
中

⼼
に

据
え

た
管

理
運

営
、

社
会

と
の

連
携

強
化

8

7

⼤
学

教
育

⼤
学

産
業

⼤
学

放
送

通
信

⼤
学

合
計

国
⽴

公
⽴

私
⽴

国
⽴

国
⽴

私
⽴

国
⽴

24
2

15
7

(1
1)

10
5

7
1

19
9

(2
10

)

□
総
会

□
理
事
会

会
⻑

副
会

⻑
理

事
監

事
合

計
1

3
20

2
26

□
事
務
部
⾨

事
務

総
⻑

室
⻑

／
院

⻑
チ

ー
ム

リ
ー

ダ
ー

職
員

合
計

研
究

者
事

務
職

員
派

遣
職

員
1

7
11

21
53

4
97

I.
 K

CU
Eの

概
略

7

総
会

理
事
会

会
⻑

事
務
総
⻑

経
営
企
画
室

企
画
広
報
チ
ー
ム

総
務
チ
ー
ム

国
際
連
携
チ
ー
ム

⼊
試
⽀
援
室

⼊
試
管
理
チ
ー
ム

⼊
試
⽀
援
チ
ー
ム

⼀
般
教
育
セ
ン
タ
ー

⼊
試
相
談
セ
ン
タ
ー

⼤
学
評
価
院

評
価
企
画
チ
ー
ム

評
価
⽀
援
チ
ー
ム

⼤
学
情
報
公
⽰
セ
ン
タ
ー

⾼
等
教
育
研
究
院

政
策
研
究
部

⾼
等
教
育
研
修
院

6

□
組
織
図

I.
 K

CU
Eの

概
略

6

設
⽴
⽬
的

□
4年

制
⼤

学
の

共
通

の
問

題
に

つ
い

て
、

⾃
主

的
な

協
議

や
調

整
を

⾏
う

こ
と

で
、

⼤
学

教
育

の
発

展
と

⼤
学

間
連

携
を

強
化

に
資

す
る

こ
と

。

□
⼤

学
の

⾃
律

性
を

⾼
め

、
責

務
性

を
強

化
し

、
質

の
改

善
や

政
策

反
映

の
た

め
に

政
府

へ
助

⾔
・

働
き

か
け

を
⾏

う
こ

と
で

、
⼤

学
教

育
の

発
展

を
⽀

援
す

る
こ

と
。

I.
 K

CU
Eの

概
略

5
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12

学
問
分
野
別
評
価
認
定
制
(1
99
2~
20
08
)

毎
年

２
~

３
の

学
問

分
野

を
選

定
２

０
０

８
年

ま
で

に
４

０
の

学
問

分
野

に
お

い
て

、
教

育
内

容
、

学
習

環
境

、
お

よ
び

質
の

改
善

へ
向

け
た

評
価

を
実

施
。

年
度

分
野

年
度

分
野

年
度

分
野

年
度

分
野

年
度

分
野

年
度

分
野

1
9
9
2

物
理
学

1
9
9
8

看
護
学

2
0
0
2

社
会
福
祉
学

2
0
0
5

韓
国
語
文
学

2
0
0
6

音
楽

2
0
0
7

貿
易

電
子
工
学

薬
学

土
木
工
学

能
楽

英
語
文
学

数
学

1
9
9
3

化
学

1
9
9
9

法
学

数
学

舞
踊

経
営
学

化
学

機
械
工
学

2
0
0
3

経
済
学

獣
医
学

栄
養
学

1
9
9
4

生
物
工
学

建
設
工
学

図
書
館
情
報
学

薬
学

計
算
機
工
学

2
0
0
8

経
済
学

化
学
工
学

物
理
学

日
本
語
文
学

情
報
通
信

物
理
学

1
9
9
5

管
理

、
取

引
、
会

計
部
門

2
0
0
0

電
気
・電

子
・情

報
通
信

2
0
0
4

生
物
学
・生

命
科
学

中
国
語
文
学

電
気
・電

子
工
学

東
洋
医
学

材
料
工
学

機
械
工
学

ス
ポ
ー
ツ

看
護
学

1
9
9
6

薬
学

、
歯

科
医

学
、

東
洋
医
学

2
0
0
1

デ
ザ
イ
ン

教
養
学

新
聞

、
放

送
広

告
、

販
売
促
進

II
. K

CU
Eに

よ
る

⾼
等

教
育

質
保

証
の

推
進

1
2

11

⼤
学
機
関
評
価
：
第
2世

代
(1
99
4~
20
06
)

⼤
学
総
合
評
価
認
定
制

各
⼤

学
の

予
算

執
⾏

・
管

理
運

営
・

教
育

の
状

況
に

つ
い

て
総

合
的

に
評

価
す

る
こ

と
で

、
⼤

学
の

質
の

向
上

に
寄

与
。

第
1周

期
(1
99
4~
20
00
)

第
2周

期
(2
00
1~
20
06
)

年
度

⼤
学

＋
⼤

学
院

⼤
学

⼤
学

院
年

度
⼤

学
＋

⼤
学

院
⼤

学
⼤

学
院

19
94

7
-

-
20

01
1

-
-

19
95

14
9

-
20

02
4

-
-

19
96

9
2

-
20

03
8

1
-

19
97

8
18

-
20

04
37

3
1

19
98

33
20

3
20

05
51

11
-

19
99

13
16

19
20

06
25

31
1

20
00

3
21

-
合

計
87

86
22

合
計

12
6

45
2

<
⼤

学
総

合
評

価
認

定
対

象
校

数
⼀

覧
>

II
. K

CU
Eに

よ
る

⾼
等

教
育

質
保

証
の

推
進

1
1

10

⼤
学
機
関
評
価
：
第
1世

代
(1
98
2~
19
92
)

⼤
学
の
総
合
評
価

⼤
学

の
総

合
評

価
は

、
⼤

学
教

育
の

改
善

を
⽬

的
と

し
、

奨
学

的
指

導
と

助
⾔

中
⼼

に
実

施
。

II
. K

CU
Eに

よ
る

⾼
等

教
育

質
保

証
の

推
進

第
1周

期
(1
98
2~
19
85
)

第
2周

期
(1
98
8~
19
92
)

年
度

⼤
学

⼤
学

院
年

度
⼤

学

19
82

97
16

9
19

88
23

19
83

98
-

10
90

21

19
84

11
0

18
4

19
90

23

19
85

11
0

学
部

レ
ベ

ル
の

評
価

と
統

合

19
91

25

19
92

27

合
計

41
5

35
3

合
計

11
9

<
⼤

学
の

総
合

評
価

対
象

校
数

⼀
覧

>

1
0

9

KC
U
Eに
よ
る
⾼
等
教
育
質
保
証
の
推
進

II

9
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1.
 沿

⾰
–

KC
U

E⼤
学

評
価

院
（

KU
AI

）

•
20

09
年

韓
国

⼤
学

教
育

協
議

会
（

KC
UE

）
に

附
置

さ
れ

た
組

織
と

し
て

、
⼤

学
評

価
院

を
設

置
韓

国
教

育
科

学
技

術
部

に
、

⼤
学

機
関

別
評

価
認

証
の

実
施

機
関

と
な

る
た

め
、

申
請

•
20

10
年

機
関

別
評

価
認

証
機

関
と

し
て

認
定

（
韓

国
教

育
科

学
技

術
部

公
⽰

20
10

-3
86

、
20

10
年

11
⽉

11
⽇

）

•
20

11
年

⼤
学

機
関

別
評

価
認

証
の

開
始

30
⼤

学
に

対
し

て
適

格
認

定

II
I.

  新
た

な
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

1
6

新
た
な
機
関
別
評
価
認
証
制
の
基
本
⽅
針
・
内
容

II
I

1
5

1
4

⼤
学
に
よ
る
⾃
⼰
評
価
の
⽀
援

⼤
学

の
⾃

主
的

な
質

管
理

と
責

任
強

化
の

た
め

、
20

09
年

よ
り

開
始

。

各
⼤

学
は

、
⾼

等
教

育
法

に
基

づ
き

、
２

年
に

⼀
度

、
教

育
・

研
究

・
組

備
等

を
含

め
た

⼤
学

運
営

の
状

況
を

総
合

的
に

分
析

・
評

価
し

、
そ

の
表

す
る

。

画
⼀

的
な

評
価

を
避

け
、

そ
れ

ぞ
れ

の
特

徴
を

反
映

し
た

評
価

を
⽬

指
す

こ
と

か
ら

、
各

⼤
学

は
独

⾃
の

評
価

事
項

（
情

報
公

⽰
項

⽬
を

含
む

）
・

基
準

・
プ

ロ
セ

ス
・

⽅
法

を
定

め
る

こ
と

が
で

き
る

。

II
. K

CU
Eに

よ
る

⾼
等

教
育

質
保

証
の

推
進

1
4

1
3

産
業
界
と
の
連
携
に
よ
る
⼤
学
評
価

(2
00
8~
)

⼤
学

に
お

い
て

要
請

さ
れ

る
学

⽣
の

能
⼒

と
、

産
業

界
が

必
要

と
す

る
能

⼒
と

の
間

に
あ

る
質

的
差

異
の

解
決

を
⽬

指
す

。
⼤

学
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

改
善

に
必

要
な

情
報

を
提

供
す

る
。

⼤
学

と
企

業
の

両
⽅

に
有

益
な

評
価

結
果

を
追

求
し

提
供

す
る

。

<産
業
界
と
の
連
携
に
よ
る
大

学
評
価
の

実
施
状
況

>
20
08

20
09

業
界

対
象

分
野

評
価

実
施

校
数

参
加

企
業

数
業

界
対

象
分

野
評

価
実

施
校

数
参

加
企

業
数

⾃
動

⾞
機

械
⼯

学
6

3
⽯

油
化

学
化

学
⼯

学
16

16

設
計

建
築

学
3

5
精

密
化

学
化

粧
品

化
学

⼯
学

12
8

施
⼯

建
築

⼯
学

4
3

薬
品

化
学

8
8

⼯
学

⼟
⽊

⼯
学

3
3

ゲ
ー

ム
ゲ

ー
ム

業
界

-
3

銀
⾏

経
営

学
6

3

保
険

4
4

証
券

6
3

合
計

5 
分

野
32

 ⼤
学

24
 社

合
計

3 
分

野
36

 ⼤
学

35
 社

II
. K

CU
Eに

よ
る

⾼
等

教
育

質
保

証
の

推
進

1
3
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4.
定
義

❑
機

関
別

評
価

認
証

：
⼤

学
が

教
育

機
関

と
し

て
必

要
な

基
本

的
条

件
を

満
た

し
て

い
る

か
評

価
を

⾏
い

、
評

価
結

果
を

公
表

す
る

こ
と

で
、

当
該

教
育

機
関

に
対

す
る

社
会

の
信

頼
を

構
築

す
る

た
め

の
仕

組
み

。
•

⼤
学

の
⼀

部
局

ま
た

は
⼀

つ
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
で

は
な

く
、

⼤
学

全
体

が
評

価
の

対
象

と
な

る
。

•
評

価
機

関
が

⽰
す

基
準

を
⼤

学
が

満
た

し
て

い
る

か
否

か
に

つ
い

て
、

専
⾨

家
が

判
断

す
る

。
•

認
定

基
準

を
満

た
し

て
い

る
⼤

学
は

そ
の

旨
が

周
知

さ
れ

、
も

っ
て

当
該

⼤
学

の
社

会
的

責
任

が
果

た
さ

れ
る

。

❑
適

格
認

定
•

機
関

別
評

価
認

証
の

結
果

と
し

て
適

格
認

定
を

得
る

と
い

う
こ

と
は

、
（

1）
⼤

学
⾃

⾝
が

求
め

る
、

ま
た

⼤
学

の
設

置
・

運
営

そ
の

他
の

⾼
等

教
育

関
連

法
令

で
要

求
さ

れ
て

い
る

教
育

の
質

に
係

る
要

素
（

⼤
学

の
使

命
、

教
職

員
、

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

、
施

設
、

財
務

、
運

営
管

理
、

地
域

⽀
援

等
）

に
お

い
て

、
最

低
限

の
条

件
を

満
た

し
て

い
る

と
い

う
こ

と
を

意
味

し
、

（
2）

ま
た

、
当

該
⼤

学
が

継
続

的
な

質
の

改
善

に
取

り
組

ん
で

い
る

と
い

う
意

味
も

含
む

。

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

2
0

❑
機

関
別

認
証

評
価

機
関

の
認

定
（

韓
国

教
育

科
学

技
術

部
公

⽰
20

10
-3

86
）

•
新

た
に

改
正

・
施

⾏
さ

れ
た

法
律

に
従

い
、

各
⼤

学
は

⾃
⼰

評
価

を
実

施
す

る
こ

と
が

義
務

付
け

ら
れ

、
ま

た
政

府
認

定
の

評
価

・
認

証
機

関
か

ら
機

関
別

評
価

認
証

を
受

け
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

に
な

っ
た

。
こ

の
こ

と
に

伴
い

、
KC

UE
に

附
置

さ
れ

た
⼤

学
評

価
院

（
KU

AI
）

は
、

機
関

別
評

価
認

証
制

に
お

け
る

評
価

実
施

機
関

と
し

て
認

定
を

得
る

た
め

、
20

09
年

に
策

定
し

た
計

画
を

基
に

申
請

を
⾏

い
、

20
10

年
11

⽉
11

⽇
に

教
育

科
学

技
術

部
よ

り
機

関
別

評
価

認
証

制
の

評
価

実
施

機
関

と
し

て
認

定
を

受
け

た
。

•
⼤

学
評

価
院

（
KU

AI
）

は
、

政
府

か
ら

の
評

価
機

関
の

認
定

を
受

け
て

、
20

11
年

よ
り

機
関

別
評

価
認

証
を

⾏
っ

て
い

る
。

•
⾼

等
教

育
法

第
11

条
の

2第
4項

に
基

づ
き

、
20

14
年

よ
り

⼤
学

の
評

価
認

証
の

結
果

は
、

政
府

に
よ

る
⼤

学
へ

の
⾏

政
的

ま
た

は
財

政
的

⽀
援

の
た

め
に

活
⽤

さ
れ

る
こ

と
に

な
る

。

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

3.
 機

関
別

評
価

認
証

の
法

的
根

拠

1
9

3.
機
関
別
評
価
認
証
の
法
的
根
拠

❑
関

連
法

令
に

基
づ

き
、

⾃
⼰

評
価

と
機

関
別

評
価

認
証

を
分

離
し

、
評

価
認

証
は

、
政

府
に

よ
る

認
定

を
受

け
た

機
関

の
み

が
実

施
で

き
る

。
各

⼤
学

は
、

法
律

に
基

づ
き

、
最

短
で

2年
サ

イ
ク

ル
に

よ
り

⾃
⼰

評
価

を
実

施
す

る
こ

と
が

義
務

付
け

ら
れ

て
い

る
⼀

⽅
、

政
府

認
定

の
評

価
・

認
証

機
関

か
ら

機
関

別
評

価
認

証
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
。

•⾼
等

教
育

法
第

11
条

の
2（

評
価

）
（

20
07

年
10

⽉
改

正
）

•教
育

機
関

の
情

報
公

開
に

関
す

る
特

例
法

（
20

07
年

5⽉
施

⾏
）

•教
育

機
関

の
情

報
公

開
に

関
す

る
施

⾏
令

（
20

08
年

11
⽉

施
⾏

）
•⾼

等
教

育
機

関
の

⾃
⼰

評
価

に
関

す
る

規
則

（
教

育
科

学
技

術
部

令
第

21
号

、
20

08
年

12
⽉

施
⾏

）
•⾼

等
教

育
機

関
の

評
価

・
認

証
等

に
関

す
る

規
定

（
⼤

統
領

令
第

21
16

3号
、

20
08

年
12

⽉
施

⾏
）

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

1
8

⼤
学

評
価

認
証

委
員

会
⼤

学
評

価
院

評 価 企 画 チ ー ム

評 価 ⽀ 援 チ ー ム

<
常

設
>

<
臨

時
>

再
審

委
員

会

特 任 評 価 委 員 会

評 価 認 証 企 画 委 員 会

2.
 組

織

II
I.

  新
た

な
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

1
7
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訪
問

調
査

期
間

2~
3⽇

費
⽤

2⽇
間

：
2,

31
3万

ウ
ォ

ン
3⽇

間
：

2,
98

2万
ウ

ォ
ン

判
定

と
そ

の
活

⽤
適

格
認

定
／

不
認

定
：

評
価

認
証

の
本

来
の

⽬
的

に
焦

点
を

置
い

た
評

価
優

良
事

例
を

選
定

す
る

。
判

定
結

果
を

活
⽤

す
る

。

特
⻑

⼤
学

を
中

⼼
に

据
え

た
評

価
紙

媒
体

の
削

減
（

Pa
pe

r-
le

ss
）

の
評

価
⼤

学
の

⾃
発

に
よ

る
評

価
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
の

実
施

24

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

7.
 評

価
認

証
の

基
本

構
成

2
4

評
価

の
基

準
3つ

の
階

層
：

評
価

領
域

（
6）

／
評

価
分

野
（

17
）

／
評

価
項

⽬
（

54
）

⾃
⼰

評
価

報
告

書
⾃

⼰
評

価
報

告
書

作
成

の
最

⼩
化

：
評

価
項

⽬
の

2／
3の

項
⽬

は
、

情
報

公
表

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
、

刊
⾏

物
等

に
よ

り
評

価

評
価

者
評

価
分

野
に

係
る

専
⾨

家

評
価

者
研

修
専

⾨
性

の
向

上
を

⽬
指

す
：

評
価

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

活
⽤

23

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

7.
 評

価
認

証
の

基
本

構
成

2
3

6.
⽬
的

⼤
学

機
関

別
評

価
認

証
に

お
い

て
適

格
認

定
の

基
準

を
設

け
る

理
由

は
次

の
と

お
り

で
あ

る
。

（
1）

⾼
等

教
育

の
質

管
理

シ
ス

テ
ム

を
追

求
す

る
世

界
的

な
流

れ
の

中
で

、
⼤

学
が

最
低

要
件

の
充

⾜
と

個
性

の
発

揮
を

で
き

る
よ

う
に

す
る

た
め

（
2）

韓
国

の
⼤

学
の

国
内

お
よ

び
海

外
で

の
競

争
⼒

を
養

う
た

め
（

3）
⾼

等
教

育
の

質
向

上
の

た
め

の
⼤

学
の

責
任

を
明

ら
か

に
す

る
た

め
（

4）
国

際
通

⽤
性

向
上

、
国

際
交

流
、

国
際

協
働

の
推

進
に

向
け

た
⾼

等
教

育
の

質
保

証
制

度
の

確
⽴

の
た

め
で

あ
る

。

❑
⼤

学
の

教
育

の
質

を
、

第
三

者
機

関
に

よ
り

保
証

す
る

。
❑

⼤
学

の
⾃

律
性

拡
⼤

に
伴

い
、

⼤
学

の
責

務
を

強
化

す
る

。
❑

社
会

が
⼤

学
教

育
の

質
に

つ
い

て
知

る
権

利
を

満
た

す
。

❑
評

価
シ

ス
テ

ム
の

国
際

通
⽤

性
を

⾼
め

る
。

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

2
2

5.
 基

本
⽅

針

❑
⼤

学
の

教
育

成
果

の
追

求
の

た
め

、
学

⽣
の

学
習

成
果

の
達

成
を

重
視

• 
国

際
通

⽤
性

に
つ

い
て

、
国

境
を

越
え

た
学

⽣
の

交
流

と
単

位
互

換
を

通
じ

て
考

慮
す

る
。

• 
特

に
学

⽣
へ

の
教

育
内

容
と

学
習

環
境

の
質

を
重

視
す

る
。

❑
⼤

学
の

⾃
律

性
と

真
の

独
⾃

性
の

追
求

• 
客

観
的

な
評

価
項

⽬
に

基
づ

き
、

標
準

化
で

は
な

く
独

⾃
性

を
促

す
。

• 
各

機
関

の
特

徴
を

鑑
み

、
最

低
基

準
を

満
た

し
て

い
る

か
ど

う
か

の
判

断
の

他
に

、
優

良
事

例
を

選
定

。

❑
質

の
保

証
と

向
上

• 
⼤

学
の

質
保

証
を

最
優

先
と

す
る

。
• 

継
続

的
な

質
の

向
上

の
た

め
の

、
⾃

発
的

評
価

制
度

を
⽀

援
す

る
。

❑
求

め
ら

れ
る

社
会

責
任

の
遂

⾏
と

、
国

⺠
か

ら
の

信
頼

の
獲

得
• 

適
格

認
定

は
、

最
低

限
の

社
会

責
任

遂
⾏

の
証

と
な

る
。

• 
評

価
結

果
の

公
表

に
よ

り
、

⼤
学

教
育

の
質

を
証

明
す

る
。

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

2
1
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認
定

期
間

認
定

期
間

1
2

3
4

5

認
定

保
留

認
定

不
認

定

認
定

1年
後

認
定

期
間

認
定

期
間

1
2

3
4

5

認
定

期
間

認
定

期
間

1年
後

判
定

条
件

付
き

認
定

認
定

判
定

認
定

期
間

認
定

期
間

1
2

3
4

判
定

2年
後

認
定

期
間

認
定

期
間

1
2

3
判

定

2年
後

認
定

期
間

認
定

期
間

1
2

3
判

定

10
. 判

定
結

果
別

認
定

期
間

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

2
8

9.
 認

定
モ

デ
ル

認
定

条
件

付
き

認
定

保
留

不
認

定

2年
経

過
す

れ
ば

再
申

請
で

き
る

1年
以

内
に

問
題

の
あ

っ
た

領
域

で
改

善
が

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

場
合

、
保

留
と

判
定

さ
れ

る

6つ
の

評
価

領
域

を
満

た
し

て
い

る
6つ

の
評

価
領

域
を

満
た

し
て

い
る

6つ
の

必
須

評
価

項
⽬

を
満

た
し

て
い

る
6つ

の
必

須
評

価
項

⽬
を

満
た

し
て

い
る

2年
以

内
に

問
題

の
あ

っ
た

分
野

で
改

善
が

認
め

ら
れ

な
か

っ
た

場
合

、
不

認
定

と
判

定
さ

れ
る

認
定

基
準

の
維

持
状

況
に

つ
い

て
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

実
施

さ
れ

る

5つ
の

評
価

領
域

を
満

た
す

が
、

1つ
は

改
善

の
余

地
が

あ
る

5つ
の

評
価

領
域

を
満

た
す

が
、

1つ
は

改
善

の
余

地
が

あ
る

6つ
の

必
須

評
価

項
⽬

を
満

た
し

て
い

る
6つ

の
必

須
評

価
項

⽬
を

満
た

し
て

い
る

4つ
の

評
価

領
域

を
満

た
す

が
、

2つ
は

改
善

の
余

地
が

あ
る

4つ
の

評
価

領
域

を
満

た
す

が
、

2つ
は

改
善

の
余

地
が

あ
る

5つ
以

上
の

必
須

評
価

項
⽬

を
満

た
し

て
い

る
5つ

以
上

の
必

須
評

価
項

⽬
を

満
た

し
て

い
る

5つ
の

評
価

領
域

を
満

た
す

が
、

1つ
は

問
題

が
あ

る
5つ

の
評

価
領

域
を

満
た

す
が

、
1つ

は
問

題
が

あ
る

5つ
以

上
の

必
須

評
価

項
⽬

を
満

た
し

て
い

る
5つ

以
上

の
必

須
評

価
項

⽬
を

満
た

し
て

い
る

ま
た

は

認
定

・
条

件
付

き
認

定
・

保
留

の
い

ず
れ

の
場

合
に

も
当

て
は

ま
ら

な
い

認
定

・
条

件
付

き
認

定
・

保
留

の
い

ず
れ

の
場

合
に

も
当

て
は

ま
ら

な
い

II
I.

  新
し

い
機

関
別

評
価

認
証

制
の

基
本

⽅
針

と
内

容

2
7

評
価

領
域

評
価

分
野

評
価

項
⽬

4.
 施

設

4.
1 

基
本

的
な

施
設

4

4.
2 

補
助

的
な

施
設

3

4.
3 

図
書

館
1

5.
 財

務
管

理

5.
1

財
源

4

5.
2 

予
算

管
理

3

5.
3 

会
計

監
査

2

6.
 地

域
貢

献
6.

1 
地

域
貢

献
2

評
価

領
域

評
価

分
野

評
価

項
⽬

1.
⼤

学
の

使
命

及
び

発
展

計
画

1.
1 

⼤
学

の
使

命
及

び 教
育

の
⽬

的
1

1.
2 

発
展

・
個

性
化

の た
め

の
計

画
2

1.
3 

⾃
⼰

評
価

1

2.
 教

職
員

及
び

学
⽣

2.
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セッション２： 大学における内部質保証の取組事例 

内部質保証システムの構築に向けて－神戸大学の事例－ 

 

神戸大学大学教育推進機構教授 

川嶋  太津夫 

 

神戸大学の概要 

 

神戸大学は、１１学部、１４研究科、２つの専

門職大学院、附属病院等を擁する国立総合大

学であり、学士課程には約１１,０００名、専門職

大学院課程を含む大学院課程には約５,０００名

が学んでいる。また、教員約１,５００名、職員約 

２,０００名が、教育・研究・医療に従事している。 

 

学内の評価体制 

 

国立大学は２００６年４月に法人化され、制度

上、大学の基本的な方針や中期目標・計画等

は、理事の補佐を受けながら、法人の長である

学長が最終的な決定を行うことになった。しかし、

実際の教育研究は各学部・研究科の教員が担

っており、大学としての合意形成が重要である。

したがって、大学の活動の計画段階では、部局

長会議等を通じて学長・役員会との間で合意形

成を図った上で、意思決定がなされている。ここ

での方針に基づき、各学部・研究科において教

育研究が実施されている。 

 

大学の諸活動の点検・評価に関しては、「神

戸大学評価委員会」が全学の責任組織として設

置されている。評価委員会では全学の方針とし

て、「神戸大学における点検・評価の基本的な

考え方」、「神戸大学自己点検・評価指針」を策

定した。全学の評価に関する方針に基づき、実

際の自己点検・評価は各部局で実施する。 

神戸大学の基本的な考え方として、計画の実

施、点検・評価、改善の責任主体は学部・研究

科にあり、評価委員会は、各部局が行った自己

点検・評価の妥当性のみを審議（メタ評価）する

ことにしている。 

しかしながら、認証評価や国立大学法人評価

にあたり、この体制のみでの対応は難しいため、

部局をまたいで自己評価書を作成する体制を

設けた。第１サイクルでは、大学の活動全体をひ

とつに取りまとめるのに苦労したこともあり第２サイ

クルでは、教育と研究を分け、教育についての自

己評価は「全学評価・ＦＤ委員会」が、研究につ

いては「学術研究推進本部」が、全学的に一次

的な自己・点検評価書を作成することとした。こ

れを基に、評価委員会でメタ評価を実施するこ

ととした。 

 

教育の内部質保証システム 

 

内部質保証システムという面では、今日特に、

教育の質保証と水準維持が注目されている。 

神戸大学の場合、近年、「大学教育推進機

構」の役割を強化した。教育に関する事項はす

べて、同機構に設置された大学教育推進委員

会を中心に審議される。体制は、教育担当理事

を機構長・委員長とし、学部・研究科の教育担

当責任者で構成されている。 

 

同機構の下で教育活動の計画を担う「大学

教育推進委員会」には、２つの委員会が置かれ

ている。１つは「全学教務委員会」で、教育に関

わる具体的な事項を網羅的に検討している。も

う１つは「全学評価・ＦＤ委員会」で、点検・評価

について審議する場である。基本的に各部局の

教育評価やＦＤ担当責任者が参画している。認

証評価や国立大学法人評価における自己点
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検・評価書の素案は評価・ＦＤ委員会で作られる。

教育の自己点検・評価や改善の推進基盤として、

この全学評価・ＦＤ委員会がその役割を担ってい

る。 

質保証のための３つのポリシー 

 

質保証のための３つのポリシーとして、ディプロ

マ・ポリシー（ＤＰ）、カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）、

アドミッション・ポリシー（ＡＰ）がよく知られている。

2012年８月の中央教育審議会答申では、アセ

スメント・ポリシー（ＡＰ）という言葉も新たに使わ

れた。 

神戸大学では、「神戸大学学位授不に関する

の方針」を大学教育推進委員会で定め、学部・

課程ごとに学位授不の方針を決めている。その

後、ＤＰで定めた学習成果の修得のため、体系

的な教育課程の編成にあたっては、大学として

のＣＰを定めた後に、学部レベルのＣＰを定めて

いる。こうした教育情報はすべて公開されてい

る。 

 

アセスメント・ポリシー（ＡＰ）は、教育の質向上

のために大学がどういうスタンスを取るかを言明

するものと理解する。神戸大学では、「教育の質

向上のための評価指標」を大学教育推進委員

会で定めており、これが質保証のための点検・評

価の基本となる。評価指標は３つの項目・観点

に分けており、各観点について、エビデンスを確

認しながらセルフチェックを進めていく。 

また、各部局のセルフチェックの効率化と透

明性を図るために、現在、それぞれの評価の観

点に対する達成度を測るためのルーブリックを開

発中である。 

 

学習成果のアセスメント 

 

現在大学に強く求められているのは学習成果

である。同時にその確認方法としてのアセスメン

トが重要となっている。神戸大学では、現在のと

ころ、間接アセスメントである各種アンケートを行

っており、今後、卒業研究等の直接的アセスメン

トについても試みてみたい。 

一方、間接アセスメントを分析して、様々な学

習成果をどういった場面で獲得できたか、学生

に確認している。その結果を示すマトリックスを作

ることで、ＣＰが正しく動いているかの確認が可能

となる。 

このような学習成果の測定・学生アンケートに

よって、改善状況を確認することができる。例え

ば、数年前までは設備に対する丌満が強かった

が、耐震工事と併せてアメニティの強化をし、最

近は建物に対する丌満はなくなっている。 

 

今後の課題 

 

学位授不機関として、自らが教育プログラム

の質と水準に責任を持つという意味で、学科改

組やカリキュラム改訂の際に、学内で設置審査

委員会のような組織を整備し、神戸大学が授不

する学位の水準にふさわしいかどうかを確認す

ることが丌可欠である。個々の授業科目につい

ては、単位の実質化や学生の自主的な学習時

間の確保が、日本の高等教育の重要な課題と

なっている。そのため、個々の教員にシラバスを

提出させ、授不する単位にふさわしい授業設計

かどうかを大学全体でチェックする必要がある。

そのためにも、米国の大学に設置されているよう

な、全学的なカリキュラム委員会の機能を我が

国の大学にも導入する必要がある。さらに、プロ

グラムごとに入口から出口までの道筋を明示す

ることも重要である。そのためには、日本ではまだ

定着していないが、プログラムレビューの実施も

検討が必要な課題である。 

 

さらには、多様なアセスメント手法、特に直接

的な手法の開発が課題であり、現在のアセスメ

ントを、評価を通じて向上と発展につながるよう

な手法に改善していく必要がある。 

最近「アウトカム」が注目されているが、アウトカ

ムのみならず、入学者やカリキュラム、授業方法
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や卒業時の確認など、体系的で多様なアセスメ

ントが必要であろう。 

 

プロフィール 

川嶋  太津夫 （かわしま たつお） 

神戸大学大学教育推進機構および大学院国際協

力研究科教授。 

名古屋大学大学院で教育社会学を専攻。 

神戸大学大学教育研究センター助教授、教授を経

て現職。第５期中央教育審議会大学分科会専門

委員、国立大学協会入試委員会専門委員等を歴

任。専攻分野は比較高等教育論、教育協力論。 
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部
局

事
務

役
員

会

部
局

A

評
価
担
当
者

部
局

評
価

委
員

会

部
局

事
務

部
局

B

評
価
担
当
者

部
局

評
価

委
員

会

部
局

事
務

部
局

C

評
価
担
当
者

・
・
・

事
務

局
総

務
部

、
企

画
部

、
研

究
推

進
部

、
国

際
部

、
財

務
部

、
学

務
部

、
施

設
部

提
案
・
情
報
提
供

評
価

委
員

会

提
案
・
情
報
提
供

D

C

A

C
op

yr
ig

ht
 (C

) 2
01

2
K

ob
e 

U
ni

ve
rs

ity
. A

ll 
R

ig
ht

s 
R

es
er

ve
d.

企
画

評
価

グ
ル

ー
プ

部
局

長
会

議

P

両
委
員
会
と
も
部
局
長
を
構

成
員
と
し
、
部
局
の
責
任
を

明
確
化
し
て
い
る
。

部
局
長
を
構
成
員
と
し
、
部

局
の
責
任
を
明
確
化
し
て
い

る
。

提
案
・
情
報
提
供

全
学
的
な
方
針
と
し
て
、
「
神

戸
大
学
に
お
け
る
点
検
・
評

価
の
基
本
的
な
考
え
方
」
、

「
神
戸
大
学
自
己
点
検
・
評

価
指
針
」
を
策
定
し
、
部
局
に

お
け
る
自
己
点
検
・
評
価
の

実
施
、
課
題
の
改
善
状
況
を

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
。

評
価

体
制

全
学

評
価

・
Ｆ
Ｄ
委

員
会

（
教

育
）

学
術

研
究

推
進

本
部

（
研

究
）

一
次

点
検

・
評

価

3

神
戸

大
学

の
概

要
学
部

→
１
１

文
学

部
、
国

際
文

化
学

部
、
発

達
科

学
部

、
法

学
部

、
経

済
学

部
、

経
営

学
部

、
理

学
部

、
医

学
部

、
工

学
部

、
農

学
部

、
海

事
科

学
部

大
学
院

→
１
４

人
文

学
研

究
科

、
国

際
文

化
学

研
究

科
、
人

間
発

達
環

境
学

研
究

科
、

法
学

研
究

科
、
経

済
学

研
究

科
、
経

営
学

研
究

科
、
理

学
研

究
科

、
医

学
研

究
科

、
保

健
学

研
究

科
、
工

学
研

究
科

、
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
情

報
学

研
究

科
、

農
学

研
究

科
、
海

事
科

学
研

究
科

、
国

際
協

力
研

究
科

専
門
職
大
学
院

→
２

法
学

研
究

科
実

務
法

律
専

攻
（
法

科
大

学
院

）
、

経
営

学
研

究
科

現
代

経
営

学
専

攻
（
社

会
人

M
B

A
）

国
立
大
学
法
人
の
中
で
も
学
部
数
は
2
番
目
に
多
く
、
学
部
学
生
数
も
５
指
に
入
る
規
模

（
組

織
は

平
成

24
年

４
月

１
日

、
員

数
は

平
成

24
年
５
月
１
日
現
在
）

そ
の
他

附
置

研
究

所
、
附

属
病

院
、
自

然
科

学
系

先
端

融
合

研
究

環
、

機
構

、
学

内
共

同
教

育
研

究
施

設
等

11
,8

61

4,
35

6

34
1

学
生
数

附
属
学
校
部

附
属

幼
稚

園
、
附

属
住

吉
小

学
校

、
附

属
明

石
小

学
校

、
附

属
小

学
校

、
附

属
中

等
教

育
学

校
、
附

属
特

別
支

援
学

校

1,
54

8

教
職
員
数

3,
43

7

教
員
：
1,

50
5

職
員
：
1,

81
3

（
看
護
師
含
む
）

教
諭
：

11
9

計
16

,5
58

2

内
部

質
保

証
シ
ス
テ
ム
の

構
築

に
向

け
て

‐
神

戸
大

学
の

事
例

-
大

学
評

価
・
学

位
授

与
機

構
国

際
セ
ミ
ナ
ー

２
０
１
２
年

１
１
月

２
２
日

川
嶋

太
津

夫
神

戸
大

学
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人
間
性

創
造
性

専
門
性

国
際
性

高
い
倫

理
性

，
知

性
と
感

性
が

調
和

し
た
豊

か
な
教

養

自
ら
課

題
設

定
，
創

造
的

に
解
決
で
き
る
能
力

多
様

な
価

値
観

を
尊

重
，

異
文

化
に
対

す
る
理

解
，

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

深
い
学

識
，
高

度
な
専

門
技

能

神
戸

大
学
教

育
憲
章

で
掲

げ
て
い
る

“
養

成
し
よ
う
と
す
る
人

材
像

”

「
養
成
し
よ
う
と
す

る
人

材
」
が

育
成

で
き
て
い
る
か

、
ど

の
場

面
が

有
効

で
あ
っ
た
か

を
確

認

在
学
生

在
学
生

卒
業
・
修
了
予
定
者

卒
業
・
修
了
予
定
者

卒
業
・
修
了
者

卒
業
・
修
了
者

就
職
先
機
関

就
職
先
機
関

・
・
・
授

業
評

価
ア
ン
ケ
ー
ト
（
年

2回
）

・
・
・
卒

業
・
修

了
時

ア
ン
ケ
ー
ト
（
年

1回
）

・
・
・
卒

業
・
修

了
生

ア
ン
ケ
ー
ト
（
年

1回
）

・
・
・
就

職
先

機
関

ア
ン
ケ
ー
ト
（
年

1回
）

W
eb

W
eb

中 か ら の チ ェ ッ ク 外 か ら の チ ェ ッ ク

※
少

人
数

科
目

を
除

く
全

科
目

で
実
施

※
2-

3月
に
実

施

※
ホ
ー
ム
カ
ミ
ン
グ
デ
イ
に
お
い

て
実
施

※
企
業
説
明
会
開
催
に
よ
る
訪

問
時

に
配

付
又

は
郵

送
に
よ
り

実
施

入
学
者

入
学
者

C
P

D
P

A
P

C
P

D
P

W
eb

A
P

D
P

・
・
・
入

学
・
進

学
時

ア
ン
ケ
ー
ト
（
年

1回
）

※
入

学
者

全
員

を
対

象
に
入

学
直

後
に
実

施

学
習

成
果

の
ア
セ
ス
メ
ン
ト

8

評
価

者
評

価
者

測
定

軸
測

定
軸

測
定

手
法

測
定

手
法

知
識
・
理
解

評
価

対
象

評
価

対
象

教
員

直
接

試
験
（
客
観
式
）
，
科
目
試
験

態
度
・
技
能

教
員

間
接

試
験
（
口
頭

/論
述
式
）
，
観
察

/パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
評

価
，
学
習
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ

学
生

直
接

各
種
ア
ン
ケ
ー
ト
，
新
入
生

/学
生

/卒
業
生
調
査

学
外
者

間
接

全
て

教
員

間
接

卒
業
論
文
，
研
究
，
作
品
制
作

学
生
・
学
外
者

直
接

進
路
状
況

成
績
，

G
PA

，
単
位
取
得
，
留
年
・
進
学
等

就
職
機
関
ま
た
は
企
業
等
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト

間
接 出

典
：

鳥
居

(2
01

2)
，
山
田

(2
01

1)
，
渋
井
他
（
20

12
）
を
参
照
。

学
習

成
果

の
ア
セ
ス
メ
ン
ト

7

教
育

の
質

向
上

の
た
め
の

評
価

指
標

（
セ
ル

フ
・
チ
ェ
ッ
ク
表

）
評

価
指

標
評

価
の

観
点

エ
ビ
デ
ン
ス

自
己

評
価

Ⅰ
教
育
の
目
的
に
照

ら
し
、
教
育
課
程
を
体

系
的
に
編
成
す
る
仕

組
み
が
用
意
さ
れ
て

い
る
か
。

①
教
育
の
目
的
に
適
合
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
が
編
成
さ
れ
、

必
要
に
応
じ
て
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
マ
ッ
プ
や
ツ
リ
ー
が
作
成
さ

れ
て
い
る
か
。

②
単
位
の
実
質
化
に
配
慮
し
た
シ
ラ
バ
ス
が
作
成
さ
れ
て

い
る
か
。

③
授
業
の
目
的
に
照
ら
し
て
、
単
位
の
実
質
化
に
配
慮
し

た
成
績
評
価
基
準
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か
。

※
ル
ー

ブ
リ
ッ
ク

を
作
成

Ⅱ
教
育
の
実
践
及
び

成
果
に
つ
い
て
組
織

的
な
検
証
が
行
わ
れ

て
い
る
か
。

①
授

業
を
評

価
す
る
仕

組
み

が
あ
り
、
そ
の

結
果

に
つ
い
て
分

析
を

行
っ
て
い
る
か
。

②
卒

業
・
修

了
時

ア
ン
ケ
ー
ト
の

結
果

に
つ
い
て
分

析
し
て
い
る
か

。

③
卒
業
生
や
就
職
先
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
や
意
見
聴
取
等
に
基
づ
き
分

析
を
行
っ
て
い
る
か
。

④
学
生
生
活
実
態
調
査
の
結
果
に
つ
い
て
分
析
を
行
っ
て
い
る
か
。

Ⅲ
教
育
の
状
況
に
つ

い
て
、
点
検
・評

価
し
、

そ
の
結
果
に
基
づ
い

て
改
善
、
向
上
を
図

る
仕
組
み
が
用
意
さ

れ
て
い
る
か
。

①
評

価
結

果
に
基

づ
き
、
教

育
課

程
の

見
直

し
等

の
具

体
的

か
つ

継
続

的
な
方

策
が

講
じ
ら
れ

て
い
る
か

。

②
Ｆ
Ｄ
が

、
組

織
と
し
て
適

切
な
方
法

で
実

施
さ
れ

、
教

育
の

改
善

に
反

映
さ
れ

て
い
る
か

。

③
Ｔ
Ａ
等

教
育

支
援

者
や

教
育

活
動

を
向

上
さ
せ

る
た
め
の

取
組

が
な
さ
れ

て
い
る
か

。

平
成
２
２
年
３
月
策
定

6

質
保
証
の
た
め
の
３
つ
の
ポ
リ
シ
ー

神
戸

大
学

学
位

授
与

の
方

針

神
戸

大
学

教
育

課
程

編
成

・
実

施
の

方
針

神
戸

大
学

教
育

の
質

向
上

の
た

め
の

評
価

指
標

Ｃ
Ｐ

Ｄ
Ｐ

Ａ
Ｐ

※

※
A

ss
es

sm
en

t P
ol

ic
y(

A
P

)
※

教
育

情
報

の
公

表
ht

tp
://

w
w

w
.k

ob
e-

u.
ac

.jp
/c

am
pu

sl
ife

/e
du

/e
du

ca
tio

n_
in

fo
/in

de
x.

ht
m

l 5
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ご
清
聴
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た
。

本
報
告
の
準
備
に
あ
た
り
浅
野
茂
准
教
授

（
企
画
評
価
室
）
の
協
力
を
得
ま
し
た
。

神
戸
大
学
総
合
図
書
館

1
2

課
題

•
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
確
立
（
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

-「
学
内
設
置
審
」
（
プ
ロ
グ
ラ
ム
新
設
、
改
廃
の
審
査
）

-「
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
委
員
会
（
科
目
審
査
）
」

-プ
ロ
グ
ラ
ム
詳
述
書
（
Ｄ
Ｐ
，
Ｃ
Ｐ
，
Ａ
Ｐ
，
Ａ
Ｐ
）

•
定

期
的

な
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
レ
ビ
ュ
ー
の

実
施

•
目

的
と
し
て
の

評
価

か
ら
手

段
と
し
て
の

評
価

へ

•
学
習
成
果
の
多
様
な
ア
セ
ス
メ
ン
ト
手
法
の
開
発
と

実
践

-教
育
改
善
に
つ
な
が
る
評
価
（
in

pu
t-p

ro
ce

ss
-o

ut
pu

t-o
ut

co
m

es
)

1
1

各
種
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施
に
係
る
工
夫
と
成
果

•
全
学
共
通
項
目
に
よ
る
ア
ン
ケ
ー
ト
を
通
じ
て
全
学
部
・
研
究
科
の
状
況
を
俯
瞰

•
質
問
項
目
の
選
定
、
実
施
方
法
等
の
検
討
を
一
体
的
に
行
い
、
内
部
の
課
題
把
握
の
み

な
ら
ず
各
種
評
価
に
お
い
て
教
育
成
果
を
示
す
根
拠
資
料
と
し
て
活
用

•
各
種
ア
ン
ケ
ー
ト
の
評
価
結
果
は
全
般
的
に
肯
定
的
。
在
学
中
に
習
得
し
た
知
識
・
ス
キ

ル
ま
た
は
態
度
つ
い
て
も
、
卒
業
・
修
了
直
後
の
学
生
、
卒
業
・
修
了
か
ら
一
定
年
度
を

経
た
学
生
、
さ
ら
に
は
採
用
さ
れ
た
機
関
等
で
の
評
価
が
一
致
し
て
い
る
こ
と
を
確
認

•
自
由
記
述
に
係
る
質
問
項
目
の
テ
キ
ス
ト
分
析
を
行
い
、
定
量
的
な
数
値
と
定
性
的
な
情

報
を
併
せ
て
提
示

【
改
善
例
】

教
育
環
境
・
設
備
、
学
内
ア
メ
ニ
テ
ィ
等
に
対
す
る
否
定
的
な
評
価
結
果
を
受
け
、
平
成

19
年
度
以
降
の
耐
震
補
強
工
事
と
併
せ
て
ス
ペ
ー
ス
の
有
効
活
用
の
た
め
の
再
配
分
を

行
い
、
平
成

21
年
度
以
降
の
ア
ン
ケ
ー
ト
に
お
い
て
、
統
計
的
に
有
意
に
上
昇
し
て
い
る

こ
と
を
確
認

在
学
中
に
も
っ
と
身
に
つ
け
て
お
く
べ
き
能
力
と
し
て
「
英
語
等
の
外
国
語
能
力
」
が
一
貫

し
て
多
く
の
学
生
に
選
択
さ
れ
て
い
た
こ
と
を
受
け
、
そ
の
対
策
を
検
討
。
平
成

24
年
度

か
ら
は
大
学
負
担
で
各
学
部
に
お
い
て
英
語
外
部
試
験
（
TO

E
IC

/T
O

EF
L）

の
受
験
を

促
進

1
0

幅 広 い 教 養

専 門 知 識 ・ 技 能

英 語 等 の 外 国 語

総 合 的 な 見 地

高 い 倫 理 観

課 題 設 定 ・ 解 決

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

価 値 観 ・ 異 文 化 理 解

プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン

情 報 処 理

5
5

6
8
3

1
6

1
8

4
2

3
1

7
4
2

0
.1
9

0
.0
2

0.
2
9

0.
0
6

0.
06

0.
01

0
.0
1

0
.1
1

0
.0
2

0
.1
5

8
1

8
4

2
6

6
6

4
5

4
5

2
0

4
7

4
0

6
5

0
.2
8

0
.2
9

0.
0
9

0.
2
3

0.
16

0.
16

0
.0
7

0
.1
6

0
.1
4

0
.2
2

1
8

6
4

1
3

2
1

1
0

7
9

7
7

5
8

5
8

0
.0
6

0
.2
2

0.
0
4

0.
0
7

0.
03

0.
27

0
.0
2

0
.0
2

0
.2
0

0
.2
0

4
5

8
1

1
5

5
7

3
2

6
5

3
2

2
2

9
5

2
4

0
.1
6

0
.2
8

0.
0
5

0.
2
0

0.
11

0.
22

0
.1
1

0
.0
8

0
.3
3

0
.0
8

4
9

3
6

7
4

9
2

6
1
2

0
.0
1

0
.0
3

0.
0
1

0.
0
2

0.
02

0.
01

0
.0
3

0
.0
1

0
.0
2

0
.0
4

0
1

2
2

1
7

3
0

2
3

0
.0
0

0
.0
0

0.
0
1

0.
0
1

0.
00

0.
02

0
.0
1

0
.0
0

0
.0
1

0
.0
1

3
1

1
5

7
2

1
7

1
4

9
0

0
.0
1

0
.0
0

0.
0
0

0.
0
2

0.
02

0.
01

0
.0
6

0
.0
5

0
.0
3

0
.0
0

5
1

3
1

1
2

2
4

3
0

0
.0
2

0
.0
0

0.
0
1

0.
0
0

0.
00

0.
01

0
.0
1

0
.0
1

0
.0
1

0
.0
0

4
0

5
9

6
1

6
5

4
9

1
2
0

6
5

1
5

1
0

0
.1
4

0
.0
2

0.
0
3

0.
2
1

0.
22

0.
17

0
.4
2

0
.2
2

0
.0
5

0
.0
3

6
0

5
6

1
6

4
1
7

1
3

3
0

0
.0
2

0
.0
0

0.
0
2

0.
0
2

0.
06

0.
01

0
.0
6

0
.0
4

0
.0
1

0
.0
0

3
2

3
7

1
2
9

4
8

8
7

2
8

6
0

8
4

5
1

7
5

0
.1
1

0
.1
3

0.
4
5

0.
1
7

0.
30

0.
10

0
.2
1

0
.2
9

0
.1
8

0
.2
6

1
0
.社

会
活

動
へ

の
参

加

9
.課

外
活

動
へ

の
参

加

8
.学

会
や

学
外

の
研

究
会

7
.学

生
同

士
の

勉
強

会
等

3
.卒

業
研

究

5
.先

輩
か

ら
の

指
導

6
.プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
共

同
研

究

4
.指

導
教

員
の

直
接

指
導

1
.全

学
共

通
の

講
義

等

在
学

中
に
習

得
し
た
能
力

　 習 得 能 力

　 　 　 　 　 獲 得 場 面

2
．
専

門
教

育
の

講
義

等

1
1
.そ

の
他

習
得

能
力

と
獲

得
場

面
を
確

認
す
る
こ
と
で
、

C
P
の

妥
当

性
を
検

証
。

各
種
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施
に
係
る
工
夫
と
成
果

9

− 26 −



セッション２： 大学における内部質保証の取組事例 

韓国嶺南大学校における内部質保証の取組み 

 

韓国嶺南大学校大学自体評価委員長・師範大学教育学科教授 

KIM Byoung-Joo 

 

韓国の大学における自己評価の背景・目的 

 

2007年１０月に韓国高等教育法が改正され、

韓国のすべての大学は、自己評価を行い、２年

ごとにその結果を公表することが義務付けられた。

学生に関する情報、入学選抜、財務情報、授業

料、教員、研究等の詳細な情報が、韓国大学

教育協議会の大学情報公示サービスを通じて、

オンラインで公表される。 

また、自己評価は、評価認証とも密接にリンク

しており、自己評価・情報公開・評価認証が三

位一体となった質保証システムを形成している。 

 また、韓国の新聞社である中央日報が、1994

年から大学ランキングを実施している。日増しに

大学・社会からの関心が高まり、現在では、マス

コミの評価項目を自己評価に取り入れる大学も

出てきている。 

 

一般的な大学自己評価のプロセス 

 

 韓国の大学における典型的な自己評価プロセ

スは、「準備」「実施」「報告」「結果の活用」の４

段階で進められる。 

「準備」段階では、自己評価の実施計画をは

じめ、実施要領や評価項目が策定され、教職員

への説明が行われる。評価項目には、韓国にお

いて公表が義務付けられている教育情報に関す

る１３項目が含まれる必要がある。 

次に、データの収集、報告書の作成・精査が

行われ、報告書の監修を受けて、最終的に取り

まとめられる。 

最後に、評価結果を受けて、大学の発展に向

けてどういった示唆が得られるか検討し、大学の

向上につなげていく、といった活用方策が採られ

ている。 

 

自己評価の実際の状況 

 

韓国における４年制大学197校の自己評価に

ついて調査分析したところ、自己評価のプロセ

ス・結果は多様であることが明らかとなった。 

自己評価の対象については、学部のみを対

象とするものや、機関単位で行うもの、あるいは

教職員を対象として行うなど、様々な例がみら

れた。 

評価指標の数も、７つから、多いものでは200

を超えるような指標を用いた例もあった。しかし

ながら、今や自己評価を行わなければ、政府の

助成金が十分に受けられず、助成金の額も異な

ってくる現状のため、多くの大学が、評価認証に

沿う形で自己評価を行うようになっている。 

また、自己評価の方法は、相対評価が主流と

なっており、他大学の状況を窺いながら、自大学

の在り方を定めていくという傾向がみられる。 

自己評価結果の活用状況としては、「大学の

発展計画に活用」する大学が94％に上るほか、

「大学の個性化戦略の企画立案に活用」する大

学が80％、「予算配分の際に活用」が45％、

「学内の組織再編等に活用」が35％となった。ま

た、「人事評価における活用」が19％であったほ

か、「成果給や出来高等のインセンティブの算定

に活用」する大学が29％であった。 

嶺南大学校における自己評価の事例 
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嶺南大学校（以下、「嶺南大」）は、大邱大学

と青丘大学を統合して1967年に設立。12大学

院・15単科大学（学部）・64学科を擁し、約

24,000人の学部生と約3,400人の大学院生が

学んでいる。単一のキャンパスの広さと学生数の

多さでは韓国最大規模を誇る。 

嶺南大では、全学的な３大目標と７大戦略を

策定し、その下に、３つのレベル（全学、学科、事

務部門）で行う自己評価の基準と評価指標を設

定している。 

（１）全学レベルの評価 

７大戦略に沿って、７つの評価領域を設定・・・

①教育、②研究、③社会貢献、④管理運営、

⑤財務、⑥キャンパス、⑦地域社会との関係。 

 

（２）学科レベルの評価 

４つの評価領域で構成・・・①学科の運営と発

展状況、②教育、③研究、④国際化 

各評価領域に設定される指標として、例えば

「①学科の運営と発展状況」では、学科の予算

執行状況、基金の寄付実績、大学への寄与度

（総長による判断）等がある。 

「②教育」では、中途退学率が指標となってい

る。近年、中途退学した学生の編入基準が厳格

化されており、できるだけドロップアウトさせないよ

うな方策を講じる必要性から、この指標を重視し

ているところである。 

「③研究」では、研究費、研究実績、論文等

が指標となる。 

最後の「④国際化」に関しては、政府やマスコ

ミ等からの注目度が高いことから、学科レベルで

国際化に向けた努力を促す意図がある。外国人

専任教員の割合や外国人学生数、短期留学生

等を指標として評価する。 

 

（３）事務部門の評価 

３つの評価領域で構成・・・①各事務部門共

通の指標、②戦略、③固有の業務。 

嶺南大では、2009年の全学レベルの自己評

価を皮切りに自己評価を開始し、2012年時点

では、全学、学科、事務部門の３つすべての自

己評価が本格化しているところである。 

また、学科レベルの自己評価では、今年から

評価結果を給与に反映させることとしたため、急

激に関心が高まり、評価に殺到している状況も

起きている。 

 

自己評価結果の活用と今後 

 

 嶺南大では、全学レベルの自己評価結果につ

いて、教職員や学生における大学の現状認識の

向上や、大学発展計画の実現化のための確認、

大学の競争力強化、また運営改善のための基

礎データの集積のために活用している。現在、３

回目の自己評価を行っているが、今後は収集し

た基礎データをいかに活用していくかという局面

を迎えることになろう。 

学科や事務部門の評価においては、15％を

上限に、評価結果を学科の予算配分に反映さ

せるほか、教員や事務職員へのインセンティブ

算定においても、評価結果が活用されている。 

今後は、自己評価の範囲を段階的に広げるとと

もに、アウトカム管理システムや管理情報システ

ム（ＭＩＳ）等のコンピューティングシステムを連携

させ、定着化させていく。また、評価指標の妥当

性についても引き続き検証していく。持続的なフ

ィードバックを通じて、信頼ある評価を確立し、大

学の発展に寄与していきたい。 

 

プロフィール 

Kim Byoung-Joo （きむ びょんじゅ） 

嶺南大学校大学自体評価（自己評価）委員長・師

範大学教育学科教授。 

2011年より国家教育科学技術諮問会議首席専門

委員を兼任。韓国教育科学技術部（MEST）の委員

会において精力的に活動。 

専攻は教育行政。ソウル大学校卙士課程修了。 

 

− 28 −



１
．
自
己
評
価
の
背
景
・
目
的

•2
00

9年
よ
り
、
大
学
は

2年
ご
と
に
自
己
評
価

（
※
原
語
：
自
体
評
価
）
を
行
う

こ
と
が
法
律
に
よ
り
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

•当
該
自
己
評
価
の
結
果
は
、
機
関
別
評
価
認
証
（I

ns
tit

ut
io

na
l 

ac
cr

ed
it
at

io
n）

の
中
で
活
用
さ
れ
る
。

•自
己
評
価
で
用
い
る
情
報
の
一
部
は
、
韓
国
大
学
教
育
協
議
会

（
KC

U
E）

の
大
学
情
報
公
示
サ
ー
ビ
ス
（H

ig
he

r 
Ed

uc
at

io
n 

Tr
an

sp
ar

en
cy

 S
er

vi
ce

）
を
通
じ
て
公
表
さ
れ
る
。

大
学
の
学
生
に
係
る
情
報
、
入
学
選
抜
、
財
務
、
授
業
料
、
教
員
、

研
究
に
関
す
る
詳
細
情
報
が
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
公
表
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
公
表
情
報
に
は
、
卒
業
率
、
学
術
分
野
別
の
学
生
の
分
布

状
況
、
入
学
選
抜
の
難
易
度
、
卒
業
生
の
就
職
率
、
専
任
教
員

の
割
合
等
も
含
ま
れ
る
。

4

Ｉ. 
 大

学
自

己
評

価
の

概
要

3

目
次

I. 
 大

学
自

己
評

価
の

概
要

1
. 
自

己
評

価
の

背
景

・
目

的
2
. 
自

己
評

価
に

関
す

る
法

的
根

拠

I I
. 
大

学
自

己
評

価
の

プ
ロ

セ
ス

と
そ

の
例

1
. 
手

順
・
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
2
. 
実

施
体

制
、

自
己

評
価

の
範

囲
・
対

象
3
. 
自

己
評

価
の

例

I I
I. 

嶺
南

大
学

校
に

お
け

る
自

己
評

価
1
. 
嶺

南
大

学
校

の
沿

革
・
組

織
2
. 
嶺

南
大

学
校

の
実

績
3
. 
嶺

南
大

学
校

の
ビ

ジ
ョ

ン
・
目

標
4
. 
嶺

南
大

学
校

の
自

己
評

価
に

お
け

る
評

価
指

標
5
. 
自

己
評

価
の

プ
ロ

セ
ス

6
. 
自

己
評

価
の

実
施

体
制

7
. 
自

己
評

価
結

果
の

活
用

8
. 
嶺

南
大

学
校

の
自

己
評

価
の

今
後

2

韓
国

嶺
南

大
学

校
に
お
け
る

内
部

質
保

証
の

取
組

み

B
yo
u
n
gj
o
o
K
im

韓
国

嶺
南

大
学

校

大
学

自
体

評
価

委
員

長

２
０
１
２
年
１
１
月
２
２
日

ヨ
ン
ナ
ム

1

− 29 −



１
．
手
順
・
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

準
備

•
教

職
員

へ
の

説
明

•
自

己
評

価
実

施
計

画
の

策
定

•
実

施
要

領
・
指

標
の

策
定

実
施

•
デ
ー
タ
の

収
集

・
分

析

•
自

己
評

価
報

告
書

の
作

成

•
報

告
書

の
精

査
・
補

足

報
告

•
編

集
責

任
者

に
よ
る
確

認

•
報

告
書

の
最

終
校

正

•
報

告
書

の
提

出

結
果
の
活
用

•
自

己
評

価
結

果
の

公
表

•
結

果
か

ら
得

ら
れ

た
示

唆
に
つ
い
て
検

討

•
自

大
学

の
改

善
発

展
計

画
へ

の
活

用

•
管

理
運

営
の

効
率

化
の

促
進

8

II.
 大

学
自

己
評

価
の

プ
ロ

セ
ス

と
そ

の
例

7

２
．
自
己
評
価
に
関
す
る
法
的
根
拠

•
20
07

年
10

月
、
韓
国
高
等
教
育
法
に
第
11

条
の
2（

評
価
）
が
新
た

に
追
加
さ
れ
、
自
己
評
価
の
実
施
と
情
報
の
周
知
が
、
大
学
の
義
務

と
し
て
規
定
さ
れ
た
。

•
「高

等
教
育
機
関
の
評
価
・
認
証
等
に
関
す
る
規
定
」
（
大
統
領
令
、

20
08

年
12

月
）

•
政
府
に
よ
る
大
学
評
価
認
証
機
関
の
認
証
（
Re
co
g
ni
ti
o
n）

制
度
の

導
入

•
評
価
認
証
機
関
の
指
定
（
韓
国
教
育
技
術
科
学
部
：M

ES
T）

に
よ
る

公
示

6

・
政

府
に
よ
る
大

学
評

価
認

証
機

関
の

認
証

シ
ス
テ
ム

・
外

部
の

機
関

に
よ
る
客

観
的

な
評

価
・
た
だ
し
評

価
認

証
は

義
務

で
は

な
い

・
教

育
機

関
の

情
報

公
開

に
関

す
る

法
律

・
知

る
権

利
の

確
保

・
学

術
研

究
・
政

策
研

究
の

振
興

・
教

育
へ

の
参

加
の

奨
励

・
教

育
行

政
の

効
率

性
・
透

明
性

の
改

善

・
内

部
質

保
証

・高
等
教
育
機
関
に
対
し
て

徹
底
し
た
情
報
公
表
を
義
務
化韓

国
の

高
等

教
育

情
報

サ
ー
ビ
ス

自
己

評
価

評
価

認
証

１
．
自
己
評
価
の
背
景
・
目
的

5

− 30 −



III
. 
嶺

南
大

学
校

に
お

け
る

自
己

評
価

1
2

３
．
自
己
評
価
の
例

自
己

評
価

結
果

の
活

用
状

況

•
大
学
の
発
展
計
画
に
活
用
(9
3.
8%
)

•
大
学
の
個
性
化
戦
略
の
企
画
立
案
に
活
用
(7
9.
6%
)

•
予
算
配
分
の
際
に
活
用
(4
4.
5%
)

•
学
内
の
組
織
再
編
等
に
活
用
(3
5.
1%
)

•
人
事
評
価
に
お
け
る
業
務
実
績
確
認
に
活
用
(1
9%
)

•
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
付
与
に
際
し
て
活
用
(2
8.
9%
)

1
1

３
．
自
己
評
価
の
例

•
自
己
評
価
の
プ
ロ
セ
ス
・
結
果
は
大
学
に
よ
っ
て
様
々
で
あ
る
。

•
対
象
：
学
部
・
学
科
、
ス
タ
ッ
フ
、
教
授
陣
、
事
務
部
門

•
指
標
の
数
：

7,
 1

3,
 2

6,
 4

9…

•
方
法
：
標
準
／
基
準
、
絶
対
的
／
相
対
的
、
定
量
的
／
定
性
的

1
0

•
大
学
は
、
自
己
評
価
委
員
会
を
設
置
し
、
自
己
評
価
を
行
う
た
め

の
事
務
ス
タ
ッ
フ
を
編
成
す
る
こ
と
が
必
要
。

•
各
大
学
の
行
う
自
己
評
価
の
範
囲
と
し
て
、
教
育
機
関
の
情
報

公
表
シ
ス
テ
ム
（
In

fo
rm

at
io

n 
D

is
cl

o
su

re
 S

ys
te

m
 o

f 
Ed

uc
at

io
na

l 
In

st
it
ut

io
ns

）
に
示
す
1
3
項
目
が
含
ま
れ
る
必
要

が
あ
る
。

•
大
学
は
、
韓
国
大
学
教
育
協
議
会
（
KC

U
E）

が
法
律
に
基
づ
き
、

2
0
0
8
年
よ
り
隔
年
で
実
施
す
る
、
情
報
公
表
シ
ス
テ
ム
へ
の
自
己

評
価
報
告
書
の
掲
載
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
．
実
施
体
制
、
自
己
評
価
の
範
囲
・
対
象

9
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1
6

1
5

1
4

沿
革

19
47

. 9
. 2

2.
大
邱
大
学
創
設

19
50

. 4
. 1

0.
青
丘
大
学
創
設

19
67

. 1
2.

 2
2.

 
パ
ク
・
チ
ョ
ン
ヒ
大
統
領
に
よ
り
大
邱
大
学
・
青
丘
大
学
が
統
合

さ
れ
、
嶺
南
大
学
校
創
設

19
79

. 5
. 2

8.
 

嶺
南
大
学
校
附
属
病
院
及
び
医
科
大
学
を
開
設

20
06

. 7
. 2

. 
第

38
回
国
際
化
学
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
を
開
催
（
68

か
国

27
0人

の
学
生
が
参
加

20
09

. 3
. 1

.
医
学
専
門
大
学
院
及
び
法
学
専
門
大
学
院
を
開
設

20
11

. 3
. 3

1.
 

EU
キ
ャ
ン
プ
を
（
同
大
学
が
位
置
す
る
）
地
域
で
は
初
め
て

主
催

20
12

. 3
時
点

12
大
学
院
、
15

単
科
大
学
、

64
学
部
・
学
科
で
構
成
さ
れ
、

23
,7

52
人
の
学
部
生
、
3,

44
2人

の
大
学
院
生
が
学
び
、

1,
03

6人
の
教
授
、
1,

37
2人

の
教
員
、
19

万
人
の
卒
業
生
を

有
す
る
。

１
．
嶺
南
大
学
校
の
沿
革
・
組
織

1
3
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嶺
南

大
学

校
ビ
ジ
ョ
ン

•2
00

9
~

 2
01

2
21

世
紀
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
に
お
け
る
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
大
学
と
な
る
こ
と

嶺
南
大
学
校
グ
ロ
ー
カ
ル
・
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
の
創
出
期

•2
01

3 
~

 2
01

6
韓
国
ト
ッ
プ
10

大
学
に
加
わ
る
こ
と

嶺
南
大
学
校
グ
ロ
ー
カ
ル
・
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
の
成
長
期

•2
01

7 
~

 2
02

0
世
界
ト
ッ
プ
10
0大

学
の
仲
間
入
り
を
果
た
す
こ
と

嶺
南
大
学
校
グ
ロ
ー
カ
ル
・
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
の
繁
栄
・
発
展
期

３
．
嶺
南
大
学
校
の
ビ
ジ
ョ
ン
・
目
標

2
0

２
．
嶺
南
大
学
校
の
実
績

嶺
南
大
学
校
は
、
各
界
の
出
身
大
学
ラ
ン
キ
ン
グ
に
お
い
て
、

韓
国
の

20
1大

学
の
中
で
、
次
の
よ
う
に
ラ
ン
ク
さ
れ
て
い
る
。

•
韓
国
政
府
に
お
け
る
大
臣
：
第

3位
•
イ
・
ミ
ョ
ン
バ
ク
内
閣
の
閣
僚
：
第

2位
•
公
共
団
体
の
幹
部
：
第

3位
•
金
融
業
の

C
EO

：
第

5位
•
政
府
部
門
の
高
位
高
職
者
：
第

6位
•

KO
SD

A
Q
上
場
企
業
の

C
EO

：
第

6位
•
大
企
業
ト
ッ
プ

10
0の

C
EO

：
第

8位
•
大
企
業
ト
ッ
プ

30
の
幹
部
：
第

9位
•

Sa
m

su
ng

, H
yu

nd
ai

, L
G
, S

K
グ
ル
ー
プ
の
幹
部
：
第

10
位

•
第

18
代
韓
国
総
選
挙
で
選
出
さ
れ
た
国
会
議
員
の
う
ち
、
18

人
が

嶺
南
大
学
校
出
身

1
9

２
．
嶺
南
大
学
校
の
実
績

•
20

11
年
に
お
け
る
、
就
職
者
の
数
が
韓
国
国
内
で
ト
ッ
プ
に
ラ
ン
ク
。

（
H

ea
lt
h 

In
su

ra
nc

eデ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
よ
る

)

•
20

11
年
に
、
地
方
私
立
大
学
の
ラ
ン
キ
ン
グ
で
ト
ッ
プ
。

•
全
国
的
な
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
関
す
る
第
1
回
大
統
領
表
彰
を
受
賞
。

•
20

10
年
に
、
教
育
に
関
す
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
ア
ワ
ー
ド
の
大
賞
を

受
賞
。

•
キ
ャ
ン
パ
ス
が
最
大
規
模
を
誇
る
。

1
8

1
7
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年
20

09
20

10
20

11
20

12

目
標

▶

導
入

▶

醸
成

▶

定
着

▶

評
価

体
制

の

安
定

化

計
画

・
全

学
自

己
評

価
の

導
入

・
学

部
・
研

究
科

ご
と
の

自
己

評
価

に
向

け
た
準

備

・
全

学
自

己
評

価
の

継
続

・
学

部
・
研

究
科

ご
と
の

自
己

評
価

の
導

入

・
事

務
部

門
の

自
己

評
価

に
向

け
た
準

備

・
全

学
自

己
評

価
の

本
格

化

・
学

部
・
研

究
科

ご
と
の

自
己

評
価

の
継

続

・
事

務
部

門
の

自
己

評
価

の
導

入

・
全

学
自

己
評

価
の

本
格

化

・
学

部
・
研

究
科

ご
と
の

自
己

評
価

の
本

格
化

・
事

務
部

門
の

自
己

評
価

の
継

続

５
．
自
己
評
価
の
プ
ロ
セ
ス

2
4

４
．
嶺
南
大
学
校
に
お
け
る
自
己
評
価
の
評
価
指
標

全
学
レ
ベ
ル
の
評
価
：
７
分
野

（
教
育
、
研
究
、
社
会
貢
献
、
管
理
運
営
、
財
務
、
キ
ャ
ン
パ
ス
、

大
学
構
成
員
に
関
す
る
事
項
）

学
部
・
学
科
ご
と
の
評
価
：
４
分
野

（
運
営
・
改
善
状
況
、
教
育
、
研
究
、
国
際
化
）

事
務
部
門
の
評
価
：
３
分
野

（
各
事
務
部
門
共
通
の
指
標
、
戦
略
、
固
有
の
業
務
）

2
3

7つ
の

戦
略

教
育
：
「
Y-
ty
p
e」

の
人
材
育
成

研
究
：
創
造
的
な
知
識
を
創
出

社
会
貢
献
：
世
界
に
開
か
れ
た
大
学

管
理
運
営
：
革
新
的
な
大
学
運
営
シ
ス
テ
ム
の
整
備

財
務
：
健
全
な
財
務
状
況
の
維
持

キ
ャ
ン
パ
ス
：
「
B·
E·
S·
T」

キ
ャ
ン
パ
ス
(B
：
美
し
く
、
E
：
楽
し
め
て
、

S
：
緑
豊
か
な
、
T
：
最
高
の
キ
ャ
ン
パ
ス
）

「
Y
U
」
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
：
誇
り
あ
る
本
学
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

３
．
嶺
南
大
学
校
の
ビ
ジ
ョ
ン
・
目
標

2
2

3つ
の

目
標

世
界

の
ト
ッ
プ
1
0
0
大

学
の

仲
間

入
り

本
学
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
社
会
・
知
識
基
盤
社
会
を
先
導
す
る
、
世
界

一
流
の
大
学
と
な
る
。

本
学
は
、
世
界
の
ト
ッ
プ
1
0
0
大
学
の
一
つ
と
な
り
、
世
界
に
通
用
す
る

優
秀
な
人
材
を
養
成
す
る
。

地
域

に
根

ざ
し
た
大

学
本
学
は
、
今
日
の
課
題
に
前
向
き
に
取
組
み
、
地
域
社
会
と
対
話
す
る

こ
と
で
、
韓
国
の
産
業
・
社
会
・
文
化
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
先
頭
に

立
ち
、
情
報
発
信
の
基
盤
と
な
る
。

融
合

的
・
複

合
的

研
究

の
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア

本
学
は
、
融
合
的
・
複
合
的
研
究
を
対
象
に
支
援
制
度
を
整
備
し
、
今

後
1
0
年
以
内
に
3
つ
の
研
究
分
野
で
ト
ッ
プ
1
0
大
学
に
加
わ
る
。

３
．
嶺
南
大
学
校
の
ビ
ジ
ョ
ン
・
目
標

2
1
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自
己
評
価
結
果
を
職
員
人
事
評
価
記
録
に
業
績
と
し
て
反
映

ま
た
、
職
員
へ
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
算
定
に
も
活
用

C
. 
事

務
部

門
の

評
価

７
．
自
己
評
価
結
果
の
活
用

2
8

自
己
評
価
結
果
を
15

％
を
上
限
に
学
部
・
研
究
科
へ
の
予
算
配
分

に
反
映

ま
た
、
教
授
陣
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
算
定
に
も
活
用

B
. 
学

部
・
学

科
ご
と
の

自
己

評
価

７
．
自
己
評
価
結
果
の
活
用

2
7

教
職
員
や
学
生
に
お
け
る
、
大
学
の
現
状
に
つ
い
て
の
認
識
の
向
上

大
学
発
展
計
画
の
実
現
化
に
向
け
た
自
己
評
価
の
デ
ー
タ

大
学
の
競
争
力
強
化
の
た
め
の
手
段

大
学
の
発
展
・
運
営
状
況
を
知
る
た
め
の
基
礎
デ
ー
タ
の
集
積

A
. 
全

学
自

己
評

価

７
．
自
己
評
価
結
果
の
活
用

2
6

総
長

自
己

評
価

委
員

会
企

画
・
財

務
部

長
ア
ウ
ト
カ
ム
・

ア
セ
ス
メ
ン
ト
委

員
会

․
自
己
評
価
の
企
画
、

調
査
、
重
点
事
項
の
設
定

․
ア
ウ
ト
カ
ム
・

ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
企
画

副
部

長

評
価

チ
ー
ム

․
自
己
評
価
の
実
務
を

サ
ポ
ー
ト

６
．
自
己
評
価
の
実
施
体
制

2
5
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-
Th

an
k 

yo
u!

 -

3
0

A
. 
 自

己
評

価
の

対
象

範
囲

を
段

階
的

に
広

げ
て
い
く

B
.
ア
ウ
ト
カ
ム
管

理
シ
ス
テ
ム
や

管
理

情
報

シ
ス
テ
ム
（
M

IS
）
の

よ
う
な

コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
の

構
築

・
安

定
化

を
図

っ
て
い
く

C
. 
 評

価
指

標
の

妥
当

性
を
引

き
続

き
検

証
し
て
い
く

８
．
嶺
南
大
学
校
の
自
己
評
価
の
今
後

2
9
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セッション３： 海外との質保証を伴った交流の事例 

ＣＡＭＰＵＳ Ａｓｉａ ～日中韓の大学間交流と教育の質保証への挑戦～ 

 

文部科学省高等教育局高等教育企画課国際企画室長 

有賀   理 

 

高等教育を取り巻く国際動向 

 

学生のモビリティーは、世界的に見ると拡大の

一途をたどっている。アジアでは、日中韓三国に

よる「キャンパス・アジア」パイロットプログラムが

2011年から開始された。またＡＳＥＡＮでは、 

ＡＵＮ（ＡＳＥＡＮ大学連合）やＳＥＡＭＥＯ（東南ア

ジア教育大臣機構）による取組みなど、アジアの

中でも学生モビリティーが進展している。各国の

留学生受入数では、2010年時点で、中国が

23.8万人、日本が13.8万人、韓国が8.4万人と

なっているが、特に中国・韓国は、近年受入数を

伸ばしてきている。 

ま た 、 Times Higher Education 「 World 

University Rakings 2012-2013」を一つの指標

として見ると、日本の大学も一定の地位を確保し

ているが、中国や韓国をはじめ、アジアの大学も

大きく躍進しており、全体の傾向としてアジア各

国の差が縮まってきていると言える。 

 

グローバル人材の育成に向けて 

  

世界的な学生モビリティーの増加する中で、

日本人の海外留学生数は、2004年の8.2万人

をピークに、2009年には6.0万人に減少している

ものの、大学の学生交流協定等に基づく日本人

の海外留学生数だけを見ると、年々増加してい

る。 

こうした海外留学生数の減少は、就職や経済

的な問題等、留学におけるリスクを回避したいと

いう理由が考えられる一方で、相対的にリスクの

低い学生交流協定等に基づく学生交流数が伸

びている現状を見ると、海外留学をプログラム化

していく重要性を認識することができる。こうした

背景を踏まえ、文部科学省では、大学教育のグ

ローバル展開力の強化や学生の双方向性の推

進に向けた事業を展開し、プログラム化された学

生交流を推進しているところである。 

 
「キャンパス・アジア」パイロットプログラムと質の保証 

 

「キャンパス・アジア」は、日中韓三国において

質の高い大学間交流を推進するため、日中韓

三国の有識者会議である「日中韓大学間交流・

連携推進会議」において合意された構想である。

同会議では、三国間の学生交流のパイロットプロ

グラムを実施することを決め、ガイドラインの策定

や公募条件の整備、三国合同審査を経て、

2011年に10プログラム（日中韓三国の大学によ

るコンソーシアムがプログラムを形成）の交流が

スタートした。 

 

「キャンパス・アジア」実施のためには「質保証」

と「モニタリング」が重要である。大学間交流を推

進していく上では、相互理解を深め、学生が安

心して留学し、学習できるということを担保してい

くことが不可欠である。 

 

「キャンパス・アジア」におけるモニタリングとは、

いわゆる評価や監査とは異なり、教育の質の観

点からグッドプラクティスを抽出し、大学が参照

できるようなガイドラインの作成・共有を図り、学

生交流を推進することを目的としている。モニタリ

ングは、「日中韓質保証機関協議会」を基盤に

計画を進めており、今後５年間で２回のモニタリ

ングを実施する予定となっている。 

− 37 −



 

「キャンパス・アジア」は今後、ＡＳＥＡＮへの拡

大も視野に収めている。拡大のためには、今回

のパイロットプログラムを通じて、今後の質の高い

プログラムの国際展開への示唆を得ていくことで

あり、モニタリングを実施しながら、学生交流を推

進するというパイロットプログラムの役割を果たし、

東アジア地域における大学間交流の拡大に結

実していくことが重要である。 

 

プロフィール 

有賀   理 （あるが おさむ） 

文部科学省高等教育局高等教育企画課国際企画室長。 

科学技術庁、文部科学省、内閣官房勤務を経て、

2010～2012年に東京工業大学国際部長。 

東京工業大学理工学研究科修士課程修了。ミシガ

ン大学にて公共政策学修士、経済学博士を取得。 
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米
国
：
有
力
大
学
が
強
み
を
生
か
し

て
優
秀
な
留
学
生
を
引
き
寄
せ

一
方
、
連
邦
政
府
に
よ
る
質
保
証
の

強
化

（
１
単
位
定
義
化
、
卒
業
・
就
職
率

情
報
提
供
、
通
信
挙
教
育
の
州
認
可
厳
格

化
）

ア
ジ
ア
：
日
中
韓
に
お
い
て
、
A
S
E
A
N
等

も
視
野
に
入
れ
た
「
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ア

ジ
ア
」
形
成
中

A
S
E
A
N
：
独
自
に
質
保
証
の
枠
組
み

・
A
U
N
（
A
S
E
A
N
大
学
連
合
）

・
S
E
A
M
E
O
（
A
I
M
S
.
の
取
組
等
）

◆
米
国
に
在
学
し
て
い
る
海
外
か
ら
の

学
生
数

（
出
身
国
・
地
域
別
、

20
10

年
）

中
国

15
7,

55
8人

イ
ン
ド

10
3,

89
5人

韓
国

73
,3

51
人

カ
ナ
ダ

27
,5

46
人

台
湾

24
,8

18
人

ｻ
ｳ
ｼ
ﾞｱ
ﾗ
ﾋ
ﾞｱ

22
,7

04
人

日
本

21
,2

90
人

（
資
料
）
IIE

「
O

pe
n 

D
oo

rs
」

世
界
的
な
高
等
教
育
圏
の
動
向

ユ
ネ
ス
コ
／
O
E
C
D
：
「
国
境
を
越
え
て
提
供
さ
れ
る
高
等
教
育
の
質
の
保
証
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」

欧
州
：
「
欧
州
高
等
教
育
圏
」
の
構
築

「
エ
ラ
ス
ム
ス
計

画
」
に
基

づ
き
、

域
内

の
大

学
間

交
流

を
促

進
＜

ボ
ロ
ー
ニ
ャ
宣

言
＞

欧
州

の
大

学
強

化
を
目

指
し
、
高

等
教

育
の

質
保

証
と
制

度
の
共

通
化

例
）
共

通
の
単

位
互

換
シ
ス
テ
ム
（
E

C
TS

）
の
普

及
欧

州
域

内
の
交

流
の
促

進

◆
エ
ラ
ス
ム
ス
計
画
に
よ
る
支
援
（
E

U
域
内
交
流
）

学
生
：
21

3,
26

6人
教
員
：
37

,7
76

人

予
算
額
：
4億

15
25

万
ユ
ー
ロ

（
20

09
/1

0年
度
）

(資
料

) T
H

E
 E

R
A

S
M

U
S

 P
R

O
G

R
A

M
M

E
 2

00
9/

10
 A

 S
ta

st
ic

al
 O

ve
rv

ie
w

「
エ
ラ
ス
ム
ス
・
ム
ン
ド
ゥ
ス
」

域
内
外
の
大
学
と
の
交
流
を
促
進

「
チ
ュ
ー
ニ
ン
グ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

大
学
主
導
の
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
レ
ベ
ル
の
質
向
上

ユ
ネ
ス
コ
：
「
ア
ジ
ア
・
太
平
洋
地
域
に
お
け
る
高
等
教
育
の

資
格
の
認
定
に
関
す
る
条
約
」

A
S
E
A
N
+
3
：
2
0
1
2
年
1
1
月
に
第
１
回

A
S
E
A
N
+
3
学
長
会
議
を
開
催韓
国

58
千

人

79
千

人

18
千

人

45
千

人20
千

人
3千

人
院

生

学
部

生
日
本

中
国

◆
日
中
韓
学
生
交
流
の
現
状

80
万
人

19
75

年

36
7万

人
20

09
年

S
tu

de
nt

 M
ob

ili
ty
の
拡
大

4

１
．
高

等
教
育
を
取
り
巻
く
国
際
動
向

3

目
次

１
．
高
等
教

育
を
取

り
巻

く
国

際
動

向

２
．
グ
ロ
ー
バ
ル
人

材
の
育

成

３
．

C
A

M
PU

S 
A

si
a

①
Pi

lo
t 

Pr
o
g
ra

m

②
質
保

証
と

M
o
n
it

o
ri

n
g

2

C
A

M
PU

S
A

si
a

～
日
中
韓
の
大
学
間
交
流
と
教
育
の
質
保
証
へ
の
挑
戦
～

2
0
1
2
年

1
1
月

2
2
日
（木

）

N
IA

D
-U

E国
際
セ
ミ
ナ
ー
「質

保
証
が
支
え
る
東
ア
ジ
ア
の
大
学
間
交
流
」

文
部
科
学
省
高
等
教
育
局
高
等
教
育
企
画
課

国
際
企
画
室
長

有
賀

理
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T
im

es
 H

ig
h
er

 E
d
u
ca

ti
o
n
「W

o
rl

d
 U

n
iv

er
si

ty
 R

an
k
in

g
s 

2
0
1
2
-1

3
」

大
学

名
20

12
年

度
20

11
年

度
20

10
年

度

東
京

大
学

27
30

26

京
都

大
学

54
52

57

東
京

工
業

大
学

12
8

10
8

11
2

東
北

大
学

13
7

12
0

13
2

大
阪

大
学

14
7

11
9

13
0

【
日

本
の

大
学

（
20

0位
以

内
）
】

TH
E
誌
に
よ
る
分
析
（
20

12
.1

0.
3）

“
A

si
a’

s 
hi

gh
-fl

ye
rs

 c
ha

lle
ng

e 
W

es
te

rn
 s

up
re

m
ac

y”

（
ht

tp
://

w
w

w
.ti

m
es

hi
gh

er
ed

uc
at

io
n.

co
.u

k/
st

or
y.

as
p?

se
ct

io
nc

od
e=

26
&

st
or

yc
od

e=
42

14
00

&
c=

1）

※
ア
ジ
ア
の

大
学

で
20

0位
以
内
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
の
は
２
１
大
学
（
前
年
２
０
大
学
）
。

日
本

の
大

学
が

５
大

学
（
前

年
５
）
、
香

港
４
大

学
（
前

年
４
）
、
韓

国
４
大
学

（
前

年
３
）
、

イ
ス
ラ
エ
ル
３
大
学
（
前
年
２
）
、
中
国
２
大
学
（
前
年
３
）
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
２
大
学

（
前

年
２
）
、
台

湾
１
大

学
（
前

年
１
）
。
（
地

域
分

類
は

TH
E
に
よ
る
）

※
TH

E
が
ト
ム
ソ
ン
・
ロ
イ
タ
ー
社
と
提
携
し
、
教
育

(3
0%

)・
論
文
引
用

(3
0%

)・
研
究

(3
0%

)・
国
際

(7
.5

%
)・
産
学
連
携

(2
.5

%
)に

関
す
る

13
の
指
標
を
用
い
て
評
価
し
て
い
る
。

（
参
照
）
ht

tp
://

w
w

w
.ti

m
es

hi
gh

er
ed

uc
at

io
n.

co
.u

k/
w

or
ld

-u
ni

ve
rs

ity
-r

an
ki

ng
s/

【
Ｔ
Ｏ
Ｐ
１
０
】

大
学
名

国
名

2
0
1
2
-
1
3

2
0
1
1
-
1
2

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
工
科
大
学

米
国

1
1

ス
タ
ン
フ
ォ
ー
ド
大
学

米
国

2
2

オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大
学

英
国

2
4

ハ
ー
バ
ー
ド
大
学

米
国

4
2

マ
サ
チ
ュ
ー
セ
ッ
ツ
工
科
大
学

米
国

5
7

プ
リ
ン
ス
ト
ン
大
学

米
国

6
5

ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
大
学

英
国

7
6

イ
ン
ペ
リ
ア
ル
・
カ
レ
ッ
ジ
・

ロ
ン
ド
ン

英
国

8
8

カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
大
学
バ
ー
ク

レ
ー
校

米
国

9
1
0

シ
カ
ゴ
大
学

米
国

1
0

9

【
Ｔ
Ｏ
Ｐ
１
０
０
・
ア
ジ
ア
】

大
学
名

国
・
地
域

2
0
1
2
-
1
3

2
0
1
1
-
1
2

東
京
大
学

日
本

2
7

3
0

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
国
立
大
学

シ
ン
ガ

ポ
ー

ル
2
9

4
0

香
港
大
学

香
港

3
5

3
4

北
京
大
学

中
国

4
6

4
9

浦
項
工
科
大
学

韓
国

5
0

5
3

清
華
大
学

中
国

5
2

7
1

京
都
大
学

日
本

5
4

5
2

ソ
ウ
ル
国
立
大
学

韓
国

5
9

1
2
4

香
港
科
技
大
学

香
港

6
5

6
2

韓
国
科
学
技
術
院

韓
国

6
8

9
4

南
洋
理
工
大
学

シ
ン
ガ

ポ
ー

ル
8
6

1
6
9

8

●
留
学
生
交
流

（
１
）
受
入
れ

（
各

年
５

月
１

日
現
在

・
人

）

年
度

０
６

０
７

０
８

０
９

１
０

１
１

国
費
留
学
生

学
部

2
1
2

2
3
1

2
3
0

2
4
9

2
6
5

2
5
5

研
究

6
3
6

6
3
2

6
0
1

6
2
7

6
5
8

5
9
5

そ
の

他
1
0
8

1
1
3

9
9

9
7

1
0
4

7
3

小
計

9
5
6

9
7
6

9
3
0

9
7
3

1
,
0
2
7

9
2
3

私
費
留
学
生

学
部

7
,
1
2
7

7
,
8
3
5

8
,
9
0
4

1
0
,
1
3
1

1
1
,
1
6
7

1
0
,
3
4
8

大
学

院
2
,
9
8
2

2
,
9
8
9

2
,
9
9
1

2
,
9
6
6

3
,
0
6
1

2
,
9
7
4

そ
の

他
4
,
9
0
9

5
,
4
7
4

6
,
0
3
7

5
,
5
3
5

4
,
9
4
7

3
,
3
9
5

小
計

1
5
,
0
1
8

1
6
,
2
9
8

1
7
,
9
3
2

1
8
,
6
3
2

1
9
,
1
7
5

1
6
,
7
1
7

合
計

1
5
,
9
7
4

1
7
,
2
7
4

1
8
,
8
6
2

1
9
,
6
0
5

2
0
,
2
0
2

1
7
,
6
4
0

（
２
）
派
遣

（
人
）

年
度

０
６

０
７

０
８

０
９

１
０

日
本
政
府
派
遣
留
学
生

4
1

6
0

4
2

1
2
1

4
7

韓
国
政
府
派
遣
留
学
生

1
1

2
6

3
1

2
0

7

●
大
学
間
交
流
協
定
の
締
結
状
況

（
２

０
０

９
年

度
）

区
分

国
立

公
立

私
立

計

協
定

数
8
0
3

9
0

9
9
9

1
,
8
9
2

●
韓
国
の
大
学
と
の
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
を
導
入
し
て
い
る

日
本
の
大
学
数

（
２

０
０

９
年

度
）

区
分

国
立

公
立

私
立

計

大
学

数
4

0
1
8

2
2

日
‐
韓
の
大
学
間
交
流

7

日
‐
中
の
大
学
間
交
流

●
留
学
生
交
流

（
１
）
受
入
れ

（
各
年
５
月
１
日
現
在
・
人
）

年
度

０
６

０
７

０
８

０
９

１
０

１
１

国
費
留
学
生

学
部

4
0

1
1
4

9
8

1
0
7

9
6

4
2

研
究

1
,
5
7
0

1
,
5
2
4

1
,
5
8
9

1
,
7
1
9

1
,
7
9
5

1
,
6
0
1

そ
の

他
8
6

1
1
2

1
0
7

1
1
5

1
1
8

9
2

小
計

1
,
6
9
6

1
,
7
5
0

1
,
7
9
4

1
,
9
4
1

2
,
0
0
9

1
,
7
3
5

私
費
留
学
生

学
部

4
1
,
9
8
4

3
9
,
6
7
3

3
8
,
6
1
0

4
0
,
2
2
7

4
4
,
4
3
4

4
6
,
0
0
3

大
学

院
1
4
,
3
9
8

1
4
,
7
3
2

1
5
,
2
0
0

1
7
,
1
1
6

1
9
,
5
3
9

2
0
,
9
1
9

そ
の

他
1
6
,
2
1
4

1
5
,
1
2
2

1
7
,
1
6
2

1
9
,
7
9
8

2
0
,
1
9
1

1
8
,
8
7
6

小
計

7
2
,
5
9
6

6
9
,
5
2
7

7
0
,
9
7
2

7
7
,
1
4
1

8
4
,
1
6
4

8
5
,
7
9
8

合
計

7
4
,
2
9
2

7
1
,
2
7
7

7
2
,
7
6
6

7
9
,
0
8
2

8
6
,
1
7
3

8
7
,
5
3
3

（
２
）
派
遣

（
人
）

年
度

０
６

０
７

０
８

０
９

１
０

日
本
政
府
派
遣
留
学
生

8
2

7
5

5
9

2
3
4

1
0
7

中
国
政
府
奨
学
金
留
学
生

1
4
8

1
1
1

1
1
1

1
0
8

1
1
0

●
大
学
間
交
流
協
定
の
締
結
状
況

（
２
０
０
９
年
度
）

区
分

国
立

公
立

私
立

計

協
定

数
1
,
5
1
2

1
4
2

1
,
7
1
0

3
,
3
6
4

●
中
国
の
大
学
と
の
ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
を
導
入
し
て
い
る

日
本

の
大

学
数

（
２
０
０
９
年
度
）

区
分

国
立

公
立

私
立

計

大
学

数
1
1

0
3
2

4
3

6

7
2
3
,2

7
7

2
3
8
,1

8
4

4
1
5
,5

8
5

2
6
6
,4

0
0

2
3
3
,6

0
6

1
3
8
,0

7
5

3
5
5
,8

0
2

8
3
,8

4
2

0

1
0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0

4
0
0
,0

0
0

5
0
0
,0

0
0

6
0
0
,0

0
0

7
0
0
,0

0
0

8
0
0
,0

0
0 2

0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

2
0
0
7

2
0
0
8

2
0
0
9

2
0
1
0

2
0
1
1

U
n
it

e
d 

S
ta

te
s

U
n
it

e
d 

K
in

gd
o
m

F
ra

n
c
e

G
e
rm

an
y

C
h
in

a
J
ap

an

A
u
st

ra
lia

R
e
pu

bl
ic

 o
f 

K
o
re

a

（
人

）

米
英

豪
で

世
界

の
留

学
生

の
40

%
を

受
入

*

中
国

20
10

年
26

.5
万

人
（
韓

6.
4、

米
1.

9、
日

1.
5万

人
）

各
国

の
留

学
生

受
入

れ
数

の
推

移

出
典

：
米

国
は

IIE
「
O

P
E
N

 D
O

O
R

S
」
、

日
本

は
日

本
学

生
支

援
機

構
「
留

学
生

数
調

査
」
、

そ
の

他
の

国
は

各
国

統
計

デ
ー

タ
よ

り

5

− 40 −



6
/5

 日
経
新
聞

「
2

0
代

技
術

者
、
強

い
海
外

志
向

」

•
技
術
者
派
遣
最
大
手
メ
イ
テ
ッ
ク
が
昨
年

1
2
月
に
企
業
で
働
く
技
術
者

1
0
0
0
人
を
対
象
に
実
施
し
た
調
査
。

•
海
外
で
「働

き
た
い
」は

全
体
の

3
割
。

2
0
-2

9
歳
が
約

5
1
％
と
年
代
的
に
高
く
、
次
い
で

5
0
歳
以
上
の

3
6
％
。

3
0
-3

4
歳
は

2
6
％
と
最
も
低
い
。

•
全
年
代
を
通
じ
て
身
に
つ
け
た
い
ス
キ
ル
は
「
英
語
」
が
最
多
。

2
位
の
「
語
学
力
」
と
合
わ
せ
る
と

3
割

が
挙

げ
た
。

•
多
く
の
国
内
企
業
が
グ
ロ
ー
バ
ル
な
事
業
展
開
に
通
用
す
る
人
材
を
求
め
て
い
る
環
境
を
色
濃
く
反
映
。

変
化
の
兆
し
？

6
/4

 読
売
新
聞

「
高

校
留

学
支

援
、
応

募
が
殺

到
・
・
・
都

教
委

『
リ
ー
ダ
ー
育

成
道

場
』
」

•
都
教
委
が
今
年
度
か
ら
開
始
す
る
「次

世
代
リ
ー
ダ
ー
育
成
道
場
」
に
、

1
5
0
人
定
員
に

6
4
2
人
と

4
倍
以
上
の
申
込
。

•
留
学
に
は
年
間

3
0
0
-4

0
0
万
円
必
要
な
と
こ
ろ
、
自
己
負
担
は

2
5
-8

5
万
円
。

•
3
ヶ
月
以
上
留
学
し
た
都
立
高
校
生
は
、

1
9
9
0
年
度
の

5
7
7
人
が

2
0
1
0
年
度
は

8
7
人

ま
で
減
っ
て
い
た
だ
け
に
、
都
教

委
も
驚

き
。

•
今
年
度
か
ら

9
年
間
で
都
立
高
校
生

3
千
人
を
海
外
へ
送
り
出
す
計
画
で
、
服
飾
、
料
理
な
ど
の
若
手
職
人
や
大
学
生
ら
の
留
学
を
支
援
し
て
い
く
。

5
/2

9
 T

h
e 

N
ew

 Y
o
rk

 T
im

es
「
Y

o
u

n
g

 a
n

d
 G

lo
b

a
l 

N
e
e
d

 N
o

t 
A

p
p

ly
 i

n
 J

a
p

a
n
」

•
日
本
の
企
業
は
、
海
外
で
教
育
を
受
け
た
若
者
の
熱
意
に
応
え
ら
れ
て
い
な
い
。

•
日
本
企
業
は
海
外
の
優
秀
人
材
を
逃
し
て
お
り
、
マ
イ
ン
ド
セ
ッ
ト
を
変
え
な
い
と
い
け
な
い
。

•
A

d
vi

ce
 t

o
 r

et
u
rn

ee
s:

 d
o
n
’t

 b
e 

to
o
 a

ss
er

ti
ve

 o
r 

as
k
 t

o
o
 m

an
y 

q
u
es

ti
o
n
s…
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8
 朝

日
新
聞

「
脱

・
内

向
き
？

留
学

増
加

の
兆

し
」

•
留
学
支
援
団
体
へ
の
申
込
み
が
増
え
、
ベ
ネ
ッ
セ
海
外
進
学
サ
ポ
ー
トセ

ン
タ
ー
が
こ
の
夏
主
催
し
た

3
回
の
セ
ミ
ナ
ー
に
は

1
8
4
名
が
参
加
。

•
「留

学
志
願
者
の
減
少
は
こ
こ
に
来
て
、
底
を
打
っ
た
と
い
う
手
応
え
が
あ
る
」
ベ
ネ
ッ
セ
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
・グ

ロ
ー
バ
ル
事
業
推
進
ユ
ニ
ッ
ト長

。

•
同
セ
ン
タ
ー
で
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
を
受
け
る
な
ど
し
て
留
学
し
た
高
校
生
は
昨
年

2
5
人
だ
っ
た
が
、
今
年
は

1
3
8
人
と
一
気
に

5
倍

以
上

に
増

え
た
。

•
高
校
生
の
交
換
留
学
を
進
め
る

A
FS

日
本
協
会
の
年
間
派
遣
プ
ロ
グ
ラ
ム
応
募
者
は
、

0
7
年

3
6
8
人
を
底
に
増
え
始
め
、

1
1
年
は

7
2
4
人
と
急
進
。 1
2

日
本
人
学
生
の
留
学
に
関
す
る
主
な
障
害

海
外

留
学

を
見

送
る
要

因
「

東
京

大
学

国
際

化
白

書
」
（

20
09

年
3月

・
東

京
大

学
）

よ
り

件
数

比
率

（
８
７
大

学
中

）

帰
国

後
、
留

年
す
る
可

能
性

が
大

き
い

5
9

6
7
.8
%

経
済

的
問

題
で
断

念
す
る
場

合
が

多
い

4
2

4
8
.3
%

帰
国

後
の

単
位

認
定

が
困
難

3
2

3
6
.8
%

助
言

教
職

員
の

不
足

2
3

2
6
.4
%

大
学

全
体

と
し
て
の

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体
制

が
不

備
2
1

2
4
.1
%

先
方

の
受

け
入

れ
大

学
の

情
報

が
少
な
い

9
1
0
.3
%

両
親

、
家

族
の

理
解

が
得

ら
れ

な
い

7
8
.0
%

指
導

教
員

の
理

解
が

得
ら
れ

な
い

3
3
.4
%

そ
の

他
2
7

3
1
.0
%

①
就

職

②
経

済

③
体

制

●
日
本
人
学
生
の
留
学
に
関
す
る
主
な
障
害

と
し
て
、
①
就
職
、
②
経
済
、
③
大
学
の
体

制
に
関
す
る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

※
国
立
大
学
協
会
国
際
交
流
委

員
会

留
学

制
度

の
改
善

に
関

す
る
ワ

ー
キ

ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
が
、
各
国
立

大
学

に
対
し

て
留

学
制
度

の
改

善
に
関

す
る

ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
。

※
本
調
査
項
目
に
は
8
7
大
学

が
回

答
。

※
平
成
1
9
年
1月

●
東
京
大
学
の
学
生
を
対
象
と
し
た
調
査
等
に
お
い
て
も
、

こ
れ
ら
が
障
害
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
裏
付
け
ら
れ
て
い
る
。

①
就

職

②
経

済

③
体

制

余
分
な
学
費

就
職
活
動
へ
の

不
利
益

④
英
語
力

●
大
学
進
学
者
の
留
学
意
向

◇
留

学
し
た
い
と
思

う
理

由

1位
：

自
分

の
視

野
や

考
え
方

を
拡

げ
た
い

（
75

％
）

2位
：

英
語

（
外

国
語

）
で
会

話
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
た
い

（7
4.

1％
）

6位
：

就
職

の
時

に
役

立
つ

（3
4.

6％
）

◆
留
学
し
た
い
と
思
わ
な
い
理
由

1位
：

費
用

が
高

い
か

ら
（
費

用
が

か
か

る
か

ら
）

（
47

.9
％

）

2位
：

英
語

（
外

国
語

）
が

苦
手

だ
か

ら
（
44

.3
％

）

3-
5位

：
海

外
治

安
に
不

安
、
日

本
で
勉

強
で
き
れ

ば
十

分
、

そ
も
そ
も
留

学
を
考

え
た
こ
と
が

な
い

（
各

29
％

台
）

◇
希

望
す
る
留

学
タ
イ
プ

1位
：
3ヶ

月
～

1年
未

満
2位

：
長

期
休

暇
を
利

用
3位

：
1年

以
上

滞
在

20
11

年
7月

リ
ク
ル

ー
ト
社

「
大

学
進
学

者
の

留
学

意
向
」

（
高

校
生

の
進

路
選

択
に
関

す
る
調

査
よ
り
、
有

効
回

答
数

10
,8

82
）

日
本
人
留
学
生
の
減
少
傾
向

7
9
,4

5
5

7
8
,1

5
1

7
6
,4

6
4

7
5
,5

8
6

6
2
,3

2
4

5
9
,4

6
0

5
9
,4

6
8

1
5
,3

3
5

1
4
,2

9
7

1
5
,4

8
5

1
5
,2

4
6

1
8
,0

6
6

6
6
,8

3
3

7
4
,5

5
1

8
2
,9

4
5

7
5
,1

5
6

7
6
,4

9
2

8
0
,0

2
3

1
7
,9

2
6

2
2
,7

9
8

2
6
,8

9
3

3
2
,6

0
93
9
,2

5
8

5
1
,2

9
55

5
,1

4
5

6
4
,2

8
4

5
9
,9

2
3

1
3
,9

6
1

1
4
,9

3
8

1
5
,5

6
4

1
8
,5

7
0

2
0
,6

8
9

2
3
,6

3
3

2
3
,8

0
6

2
3
,9

8
8

2
4
,5

0
82
8
,8

0
4

0

1
0
,0

0
0

2
0
,0

0
0

3
0
,0

0
0

4
0
,0

0
0

5
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0

7
0
,0

0
0

8
0
,0

0
0

9
0
,0

0
0

8
3

8
4

8
5

8
6

8
7

8
8

8
9

9
0

9
1

9
2

9
3

9
4

9
5

9
6

9
7

9
8

9
9

0
0

0
1

0
2

0
3

0
4

0
5

0
6

0
7

0
8

0
9

1
0

日
本

人
の

海
外

留
学

者
数

（
出

典
）
：
ユ

ネ
ス

コ
文

化
統

計
年

鑑
、

O
E
C
D
「
E
d
u
c
a
ti
o
n
 a

t 
a
 G

la
n
c
e
」
、
IIE

「
O

p
e
n
 D

o
o
rs

」
等

学
生

交
流

に
関

す
る

協
定

等
に

基
づ

く
日

本
人

学
生

の
海

外
留

学
者

数
（
出

典
）
文

部
科

学
省

調
べ

（
0
1
年

～
0
3
年

）、
日

本
学

生
支

援
機

構
調

べ
（
0
4
年

～
1
0
年

）

（
人

）

「
中
学
生
・
高
校
生
の
生
活
と
意
識
－
日
本
・
ア
メ
リ
カ
・

中
国
・
韓
国
の
比
較
」
（
日
本
青
少
年
研
究
所
，
２
０
０
９

年
２
月
）

「
も
し
可
能
な
ら
外
国
へ
留
学
し
た
い
か
」

1
0

２
．
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成

9
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日
中
韓
大
学
間
交
流
・
連
携
推
進
会

議
の
設
置
に
つ
い
て

１
．
趣

旨

第
２
回
日
中
韓
サ
ミ
ッ
ト（
平
成
２
１
年
１
０
月
１
０
日
）に

お
け
る
合
意
を
踏
ま
え
、
日
本
、
中
国
、
韓
国
の
大
学
の
間
で
、

質
の
保
証
を
伴
っ
た
大
学
間
交
流
を
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
方
策
に
つ
い
て
審
議
す
る
た
め
、
「日

中
韓
大
学
間

交
流
・連

携
推
進
会
議
」を

設
置
す
る
。

２
．
審

議
事

項

・各
国
の
公
的
な
質
保
証
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
情
報
の
共
有
に
関
す
る
事
項

・各
国
の
大
学
に
お
け
る
単
位
互
換
、
成
績
評
価
、
シ
ラ
バ
ス
の
可
視
化
、
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
体
系
化
等
、
質
の
保
証

を
伴
っ
た
大
学
間
交
流
の
基
盤
と
な
る
課
題
に
関
す
る
事
項

・パ
イ
ロ
ッ
トプ

ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
と
支
援
方
策

・各
国
間
に
お
け
る
質
の
保
証
を
伴
っ
た
大
学
間
交
流
の
枠
組
み
に
関
す
る
事
項

・各
国
の
大
学
に
お
け
る
教
育
活
動
及
び
評
価
活
動
等
に
関
す
る
情
報
の
共
有
や
発
信
の
在
り
方
に
関
す
る
事
項

３
．
会

議
の
開

催

委
員
に
よ
り
、
上
記
２
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
伺
う
と
と
も
に
、
適
宜
提
言
を
取
り
ま
と
め
る
も
の
と
す
る
。

各
国
委
員
よ
り
１
名
の
議
長
を
選
出
し
、
共
同
議
長
と
す
る
。

４
．
議

事
進

行

各
会
議
の
議
事
進
行
に
つ
い
て
は
、
開
催
国
の
議
長
が
担
う
も
の
と
す
る
。

1
6

経
緯

平
成

2
1
年

1
0
月

1
0
日

第
2
回

日
中

韓
サ
ミ
ッ
ト
（
於

北
京

）
今

後
の
人

と
人

の
協

力
と
し
て
大

学
間

交
流

の
重

要
性

に
つ
い
て
日

本
側

か
ら
提

起
。

三
国

の
大

学
の
間

で
単

位
の
互

換
や
交

流
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
の
質

の
高

い
交

流
を
行

う
た
め
の
有

識
者

会
議

の
設

置
等

を
提

案
し
、
中

韓
が
賛

同
。

平
成

2
2
年

4
月

1
6
日

第
1
回

日
中

韓
大

学
間

交
流

・
連

携
推

進
会

議
（
於

東
京

）
各

国
の
政

府
、
大

学
、
質

保
証

機
関

、
産

業
界

等
か
ら
成

る
有

識
者

委
員

に
よ
り
、
日

中
韓

の
大

学
間

交
流

の
構

想
名

称
を

「C
A

M
PU

S 
A

si
a」

*（
キ
ャ
ン
パ
ス
・ア

ジ
ア
）と

す
る
こ
と
等

に
合

意
。

(*
C

o
ll
ec

ti
ve

 A
ct

io
n
 f

o
r 

M
o
b
il
it

y 
Pr

o
g
ra

m
 o

f 
U

n
iv

er
si

ty
 S

tu
d
en

ts
 i
n
 A

si
a)

平
成

2
2
年

1
2
月

1
0
日

第
2
回

日
中

韓
大

学
間

交
流

・
連

携
推

進
会

議
（
於

北
京

）
大

学
間

交
流

を
促

進
す
る
た
め
の
単

位
互

換
や
成

績
評

価
等

に
関

す
る

3
国

間
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
以

下
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
及

び
パ
イ

ロ
ッ
トプ

ロ
グ
ラ
ム
の
平

成
2

3
年

早
期

の
開

始
に
合

意
。

平
成

2
3
年

5
月

1
7
日

第
3
回

日
中

韓
大

学
間

交
流

・
連

携
推

進
会

議
（
於

済
州

）
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
最

終
確

定
及

び
パ
イ
ロ
ッ
トプ

ロ
グ
ラ
ム
の
共

同
公

募
の
諸

条
（毎

年
各

国
が
最

大
1

0
0
名

の
プ
ロ
グ
ラ
ム
留

学
生

受
入

れ
に
係

る
財

政
支

援
を
行

う
等

）に
合

意
。
ま
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、

3
国

の
政

府
、
大

学
、
質

保
証

機
関

そ
れ
ぞ
れ
に
求

め
ら
れ

る
役

割
を
明

確
化

し
、
公

表
。

・政
府

：質
保

証
の
枠

組
の
整

備
、
大

学
・質

保
証

機
関

へ
の
支

援
・大

学
：内

部
質

保
証

の
仕

組
み
整

備
、
交

流
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実

施
・質

保
証

機
関

：国
を
超

え
た
情

報
共

有
、
共

同
の
評

価
指

標

平
成

2
3
年

1
1
月

1
日

パ
イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
確

定
・
発

表
各

国
の
一

次
審

査
及

び
3
国

に
よ
る
二

次
（合

同
）審

査
を
経

て
、

5
1
プ
ロ
グ
ラ
ム
中

、
1

0
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
確

定
、
発

表
。

平
成

2
５
年

中
第

４
回

会
議

（於
東

京
）に

お
い
て
、
今

後
の
キ
ャ
ン
パ
ス
・ア

ジ
ア
の
方

向
性

を
協

議
予

定
。

1
5

３
．

C
A

M
PU

S 
A

si
a

C
o
ll
ec

ti
ve

 A
ct

io
n
 f

o
r 

M
o
b
il
it

y 
Pr

o
g
ra

m
 o

f 
U

n
iv

er
si

ty
 S

tu
d
en

ts
 i
n
 A

si
a

1
4

◆
日

本
人

学
生

の
海

外
交

流
の

推
進

（
5
,4

0
9
百

万
円

）
・
日

本
人

学
生

の
海

外
派

遣
と

留
学

生
短

期
受

入
れ

を
一

体
と

し
た

交
流

事
業

長
期

派
遣

分
（
１

年
以

上
）

2
0
0
人

→
  

  
3
0
0
人

(
1
0
0
人

増
)

短
期

派
遣

分
（
１

年
以

内
）

8
,5

8
0
人

→
  

1
0
,0

0
0
人

(1
,4

2
0
人

増
)

※
対

前
年

度
比

1
,5

2
0
人

増

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
育

成
の

た
め

の
大

学
の

国
際

化
と

学
生

の
双

方
向

交
流

【
主

な
内

容
】

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
と

し
て

求
め

ら
れ

る
能

力
を

育
成

す
る

た
め

の
取

組
-

国
際

機
関

、
グ

ロ
ー

バ
ル

企
業

や
海

外
企

業
に

お
け

る
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
等

を
含

む
実

践
型

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
育

成
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
開

発
等

教
員

の
グ

ロ
ー

バ
ル

教
育

力
の

向
上

の
取

組
日

本
人

学
生

の
留

学
を

促
進

す
る

た
め

の
環

境
整

備

語
学

力
を

向
上

さ
せ

る
た

め
の

入
学

時
か

ら
卒

業
時

ま
で

の
一

体
的

な
取

組

【
主

な
内

容
】

英
語

で
学

位
が

取
得

で
き

る
コ

ー
ス

の
整

備
留

学
生

受
け

入
れ

の
た

め
の

環
境

整
備

海
外

大
学

共
同

利
用

事
務

所
の

整
備

国
際

化
に

積
極

的
な

大
学

と
の

大
学

間
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

形
成

産
業

界
と

の
連

携
等
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1千

円
×
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件
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．

大
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教
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開
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の
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５
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３
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４
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予
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３
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◆
「
キ
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ン
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・

ア
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中
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成
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援
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国
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協
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◆
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

諸
国
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と
の

大
学

間
交
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形
成

支
援

(2
2’

採
択

)6
3,
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2千

円
×

6件
、

（
23

’採
択

）
54

,0
72

千
円

×
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件

（
23

’採
択

）
54

,0
72

千
円

×
12

件

（
23

’採
択

）
54

,0
72

千
円

×
3件

、
（
24

’採
択

）
63

,7
92

千
円

×
10

件

留
学

生
受

入
機

能
の

強
化

質
の

保
証

を
伴

っ
た

大
学

間
交

流
の

促
進

２
．

学
生

の
双

方
向

交
流

の
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進
平
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２

５
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度
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要
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４
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算
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◆
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学
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6
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留
学

生
制

度
1
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習
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1
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及
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実
施
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4
7
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円
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４
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５
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４
５
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ロ
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等
教
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、
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受
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を

行
う

ア
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ア
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国
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等
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大

学
と
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際
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携
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組
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４
５
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業
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５
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２

３
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５
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重
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韓
国

の
大

学
①

③
ソ
ウ
ル
大

学
校

②
Ｋ
Ａ
ＩＳ

Ｔ
④

韓
国

開
発

研
究

院
⑤

成
均

館
大

学
校

他
⑥

浦
項

工
科

大
学

校
他

⑦
高

麗
大

学
校

⑧
成

均
館

大
学

校
他

⑨
釜

山
大

学
校

⑩
東

西
大

学
校

中
国
の
大
学

①
③

北
京

大
学

②
④

清
華

大
学

⑤
中

国
人

民
大

学
他

⑥
南

京
大

学
他

⑦
復

旦
大

学
⑧

吉
林

大
学

⑨
上

海
交

通
大

学
⑩

広
東

外
語

外
易

大
学

＊
同

じ
丸

数
字

の
３
国

大
学

が
コ

ン
ソ
ー
シ
ア
ム
構

築

日
本
の
学
生
が
韓
国
の
大
学
で
一
定

期
間
（
数
週
間
～
数
ヶ
月
）
学
修
（
韓
国

の
学
生
と
の
協
働
授
業

等
）

三
カ
国
間
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
立
ち
上
げ

－
単

位
認

定
、
成

績
評

価
等

を
共

通
化

－

ダ
ブ
ル
・
デ
ィ
グ
リ
ー
（
複
数
学
位
制
度
）

セ
メ
ス
タ
ー
・
年
間
単
位
の
交
流

短
期
交
流

C
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M
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a 

p
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p
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g
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m

s

日
本
の
学
生
が
中
国
の
大
学
で
一
定

期
間
（
数
週
間
～
数
ヶ
月
）
学
修
（
中
国

の
学
生
と
の
協
働
授
業

等
）

中
国
の
学
生
が
日
本
の
大
学
で
一
定
期

間
（
数
週
間
～
数
ヶ
月
）
学
修
（
日
本
の

学
生
と
の
協
働
授
業

等
）

韓
国
の
学
生
が
日
本
の
大
学
で
一
定

期
間
（
数
週
間
～
数
ヶ
月
）
学
修
（
日
本

の
学
生
と
の
協
働
授
業

等
）

日
本
の
大
学

①
東

京
大

学
②

東
京

工
業

大
学

③
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橋
大

学
④

政
策

研
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大
学

院
大

学
⑤

名
古
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大

学
⑥

名
古

屋
大

学
、
東

北
大

学
⑦

神
戸

大
学

⑧
岡

山
大

学
⑨

九
州

大
学

⑩
立

命
館

大
学

2
0

平
成

23
年

5月
第
３
回
日
中
韓
大
学
間
交
流
・
連
携
推
進
会
議

（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
最
終
確
定
及
び
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
共
同
公
募
に
関
す
る
諸
条
件
に
合
意
）

平
成

23
年

11
月

1日
採

択
事

業
の

決
定

・
公

表

平
成

23
年

7月
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
申
請
締
切

（
申
請
件
数

５
１
件
）

今
後
は
、
第
４
回
日
中
韓
大
学
間
交
流
・
連
携
推
進
会
議
（
於
東
京
）
に
お
い
て
、
今
後
の
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ア
ジ

ア
の
方
向
性
等
を
議
論
予
定
。

「C
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M
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A

si
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p
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t p
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m
」

審
査

の
流

れ

中
国
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国
国
内
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補
の
確
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の
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定
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０
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第
３
回
日
中
韓
大
学
間
交
流
・
連
携
推
進
会
議
合
意
事
項

（
パ

イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
関

す
る
該

当
部

分
抜

粋
）

1
8

本
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
、
第
２
回
日
中
韓
大
学
間
交
流
・
連
携
推
進
会
議
（
於
北
京
）
に
お
い
て
大
筋
で
合
意
し
、
第
３

回
会
議
（
於
済
州
）
に
お
い
て
最
終
確
認
さ
れ
た
も
の
。

１
．
本

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
通

じ
て
示

す
べ

き
交

流
の

基
本

像

○
大

学
、
政

府
、
質

保
証

機
関

、
及

び
産

業
界

等
の

関
係

者
が

、
単

位
互

換
や

成
績

評
価

を
伴

う
協

働
教

育
の

実
施

に
当

た
っ
て
努

力
す
べ

き
事

項
を
明

記
し
、
提

供
さ
れ

る
学

位
及

び
教

育
の

質
を
保

証
し
、
ひ
い
て
は

国
内

外
の

高
等

教
育

の
質

の
保

証
及

び
更

な
る
向

上
に
つ
な
げ
る
。

○
大

学
制

度
は

、
各

国
に
お
い
て
個

性
と
特

徴
を
持

っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の

作
成

は
、
各

国
の

大
学

制
度

や
大

学
教

育
の

在
り
方

を
拘

束
す
る
も
の

で
は

な
い
こ
と
に
留

意
す
る
。
同

じ
く
大

学
間

交
流

は
、
各

大
学

の
自

主
的

な
方

針
と
取

組
が

前
提

で
あ
り
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が

各
大

学
の

教
育

や
交

流
の

内
容

・
方

法
を
拘

束
す
る
も
の

で
は

な
い
こ
と
に
も
留

意
す
る
。

２
．
留

意
す
べ

き
ポ
イ
ン
ト

○
各

国
に
お
け
る
そ
れ

ぞ
れ

の
責

任
に
基

づ
き
、
大

学
、
政

府
、
質

保
証

機
関

、
及

び
産

業
界

を
含

む
そ
の

他
の

関
係

主
体

に
対

し
て
、
以

下
の

措
置

を
と
る
よ
う
要

請
。

「
日

中
韓

の
質

の
保

証
を
伴

っ
た
大

学
間

交
流

に
関

す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
の

概
要

＊
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
全

文
：

ht
tp

://
w

w
w

.m
ex

t.g
o.

jp
/a

_m
en

u/
ko

ut
ou

/s
hi

tu
/1

30
34

68
.h

tm

○
内
部
質
保
証
シ
ス
テ
ム
の
構
築

○
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
効
果
的
実
施

○
学
生
に
対
す
る
良
好
な
サ
ー
ビ
ス
の

提
供

○
包
括
的
で
公
正
か
つ
一
貫
性
、
透
明
性
あ

る
質
保
証
の
枠
組
み
づ
く
り

○
関
係
大
学
の
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
促
進

○
質
保
証
機
関
の
活
動
支
援

○
手
続
の
明
確
化
と
可
視
化

○
共
同
指
標
や
相
互
評
価
の
検
討

○
ス
タ
ッ
フ
の
評
価
活
動
に
関
す
る
資
質
の

向
上
（
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
・
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
）

○
三

カ
国

の
交

流
の

意
義

に
対

す
る
理

解

＜
政

府
＞

＜
大

学
＞

＜
質

保
証

機
関

＞

＜
そ
の

他
関

係
主

体
＞

1
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大
学

名
：
東

京
工

業
大

学
連
携
大
学
：
清
華
大
学
（
中
国
）
、
K
A
IS
T
（
韓
国
）

構
想

名
：
日
中
韓
先
進
科
学
技
術
大
学
教
育
環

交
流
規
模
：
２
７
名
（
平
成
２
７
年
度
）

交
流
期
間
：
６
カ
月

概
要

：
国

際
的

な
環

境
分

野
の

研
究

を
重

視
し
た
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
学
生
に
対
す
る
国
際
的
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
に
向
け
た
動
機
づ
け
を
目
的
と
し
て
、
科
目
履
修
や
研

究
室

で
の

実
験

を
中

心
に
行

な
わ

れ
る
「
国

際
経

験
型

教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
」
と
、
卓

越
し
た
科

学
技

術
の

素
養

を
持

つ
グ
ロ
ー
バ

ル
人

材
の

育
成

を
目

的
と
し
て
、
複

数
の

大
学

の
教

員
が

共
同

で
学

生
に
対

し
研

究
指

導
を
行
う
「
大
学
院
課
程
研
究
重
視
型
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
に
よ
り
構
成
。

大
学

名
：
政

策
研

究
大

学
院

大
学

連
携
大
学
：
清
華
大
学
(中

国
)、
韓
国
開
発
研
究
院
（
韓
国
）

構
想

名
：
北
東
ア
ジ
ア
地
域
に
お
け
る
政
策
研
究
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

交
流
規
模
：
３
０
名
（
平
成
２
７
年
度
）

交
流
期
間
：
1年

間
概

要
：
大

学
院

レ
ベ
ル

の
ダ
ブ
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
や

単
位

互
換

制
度

を
利

用
し
た
交

流
。
３
大

学
と
も
政

府
機

関
・
民

間
企

業
の

中
核

的
な
ミ
ッ
ド
キ
ャ
リ
ア
職

員
を
学

生
と

し
て
受

け
入

れ
て
お
り
、
社

会
科

学
を
中

心
と
し
た
国

際
水

準
の

公
共

政
策

教
育
を
行

う
。
学

生
同

士
が

同
じ
科

学
的

合
理

性
を
共

有
し
、
相

互
信

頼
で
き
る
人

的
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
を
形
成
。
日
中
韓
の
政
策
立
案
・
管
理
運
営
能
力
の
高
度
化
と
、
ア
ジ
ア
と
世
界
の
知
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
ハ
ブ
を
形
成
。

大
学

名
：
一

橋
大

学
連
携
大
学
：
北
京
大
学
（
中
国
）
、
ソ
ウ
ル
大
学
校
（
韓
国
）

構
想

名
：
ア
ジ
ア
・
ビ
ジ
ネ
ス
リ
ー
ダ
ー
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

交
流
規
模
：
１
８
名
（
平
成
２
７
年
度
）

交
流
期
間
：
１
年
間

概
要

：
東

ア
ジ
ア
に
適

し
た
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル

と
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の

ス
タ
イ
ル

に
つ
い
て
、
日

中
韓

の
将

来
の
ビ
ジ
ネ
ス
リ
ー
ダ
ー
を
教

育
す
る
た
め
の

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を

開
発

し
、
教

育
の

質
に
関

す
る
共

通
の

基
準

（
学

生
の

評
価

、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

評
価

、
３
大

学
間

の
単

位
認

定
に
関

す
る
基

準
）
を
作

成
。
ア
ジ
ア
企

業
の

将
来

の
た
め
の

人
材

を
育

成
。

大
学

名
：
東

京
大

学
連

携
大

学
：
北

京
大

学
（
中

国
）
、

ソ
ウ

ル
大

学
校

（
韓

国
）

構
想

名
：
公

共
政

策
・
国

際
関

係
分

野
に

お
け

る
B

E
S
E
T
O

ダ
ブ

ル
・
デ

ィ
グ

リ
ー

・
マ

ス
タ

ー
プ

ロ
グ

ラ
ム

*
B

E
S
E
T
O

=
B

E
iji

n
g,

 S
E
o
u
l, 

T
O

ky
o
の

略
交

流
規

模
：
７

７
名

（
平

成
２

７
年

度
）

交
流

期
間

：
１

年
間

概
要

：
公

共
政

策
・
国

際
関

係
分

野
に

お
い

て
世

界
的

に
競

争
力

の
あ

る
キ

ャ
ン

パ
ス

連
合

を
形

成
し

、
多

文
化

的
な

視
点

を
持

つ
次

世
代

の
ア

ジ
ア

の
リ

ー
ダ

ー
を

育
成

。
三

国
間

大
学

院
の

交
換

留
学

お
よ

び
ダ

ブ
ル

・
デ

ィ
グ

リ
ー

・
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
つ

く
り

、
革

新
的

な
教

育
方

法
・
学

習
を

開
発

。

C
A

M
PU

S 
A

si
a 
採

択
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
概

要
）

大
学

名
：
名

古
屋

大
学

連
携

大
学

：
中

国
人

民
大

学
（
中

国
）
、

清
華

大
学

（
中

国
）
、

上
海

交
通

大
学

（
中

国
）
、

成
均

館
大

学
校

（
韓

国
）
、

ソ
ウ

ル
大

学
校

（
韓

国
）

構
想

名
：
東

ア
ジ

ア
「
ユ

ス
・
コ

ム
ー

ネ
」
（
共

通
法

）
形

成
に

む
け

た
法

的
・
政

治
的

認
識

共
同

体
の

人
材

育
成

交
流

規
模

：
３

０
名

（
平

成
２

７
年

度
）

交
流

期
間

：
１

年
間

概
要

：
欧

米
の

「
法

の
グ

ロ
ー

バ
ル

・
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
」
を

理
解

し
た

上
で

、
東

ア
ジ

ア
「
ユ

ス
・
コ

ム
ー

ネ
」
（
共

通
法

）
形

成
に

む
け

た
人

材
形

成
を

行
う

。
学

部
学

生
を

中
心

と
し

た
単

位
相

互
認

定
を

前
提

に
、

①
東

ア
ジ

ア
に

お
け

る
法

情
報

の
交

換
、

②
ア

ジ
ア

法
・
法

整
備

支
援

論
の

共
同

形
成

、
③

法
曹

養
成

と
法

科
大

学
院

の
ス

タ
ン

ダ
ー

ド
化

等
を

実
践

。

大
学

名
：
九

州
大

学
連

携
大

学
：
上

海
交

通
大

学
（
中

国
）
、

釜
山

大
学

校
（
韓

国
）

構
想

名
：
エ

ネ
ル

ギ
ー

環
境

理
工

学
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

育
成

の
た

め
の

大
学

院
協

働
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

交
流

規
模

：
３

０
名

（
平

成
２

７
年

度
）

交
流

期
間

：
１

セ
メ

ス
タ

ー
概

要
：
エ

ネ
ル

ギ
ー

問
題

及
び

環
境

問
題

に
関

わ
る

科
学

技
術

（エ
ネ

ル
ギ

ー
環

境
理

工
学

）
分

野
に

お
い

て
、

深
い

専
門

性
と

そ
の

国
際

的
な

応
用

展
開

能
力

を
備

え
た

グ
ロ

ー
バ

ル
に

活
躍

で
き

る
高

度
研

究
者

・
技

術
者

を
育

成
。

３
大

学
の

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

／
デ

ィ
プ

ロ
マ

ポ
リ

シ
ー

を
参

照
に

、
統

一
的

単
位

認
定

を
通

じ
た

教
育

を
実

践
。

ダ
ブ

ル
デ

ィ
グ

リ
ー

制
度

等
の

よ
り

高
度

な
大

学
院

協
働

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

共
同

開
発

・
実

施
。

注
：プ

ロ
グ
ラ
ム
の
交

流
期

間
は
主

な
も
の

。
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東
京
大
学

O
ut
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71
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un
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10
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76
 

東
京
工
業
大
学

O
ut

bo
un

d
0 

0 
10

 
10

 
10

 
10

 
40
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bo

un
d

0 
0 

10
 

10
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40
 

一
橋
大
学

O
ut

bo
un

d
1 

1 
16

 
16

 
16

 
16

 
65

 

In
bo

un
d

0 
1 

26
 

26
 

26
 

26
 

10
5 

政
策
研
究
大
学
院
大
学

O
ut

bo
un

d
16

 
0 

10
 

20
 

20
 

20
 

70
 

In
bo

un
d

0 
0 

10
 

20
 

20
 

20
 

70
 

名
古
屋
大
学
（
法
学
）

O
ut

bo
un

d
11

 
10

 
28

 
38

 
38

 
38

 
15

2 

In
bo

un
d

0 
0 

28
 

38
 

38
 

38
 

14
2 

名
古
屋
大
学
、
東
北
大
学
（
化
学
）

O
ut

bo
un

d
0 

0 
8 

12
 

12
 

12
 

44
 

In
bo

un
d

1 
0 

8 
12

 
12

 
12

 
44

 

神
戸
大
学

O
ut

bo
un

d
1 

1 
6 

17
 

18
 

19
 

61
 

In
bo

un
d

0 
0 

6 
18

 
19

 
20

 
63

 

岡
山
大
学

O
ut

bo
un

d
19

 
0 

69
 

69
 

69
 

69
 

27
6 

In
bo

un
d

12
 

0 
67

 
67

 
67

 
67

 
26

8 

九
州
大
学

O
ut

bo
un

d
0 

0 
18

 
32

 
14

 
49

 
11

3 

In
bo

un
d

20
 

0 
8 

12
 

59
 

14
 

93
 

立
命
館
大
学

O
ut

bo
un

d
20

 
30

 
40

 
40

 
40

 
30
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0 

In
bo

un
d

0 
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60
 

65
 

65
 

55
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C
am

p
u

s 
A

si
a

交
流

学
生

数

2
2

Li
st

 o
f “

C
am

p
u

s 
A

si
a 

p
ilo

t p
ro

g
ra

m
”

Ja
pa

n
C

hi
na

K
or

ea
N

am
e 

of
 P

ro
je

ct

東
京
大
学

北
京
大
学

ソ
ウ
ル
大
学
校

公
共
政
策
・国

際
関
係
分
野
に
お
け
る
B
E
S
E
T
O
ダ
ブ
ル
・

デ
ィ
グ
リ
ー
・マ

ス
タ
ー
プ
ロ
グ
ラ
ム

東
京
工
業
大
学

清
華
大
学

K
A
IS
T

日
中
韓
先
進
科
学
技
術
大
学
教
育
環

一
橋
大
学

北
京
大
学

ソ
ウ
ル
大
学
校

ア
ジ
ア
・ビ

ジ
ネ
ス
リ
ー
ダ
ー
・プ

ロ
グ
ラ
ム

政
策
研
究
大
学
院
大
学

清
華
大
学

韓
国
開
発
研
究
院

北
東
ア
ジ
ア
地
域
に
お
け
る
政
策
研
究
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

名
古
屋
大
学
*

中
国
人
民
大
学

清
華
大
学

上
海
交
通
大
学

成
均
館
大
学
校

ソ
ウ
ル
大
学
校

東
ア
ジ
ア
「ユ

ス
・コ

ム
ー
ネ
」（
共
通
法
）形

成
に
む
け
た
法

的
・政

治
的
認
識
共
同
体
の
人
材
育
成

名
古
屋
大
学

東
北
大
学

南
京
大
学

上
海
交
通
大
学

ソ
ウ
ル
大
学
校

浦
項
工
科
大
学
校

持
続
的
社
会
に
貢
献
す
る
化
学
・材

料
分
野
の
ア
ジ
ア
先

端
協
働
教
育
拠
点
の
形
成

神
戸
大
学

復
旦
大
学

高
麗
大
学
校

東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
リ
ス
ク
・マ

ネ
ジ
メ
ン
ト専

門
家
養
成
プ
ロ

グ
ラ
ム

岡
山
大
学

吉
林
大
学

成
均
館
大
学
校

東
ア
ジ
ア
の
共
通
善
を
実
現
す
る
深
い
教
養
に
裏
打
ち
さ

れ
た
中
核
的
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

九
州
大
学

上
海
交
通
大
学

釜
山
大
学
校

エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
理
工
学
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
の
た
め

の
大
学
院
協
働
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

立
命
館
大
学

広
東
外
語
外
貿
大
学

東
西
大
学
校

東
ア
ジ
ア
次
世
代
人
文
学
リ
ー
ダ
ー
養
成
の
た
め
の
、
日
中

韓
共
同
運
営
トラ

イ
ア
ン
グ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス

（
注
）
日
本
の
大
学
名
に
お
け
る
「
*」
印

は
、
代

表
申

請
大

学
を
示

す
。 2
1
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国
境
を
越
え
た
教
育

(大
学
間
交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム
）の

質
保
証
を
試
行
す
る
も
の
。

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
展
開
に
係
る

PD
C

A
。

N
o
t 
評
価
、

N
o
t 
監
査
。

試
行
を
通
じ
て

①
教
育
の
質
の
観
点
か
ら
の

G
o
o
d
 P

ra
ct

ic
eを

把
握
・抽

出
し
、

広
く
周
知

（事
例
集
の
作
成
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
等
）

②
C

A
M

PU
S 

A
si

aに
参
加
す
る
大
学
が
参
照
す
る
基
準
作
り

③
質
保
証
機
関
向
け
の
質
保
証
に
関
す
る
共
同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作
成

M
on

ito
rin

gと
は

M
o

n
it

o
ri

n
g

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

C
A

M
P
U

S
 A

si
a

成
功
の
鍵

＝

2
8

東
ア
ジ
ア
地
域
に
お
け
る
大
学
間
交
流
の
意
義
の
高
ま
り

一
方
で
、
各
国
の
高
等
教
育
制
度
の
相
違
、
ま
た
、
個
々
の
大
学
に
お
い
て

も
単
位
制
度
な
ど
大
学
に
か
か
わ
る
基
本
的
な
制
度
に
お
い
て
も
多
様
性
が

存
在

様
々
な
違
い
、
多
様
な
特
色
を
認
め
合
い
な
が
ら
、
大
学
間
交
流
を
促
進
す

る
た
め
に
は
、
そ
こ
で
提
供
さ
れ
る
教
育
の
「
質

保
証

」
が
重
要

「
質

保
証

」
に
よ
り
、
大
学
が
安
心
し
て
交
流
活
動
を
実
施
で
き
る
と
と
も
に
、

デ
ィ
グ
リ
ー
・
ミ
ル
の
防
止
や
、
学
生
の
流
動
性
が
高
ま
る
中
で
不
利
益
を
被

る
こ
と
な
く
、
正
当
に
教
育
の
成
果
を
評
価
で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と
が
期
待
で

き
る

な
ぜ

質
保

証
か

？

2
7

②
質

保
証

と
M

o
n
it

o
ri

n
g

2
6

大
学

名
：
神

戸
大

学
連
携
大
学
：
復
旦
大
学
（
中
国
）
、
高
麗
大
学
校
（
韓
国
）

構
想

名
：
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
リ
ス
ク
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
専
門
家
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

交
流
規
模
：
４
８
名
（
平
成
２
７
年
度
）

交
流
期
間
：
１
年
間

概
要

：
グ
ロ
ー
バ

ル
化

の
進

む
中

、
近

隣
諸

国
と
の

密
接

な
協

力
の

下
、
災

害
時

の
被

害
拡

大
防

止
に
向

け
た
迅

速
な
活

動
に
取

組
む
グ
ロ
ー
バ

ル
人

材
養

成
が

急
務

。
東

ア
ジ
ア
地

域
の

み
な
ら
ず
、
世

界
レ
ベ
ル

で
活

躍
す
る
リ
ス
ク
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
専

門
家

の
養

成
に
向

け
た
質

の
高

い
協

働
教

育
を
展

開
。

大
学

名
：
名

古
屋

大
学

、
東

北
大

学
連
携
大
学
：
南
京
大
学
（
中
国
）
、
上
海
交
通
大
学
（
中
国
）
、
ソ
ウ
ル
大
学
校
（
韓
国
）
、
浦
項
工
科
大
学
校
（
韓
国
）

構
想

名
：
持
続
的
社
会
に
貢
献
す
る
化
学
・
材
料
分
野
の
ア
ジ
ア
先
端
協
働
教
育
拠
点
の
形
成

交
流
規
模
：
３
０
名
（
平
成
２
７
年
度
）

交
流
期
間
：
６
カ
月

概
要

：
化

学
・
材

料
教
育

の
ア
ジ
ア
に
お
け
る
中

核
拠

点
形
成

を
目

的
と
し
て
、
世

界
ト
ッ
プ
レ
ベ
ル

の
化

学
系

分
野

を
有

す
る
３
大

学
の

高
い
研

究
・
教

育
ポ
テ
ン
シ
ャ

ル
を
相

互
に
活

用
し
、
学

生
や

教
員

の
交

換
等

を
通

じ
て
世

界
的

な
協

働
教

育
拠

点
を
形

成
。
他

国
の

研
究

室
に
一

時
所

属
し
て
研

究
実

習
と
授

業
を
受

け
単

位
互

換
を

行
な
う
ほ

か
、
公

開
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
や

集
中

合
同

セ
ミ
ナ
ー
の

実
施

、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築

等
を
通

じ
て
拠

点
形

成
。

大
学

名
：
岡

山
大

学
連
携
大
学
：
吉
林
大
学
（
中
国
）
、
成
均
館
大
学
校
（
韓
国
）

構
想

名
：
東
ア
ジ
ア
の
共
通
善
を
実
現
す
る
深
い
教
養
に
裏
打
ち
さ
れ
た
中
核
的
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

交
流
規
模
：
３
０
名
（
平
成
２
７
年
度
）

交
流
期
間
：
６
カ
月
か
ら
１
年
間

概
要

：
単

位
互

換
、
共

通
授

業
、
ダ
ブ
ル

デ
ィ
グ
リ
ー
、
ジ
ョ
イ
ン
ト
デ
ィ
グ
リ
ー
等

を
整

備
し
、
学

部
学

生
か

ら
大

学
院

生
ま
で
を
共

同
で
教

育
。
３
校
が
東
ア
ジ
ア
に
お

け
る
深

い
教

養
に
裏

打
ち
さ
れ

た
共

通
善

の
涵

養
、
地

域
社

会
を
担

う
中

核
人

材
育

成
、
人

材
交

流
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

拠
点

と
な
る
こ
と
を
目

指
す
。

大
学

名
：
立

命
館

大
学

連
携
大
学
：
広
東
外
語
外
貿
大
学
（
中
国
）
、
東
西
大
学
校
（
韓
国
）

構
想

名
：
東
ア
ジ
ア
次
世
代
人
文
学
リ
ー
ダ
ー
養
成
の
た
め
の
、
日
中
韓
共
同
運
営
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル
キ
ャ
ン
パ
ス

交
流
規
模
：
６
０
名
（
平
成
２
７
年
度
）

交
流
期
間
：
３
カ
月

概
要

：
日

中
韓

を
２
年

間
巡

回
す
る
移

動
型

キ
ャ
ン
パ

ス
を
核

と
し
、
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
、
遠

隔
シ
ス
テ
ム
等

を
利

用
し
た
学

部
４
年

間
（
＋

修
士

複
数

学
位

）の
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
を
共

同
運

営
。
日

中
韓

の
高

度
な
言

語
能

力
と
人

文
学
へ

の
深

い
理

解
を
有

し
、
同
地
域
の
諸
問
題
を
人
文
学
的
見
地
か
ら
洞
察
で
き
る
東
ア
ジ
ア
次
世
代
リ
ー

ダ
ー
を
養

成
。

2
5
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C
A

M
PU

S 
A

si
a
今

後
の
展

開

A
SE

A
N
へ

の
拡

張
視

野
は

、
三

国
の

合
意

事
項

（
H

22
年

5月
第

3回
日

中
韓

サ
ミ
ッ
ト
）

第
5回

日
中

韓
サ

ミ
ッ
ト
共

同
宣

言
（
H

24
年

5月
）
：
パ

イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

歓
迎

と
成

功
の

期
待

、
そ
れ

を
通

じ
て
の

プ
ロ
グ
ラ
ム
の

規
模

と
範

囲
の

さ
ら
な
る
拡

大
奨

励

拡
大

10
の

パ
イ
ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

経
験

か
ら
得

た
知

見
の

活
用

質
保

証
機

関
の

機
能

強
化

を
図

る
と
と
も
に
、
ア
ジ
ア
に
お
け
る
高

等
教

育
の

質
保

証
に
関

す
る
セ

ン
タ
ー
を
設

置
し
、

A
SE

A
N

+3
各

国
と
共

に
、
こ
れ

ま
で
の

各
国

に
お
け
る
質

保
証

の
た
め
の

取
組

み
や

キ
ャ
ン
パ

ス
・
ア
ジ
ア
な
ど
の

経
験

や
成

果
を
共

有
な
ど
、
積

極
的

に
貢

献
【
質

保
証

セ
ン
タ
ー
の

取
組

】
・
学

生
交

流
の

検
証

に
よ
る
優

良
事

例
お
よ
び
課

題
の

抽
出

・
ア
ジ
ア
共

通
に
活

用
で
き
る
質

保
証

基
準

の
策

定

・
質

保
証

の
た
め
の

評
価

を
行

う
評

価
人

材
の
育

成

・
各

国
の

高
等

教
育

情
報
の

把
握

と
我

が
国

の
情

報
の

積
極
発

信
等

質
保
証

政
府
・
保
証
機
関
・
大
学
の

各
レ
ベ
ル
に
お
い
て
三
国
間

で
協
力
・
調
整

H
O

W
？

W
H

E
N

？

3
2

質
保

証
協

議
会

の
体

制

P
ro

je
ct

 G
ro

up
 1

三
国
の
質
保
証
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
相
互
理
解

（
主
査
：H

E
E

C
）

P
ro

je
ct

 G
ro

up
 2

国
際
的
な
教
育
の
質
保
証
に
お
け
る
連
携

：
C

A
M

P
U

S
 A

si
aの

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
開
発
実
施
等

（
主
査
：N

IA
D

-U
E
）

P
ro

je
ct

 G
ro

up
 3

評
価
者
等
の
人
材
交
流

（
主
査
：
K

C
U

E
）

3
1

「日
中

韓
大

学
間

交
流

・
連

携
推

進
会

議
」で

は
、
こ
れ
ま
で

W
G

1
（共

同
プ
ロ
グ
ラ
ム
）と

W
G

2
（質

保
証

）を
設

置
し
て

C
A

M
PU

S 
A

si
aプ

ロ
グ
ラ
ム
を
検
討

並
行

し
て
、
「日

中
韓

質
保

証
機

関
協

議
会

」が
2
0
1
0
年
に
組
織
さ
れ
、
質
保
証
の
連
携
方
策
を
検
討

日
中

韓
質

保
証

機
関

協
議

会
よ
り
、

C
A

M
PU

S 
A

si
aの

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
共

同
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
質

保
証

の
試

行
と
し
て
実

施
す
る
こ
と
を
提

案

＜
参

考
＞

日
中

韓
質

保
証

機
関

協
議

会

日
中

韓
お
よ
び
ア
ジ
ア
に
お
け
る
質

保
証

に
関

す
る
相

互
理

解
を
促

進
し
、
日

中
韓

の
質

保
証

機
関

が
情

報
共

有
・
質

保
証

の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作

成
・
人

材
交

流
等

の
交
流
・連

携
を

通
じ
て
、
質

保
証

を
伴

っ
た
大

学
間

の
交

流
を
促

進
す
る
こ
と
、
ま
た
、
「
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ア
ジ
ア
」
構

想
を
着

実
に
実

施
す
る
た
め
に
日

中
韓

大
学

間
交

流
・
連

携
推
進
会
議
に
設
置

さ
れ
た
「質

保
証

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
」と

連
携

し
な
が
ら
、
日

中
韓

三
国

の
質

保
証

機
関

間
の
実

質
的

な
連

携
を
図

る
場

と
す
る
こ
と
を
目

的
に
、
大

学
評

価
・学

位
授
与
機
構
、

中
国

教
育

部
高

等
教

育
教

学
評

価
セ
ン
タ
ー
（
Ｈ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
）
、
韓

国
大

学
教

育
協

議
会

（
Ｋ
Ｃ
Ｕ
Ｅ
）
に
よ
り

20
10

年
3月

に
発

足

独
立

行
政

法
人

大
学

評
価

・学
位

授
与

機
構

（
N

IA
D

-U
E)

平
成
３
年
７
月
に
学
位
授
与
機
構
と
し
て
設
置

。
平
成
１
２
年
に
大
学
評
価
・学

位
授
与
機
構
と
な
っ
た
の
を
経
て
，
平
成
１
６
年
度
よ
り
，
全
て
の
大
学
・短

期
大

学
・高

等
専
門
学

校
を
対

象
と
し
た
認

証
評

価
を
実

施
。
こ
の
ほ
か
，
文

部
科

学
省

の
国

立
大

学
法
人
評
価
委
員
会
の
要
請
に
基

づ
き
実
施
す
る
国
立
大
学
法
人
及
び
大
学
共
同
利
用
機

関
法
人

の
中
期
目
標
期
間
に
お
け
る
教
育
研
究
の
状
況
の
評
価
や
，
一
定
の
要
件
を
満
た
す
者
へ
の
学
位
授
与
事
業
等
を
実
施
。

中
国

教
育

部
高

等
教

育
教

学
評

価
セ
ン
タ
ー
（
H

ig
he

r E
du

ca
tio

n 
Ev

al
ua

tio
n 

C
en

te
r o

f t
he

 M
in

is
tr

y 
of

 E
du

ca
tio

n）
２
０
０
４
年
設
立
さ
れ
た
教
育
部
の
外
部
組
織
。
教
育
部
制
定
の
方
針
及
び
評
価
指
標
体
系
に
基
づ
い
た
高
等
教
育
機
関
別
評
価
を
実
施
す
る
ほ
か
，
高
等
教
育
の
教

学
改
革
と

そ
の
評

価
に
関

す
る
政

策
・法

規
と
理

論
の
研

究
を
推

進
。

韓
国

大
学

教
育

協
議

会
（K

or
ea

n 
C

ou
nc

il 
fo

r U
ni

ve
rs

ity
 E

du
ca

tio
n）

１
９
８
４
年
に
設
置
さ
れ
た
，
４
年
制
大
学
の
学
長
を
主
な
構
成
メ
ン
バ
ー
と
す
る
大
学
団
体
。
大
学
の
認
証
評
価
の
ほ
か
，
大
学
教
育
に
関
す
る
研
究
開
発
，
教
職

員
の
研

修
等

を
実
施
。
２
０
１
１
年

か
ら
は
，
韓
国
で
多
く
の
学
生
が
入
学
試
験
時
に
受
験
す
る
「大

学
修
学
能
力
試
験
」を

運
営
実
施
予
定
。

日
中

韓
の
質

保
証

機
関

の
連

携
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等
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セ
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２
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１
回
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、
各
国
質
保
証
機
関
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個
別
に
モ
ニ
タ
リ
ン
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実
施
し
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そ
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結
果
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互
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較
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回
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踏
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検
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）
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具
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M
on
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セッション３： 海外との質保証を伴った交流の事例  

「キャンパス・アジア」プログラムの紹介① 東京工業大学 

「日中韓先進科学技術大学教育環」 

 

東京工業大学 大学マネジメントセンター教授 

遠藤   悟 

 

東京工業大学における展開力プログラム 

 

 東京工業大学は、文部科学省による「大学の

世界展開力強化事業」に２つのプログラムが採

択されており、それらを総称して、「ＴＩＥＲプログラ

ム」として実施している。 

２つのプログラムとは、キャンパス・アジア中核

拠点形成支援における「日中韓先進科学技術

大学教育環」と、米国大学等との協働教育の創

成支援における「グローバル理工系リーダー養

成協働ネットワーク（ＴｉＲＯＰ)」である。ＴＩＥＲプロ

グラムには、米国の10大学、欧州の「ＩＤＥＡリー

グ」加盟大学、本学が主導する「ＡＳＰＩＲＥ」リー

グ加盟のアジア５大学が参加している。そのうち、

日中韓各国からの１大学(日本：東京工業大学、

中国：清華大学、韓国：ＫＡＩＳＴ)が、キャンパス・

アジアプログラム参加大学である。 

 

ＴＩＥＲプログラムの特徴は、「研究重視」の教

育プログラムであること、「全学（全学部、研究科）

対象」に実施していること、参加各大学が持つ

「高い質保証システム」に基づいていることが挙

げられる。 

 

キャンパス・アジアプログラムの特徴 

 

東京工業大学のキャンパス・アジアプログラム

は、従来より緊密な学生交流協定を持ち、研究

面でも近しい関係であった、理工系３大学の副

学長主導により立案されたものである。プログラ

ムの内容は大きく、サマープログラム、セメスター

単位の科目履修や研究室での実験等のプログ

ラム、大学院課程研究重視型教育プログラムで

構成される。サマープログラムについては、2012

年の 6～8 月に実施した。学部生を含むすべて

の参加学生が研究室に所属し、担当教員の指

導を受けたほか、４週間の科目履修も行った。 

また、東京工業大学は清華大学と2004年よ

り合同学位プログラムを実施しており、ＫＡＩＳＴと

も実現に向けて協議中である。 

 

質保証への取組み 

 

ＴＩＥＲプログラムで培った質保証のノウハウが、

他大学でも普遍的に用いられることを目指してい

る。そのために、学習・研究成果認定のための大

学間共通のツール開発や、ひとりの学生に対す

る双方の大学の教員による共同指導、各大学の

教育制度の相違を越えた共通の質保証への取

組みを目標としている。このうち、「修学・研究計

画書」（Study and Research Plan/ Record）は、

欧州で用いられているラーニングアグリーメントに

加えて、研究活動に関する記述欄を設けたとい

う特徴をもつツールである。学生が研究活動も

含めて修学計画を発案し、双方の指導教員によ

る同意を得ることが必要な、計画の実現性も求

めた内容となっている。 

 

また、質保証への取組みとして、キャンパス・

アジアおよび TiROP プログラムでは、受入学生に

対する調査を行っている。修了時アンケートに加

えて、連携大学間の単位認定や、研究・経験の

有効性等も調査している。こうした調査に加え、

プログラムの開始前から継続的に行ってきた、連
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携大学間の履修・学位等に関連する規則の調

査の結果も付け合わせながら、理工系分野にお

ける質の保証を伴った研究成果の認定の手順

や方策の検討を進めている。 

調査結果を通じて、日中韓３国が共通の基盤

を持ち、類似のシステムを採用している点（単位

制度等）や、学部学生に対して研究機会を提供

することで、ＴＩＥＲプログラム参加学生の価値が

高まることなどが、プログラム実施のメリットとして

明らかとなった。 

一方で、課題も浮かび上がっている。例えば、

教育理念・制度の細かな相違による、単位認定

における考え方の違いがある。これは、大学や研

究科レベルにおいて、独自のカリキュラム・学位

の価値を定めていることが要因にある。この問題

の解決のためには、共同プログラムの経験を蓄

積していくことが必要である。 

研究成果の評価にも考え方の相違があり、相

手大学の事情を調査している。合同学位プログ

ラムの発展には、学位授不の制度的な相違を

理解し、さらに十分に検討を図ることが丌可欠で

ある。 

 

カリキュラムや学位に対する考え方のなかに

は、特に米欧において、自大学のみで充足する

質の高いカリキュラムを構築している大学がある。

自大学と同じ価値でなければ、他大学の単位を

認定しないというスタンスである。換言すれば、

安易な単位認定は質の低下をもたらす恐れが

あるという認識である。しかし、こうした大学も、研

究中心の学生交流には積極的であり、海外での

研究経験を積めるような、柔軟なカリキュラムを

理想とする点は共通である。こうした点を踏まえ

ながら、東京工業大学においても質の高い形で

の単位認定・研究評価を目指している。 

 

キャンパス・アジアでの経験が、米欧や他のア

ジアの大学との連携にも波及していくことが期待

される。学部の時点から研究に取り組むという共

通の枠組みは、早期から学生の意欲を高め、優

れた研究者・専門家の育成に結び付いていくも

のと信じている。 

 

 

プロフィール 

遠藤   悟 （えんどう さとる） 

東京工業大学大学マネジメントセンター教授。 

1981年より2009年まで日本学術振興会勤務。 

2009年より現職。2010年より文部科学省科学技

術政策研究所客員研究官を兼務。 

所属学会は、研究・技術計画学会。科学技術社会

論学会、日本高等教育学会。 
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コ
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ソ
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シ
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ム
）

・
三

大
学

の
教

員
の

間
に
お
け
る
研

究
面

で
の

繋
が

り

実
施

ま
で
の

取
り
組

み

・
20

09
年

：
ア
ジ
ア
の

先
導

的
な
理

工
系

5大
学

に
よ
り
、
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RE
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eの
前

身
と
な
る
コ
ン
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シ
ア
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設
し
、
教

育
研

究
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10
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三

大
学

の
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学
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で
、
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政
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よ
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ラ
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テ
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い
て
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換
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20

11
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三

大
学

の
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学
長

の
も
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で
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

構
想

を
取

り
ま
と
め
、
申

請

・
20

12
年

：
「
日
中
韓
先
進
科
学
技
術
大
学
教
育
環
」

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開

始
。
学

生
の

交
流

を
行

う
と

と
も
に
、

2～
3か

月
に

1回
程

度
の

頻
度

で
2大

学
間

、
3大

学
間

協
議

を
実

施

4

TI
ER

プ
ロ
グ
ラ
ム
の

特
徴

研
究

を
重

視
し
た
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
一

人
ひ
と
り
の

学
生

（
学

部
学

生
を
含

む
）
に
対

し
、
双

方
の

大
学

の
指

導
教

員
が

共
同

で

指
導

・
こ
の

目
的

の
た
め
、
「
ラ
ー
ニ
ン
グ
ア
グ
リ
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メ
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ト
」
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わ
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「
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学
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究
計

画
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す
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ラ
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学
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対

象
と
し
て
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「
日

中
韓

先
進

科
学

技
術

大
学

教
育

環
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位
プ
ロ
グ
ラ
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科
目
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す
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等
の
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と
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行
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。
）

各
大

学
が

持
つ
高

い
質

の
保

証
制

度
を
基

盤
と
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
各
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手
大
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持
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独
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い
質
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証

制
度
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づ
き
教
育
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行
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と
か
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、

相
手

大
学
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質

の
保

証
制

度
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尊

重
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た
う
え
で
、
自

身
の

大
学

に
お
い
て
そ
の

成
果

を
適

正
に
読
み
替
え
る
制
度
を
整

備
し
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施

3
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プ
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グ
ラ
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、
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東
工
大
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展
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強
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施
す

る
「
日
中
韓
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科
学
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ラ
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施
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2
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京
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業
大
学
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：
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京
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学

大
学
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ー
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藤
悟

平
成
2
4
年
1
1
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2
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橋
講
堂

1
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３
大
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け
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韓
先
進
科
学
技
術
大
学
教
育
環
お
よ
び

Ti
RO

Pの
両
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
い
て
実
施
し

た
研
究
を
重
視
し
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
研
究
室
に
所
属
し
本
学
教
員
が
指

導
。
ま
た
、

4週
間
の
科
目
履
修
（
サ
マ
ー
ス
ク
ー
ル
）

も
実
施
。

・
参
加
学
生
の
所
属
大
学
は
、

KA
IS

T、
清
華
大
、

M
IT
、
ワ
シ
ン
ト
ン
大
、
ウ
ィ
ス
コ
ン
シ
ン

大
、
ミ
ネ
ソ
タ
大
、
ブ
ラ
ウ
ン
大
、
イ
ン
ペ
リ
ア
ル
カ
レ
ッ
ジ
ロ
ン
ド
ン
、
デ
ル
フ
ト
工
科
大
、

ア
ー
ヘ
ン
工
科
大
、
パ
リ
テ
ッ
ク
、
南
洋
理
工
大
、
香
港
科
技
大

6

全
学
を
対
象
と
し
た
３
つ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
研
究
経
験
を
含
む
サ
マ
ー
プ
ロ
グ
ラ
ム

本
学
で
は
、
学
部

3・
4年

次
お
よ
び
修
士
課
程
学
生
を
対
象
と
し
、

TI
ER

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
一
環
と
し
て
実
施

・
セ
メ
ス
タ
ー
単
位
の
科
目
履
修
や
研
究
室
で
の
実
験
等
の
プ
ロ
グ
ラ
ム

各
大
学
の
学
生
が
、
半
年
～
１
年
の
期
間
で
相
互
に
交
流

・
大
学
院
課
程
研
究
重
視
型
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
養
成
の
た
め
の
、
学
位
（
修
士
号
、
博
士
号
）
の
取

得
を
目
的
と
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
合
同
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
構
想
（
東
工
大

－
清
華
大
間
で
は
実
施
中
）

KA
IS

T、
清
華
大
学
学
生

向
け
に
、
本
学
が
実
施
す

る
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
関
す
る

冊
子
を
作
成
・
配
布

参
考

：
東

京
工

業
大

学
－

清
華

大
学

大
学

院
合

同
プ
ロ
グ
ラ
ム

20
04

年
9月

に
ス
タ
ー
ト
し
た
、
相

互
に
大

学
院

生
を
派

遣
し
、
一

定
期

間
、
相

手
国

で
教

育
・
研

究

活
動

を
受

け
さ
せ

る
こ
と
で
、
デ
ュ
ア
ル

・
デ
ィ
グ
リ
ー
（
双

方
学

位
）
を
取

得
で
き
る
シ
ス
テ
ム
。
ナ
ノ
テ
ク
ノ

ロ
ジ
ー
コ
ー
ス
、
バ

イ
オ
コ
ー
ス
、
社

会
理

工
学

コ
ー
ス
の

3コ
ー
ス
を
設

定
。
東

工
大

の
学

生
は

2年
半

か
け
て
、
清

華
大

の
学

生
は

3年
か

け
て
両

大
学

の
修

士
号

を
取

得
。
日

中
韓

先
進

科
学

技
術

大
学

教
育

環
の

下
で
学

生
を
交

流
。

5
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東
ア
ジ
ア
の

理
工

系
大

学
間

に
お
け
る
、
質

が
保

証
さ
れ

た
交

流
の

枠

組
み

の
構

築
、
お
よ
び
そ
の

枠
組

み
の

、
米

国
や

ヨ
ー
ロ
ッ
パ

等
の

理

工
系

大
学

へ
の

拡
大

国
際

的
な
大

学
間

協
力

を
通

し
て
、
学

部
レ
ベ
ル

か
ら
学

生
が

研
究

室

に
所

属
し
、
学

位
（
修

士
、
博

士
）
の

取
得

に
向

け
研

究
を
行

う
枠

組
み

の
構

築

1
2

３
大
学
の
教
育
理
念
や
制
度
の
細
か
な
相
違
に
起
因
す
る
単
位
認
定
に
お
け
る
課
題

・
３
大
学
の
単
位
制
度
は
共
通
性
が
高
い
が
、
各
学
科
、
専
攻
等
に
お
け
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や

認
定
手
順
の
相
違
は
、
経
験
を
蓄
積
す
る
こ
と
に
よ
る
解
決
が
必
要

特
に
研
究
成
果
に
対
す
る
評
価
の
考
え
方
や
方
法
の
相
違

・
研
究
成
果
の
評
価
に
つ
い
て
は
、
大
学
や
専
攻
に
よ
り
異
な
る
面
が
あ
る

合
同
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
に
際
し
て
の
学
位
授
与
に
関
す
る
制
度
上
の
差
異

・
学
位
の
授
与
に
つ
い
て
は
、
各
大
学
に
お
い
て
異
な
る
制
度
に
基
づ
き
行
わ
れ
て
い
る
た

め
、
合
同
学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
展
開
に
お
い
て
十
分
な
検
討
が
必
要

単
位
認
定
と
質
の
保
証
：
米
欧
の
先
導
的
大
学
の
事
例

米
国
お
よ
び
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の

Ti
RO

Pの
相
手
大
学
に
お
い
て
は
、
自
大
学
の
み
で
充
足
す
る
質
の
高

い
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
構
築
し
、
他
大
学
で
取
得
し
た
単
位
を
認
定
す
る
こ
と
は
厳
格
に
し
て
い
る
大
学
も

多
い
（
換
言
す
る
と
安
易
な
単
位
の
相
互
認
定
は
、
質
の
低
下
を
も
た
ら
す
リ
ス
ク
が
あ
る
と
認
識
さ
れ

て
い
る
）
。
し
か
し
そ
の
よ
う
な
大
学
で
も
、
研
究
を
中
心
と
し
た
学
生
の
国
際
交
流
に
つ
い
て
は
積
極

的
で
あ
り
、

Ti
RO

Pプ
ロ
グ
ラ
ム
も
高
く
評
価
さ
れ
て
い
る
。

TI
ER

プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
必
ず
し
も
相
互
に
認
定
す
る
単
位
数
を
増
や
す
こ
と
を
目
指
す
の
で
は
な
く
、

研
究
に
重
点
を
置
い
た
質
の
高
い
交
流
を
行
う
こ
と
を
重
視
し
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
推
進
し
て
い
る
。

1
1

様
々
な
交
流
形
態
に
お
け
る
円
滑
な
単
位
の
相
互
認
定

・
３
大
学
の
教
育
シ
ス
テ
ム
は
共
通
性
が
高
い
こ
と
か
ら
、
単
位
に
関
す
る
基
本
的
な
考

え
方
に
差
異
は
見
ら
れ
ず
、
学
部
学
生
の
短
期
間
の
交
流
か
ら
、
修
士
・
博
士
の
学
位

取
得
に
向
け
た
履
修
ま
で
、
様
々
な
交
流
形
態
に
お
い
て
円
滑
な
単
位
の
相
互
認
定

が
可
能
で
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
て
い
る
。

＜
こ
の
背
景
に
は
、
例
え
ば
１
時
間
の
講
義
を
１
セ
メ
ス
タ
ー
受
講
す
る
こ
と
に
よ
り
１
単
位
を
付
与
す
る
と

い
っ
た
東
ア
ジ
ア
の
大
学
に
共
通
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
構
造
が
あ
る
（
米
国
の
多
く
の
大
学
と
も
高
い
共
通

性
が
あ
る
）
＞

特
に
学
部
学
生
を
対
象
と
し
た
研
究
体
験
型
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
有
効
性

・
研
究
体
験
型
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
双
方
の
大
学
の
指
導
教
員
が
研
究
計
画
立
案
の

段
階
か
ら
指
導
を
行
う
な
ど
し
て
お
り
、
十
分
な
研
究
経
験
の
な
い
学
部
学
生
に
対
し
て

も
、
将
来
の
研
究
の
発
展
に
向
け
、
貴
重
な
経
験
と
強
い
動
機
づ
け
を
提
供
し
て
い
る
。

1
0

TK
T 

CA
M

PU
S 

As
ia

 C
on

so
rit

um
、

Ti
RO

P参
加
学
生
に
対
す
る
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
：

単
位

認
定

に
加

え
、
研

究
成

果
の

評
価

に
関

す
る
調

査
を
実

施

調
査

項
目

：

・
単

位
の

認
定

（
履

修
科

目
の

認
定

に
加

え
、

研
究

実
施

に
対

す
る
単

位
（
in

de
pe

nd
en

t 
st

ud
y等

の
単

位
）
の

認
定

）

・
単

位
以

外
の

形
に
よ
る
研

究
成

果
の

評
価

・
学

位
取

得
に
向

け
た
研

究
へ

の
有

効
性

・
所

属
大

学
に
お
い
て
求

め
ら
れ

る
研

究
成

果
を
証

明
す
る
文

書
、

等

相
手
大
学
（
KA

IS
T、

清
華
大
お
よ

び
米
欧
亜
の

17
大
学
）
の
履
修
お

よ
び
学
位
に
関
す
る
規
則
等
を
調

査
す
る
こ
と
と
併
せ
、
理
工
系
分
野

に
お
け
る
質
の
保
証
を
伴
っ
た
研

究
成
果
の
認
定
の
手
順
や
方
策
を

検
討

9
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セッション３： 海外との質保証を伴った交流の事例  

「キャンパス・アジア」プログラムの紹介② 名古屋大学 

「東アジア『ユス・コムーネ』(共通法)形成にむけた法的・政治的認識共同体の人材育成」 
 

名古屋大学 大学院法学研究科 

宇田川   幸則 

 

プログラムの概要 

 

 キャンパス・アジアにおける名古屋大学の本プ

ログラムは、10の採択プログラムのなかで、唯一

社会科学分野のものである。また、学部生に特

化している３つのプログラムのうちの１つであると

いう特徴も持っている。本プログラムは、東アジア

への法整備支援として約20年前から取り組んで

きた事業が土台となっている。学部生の交流を

単位認定し、アジアで活躍できる人材を育成す

ることが目的である。また、法科大学院生を対象

とした、アジアで活躍できる弁護士の育成を目的

とした附属プログラムもある。 

 

質保証の観点からは、各大学で共通のプログ

ラムを採用し、参加７大学（中国：中国人民大学、

清華大学、上海交通大学、韓国：成均館大学、

ソウル国立大学）合同による「Quality Assurance

協議会」と、各大学内に「Quality Assurance実

施委員会」を設けることで、教育の質を確保して

いる。 

 

プログラムは、大学１年生を対象としており、

初めの約１年半をかけて事前教育を実施し、そ

の後１～２週間程度の事前研修（中国・韓国へ

の派遣）を行う。その後学生を選抜し、本格的に

交流プログラムが始まることとなる。 

 

受講科目は、必修の共通科目のほかに、必

修以外の履修科目も単位付与の対象とし、相手

大学で得た単位を母大学で認定するシステムと

なっている。 

附属プログラムとしては、東南アジアの５か所

に設置している「名古屋大学日本法教育センタ

ー」のサマースクールに中国・韓国の学生も合

流させ、国際交流を促進している。大学院生に

関する附属プログラムとしては、中国・韓国の法

科大学院生に、日本の弁護士事務所でのインタ

ーンシップを提供している。インターンシップ受入

先からの評価は高く、特に韓国の学生は極めて

高評価だった。 

 

キャンパス・アジアプログラムの質保証 

 

質保証については、Quality Assurance協議

会をすでに複数回開催しているが、そこでの交

渉内容は相当厳しいものがある。原因としては、

大学間の体制が異なることが挙げられ、例えば

成均館大学では、大学の認定可能単位数が極

めて少ないということがある。そうした場合、協議

会を通じ、あるいは担当者間で継続して協議す

ることとなる。 

 

今後の展望・課題 

 

本プログラムにおいて、教育の質保証の困難

さはそれほど感じていない。社会科学は一律的

な教育が難しく、極めてドメスティックであり、した

がって現地の言語・文化の理解が不可欠である。

幸い、日本・中国・韓国の間では、それぞれの大

学にお互いの国の学生・職員が多数在籍してい

る。交換留学プログラム等、日頃から頻繁な交

流もある。こうした点が、感覚的に相手国の学生

の理解を促している。ただし、学生選抜等、経験
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値が少ない事項については、Quality Assurance

協議会での基準作成等により、対応を図ってい

る。 

 

 また、当プログラムでは、中国・韓国における問

題解決事例等の情報共有の機会を設けている。

これを最終的には学生の利益につなげることに

より、東アジア共通法形成を担う人材を育ててい

きたい。 

 

プログラム運営で最も困難なものは、国の制

度による違いである。例えば、単位認定について、

中国では法律と政治が別の分野となっているた

め、名古屋大学で得た単位が認定されないこと

がある。規定の改正が難しい場面もある。こうし

た場合は、セミナーや学部長会議を通じて対応

していくことになる。 

 

質保証という場合に、日本の目線が高すぎて

プログラム自体が硬直化しているという印象があ

る。海外の大学を視察すると、その施設や人材

のレベルの高さにしばしば驚かされる。特に中国

は、以前から留学をビジネスとして捉えており、日

本とは経験値が違う。したがって、キャンパス・ア

ジアのような機会に、各国の経験を共有すること

が重要だと考える。 

 

 
プロフィール 

宇田川   幸則 （うだがわ ゆきのり） 

名古屋大学大学院法学研究科教授。 

関西大学法学部助教授、名古屋大学法政国際 

教育協力研究センター准教授を経て、 

2010 年より現職。 
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ソ
ウ

ル
国

立
大

学
法

科
大

学

成
均

館
大

学
法

学
専

門
大

学
院

/
 社

会
科

学
部

上
海

交
通

大
学

凱
原

法
学

院

中
国

人
民

大
学

法
学

院

清
華

大
学

法
学

院

4

質
の

保
証

を
伴

っ
た

大
学

間
交

流
の

枠
組

形
成

１
）
東
ア
ジ
ア
「
ユ
ス
・
コ
ム
ー
ネ
」
(共
通
法
）
形
成
に

向
け
た

ト
ラ

イ
ア

ン
グ

ル
コ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム
の
設
⽴

２
）
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
協
働
に
よ
る

ユ
ス

・
コ

ム
ー

ネ
ト

ラ
イ

ア
ン

グ
ル

交
流

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

実
施

３
）
そ
の
質
を
保
証
す
る

Q
ua

lit
y 

As
su

ra
nc

e協
議

会
及
び
各
参
加
⼤
学

Q
ua

lit
y 

As
su

ra
nc

e実
施

委
員

会
の
設
⽴

3

概
要

東
ア
ジ
ア
の
「
ユ
ス
・
コ
ム
ー
ネ
」
(共
通
法
)

の
形
成
と
そ
の
た
め
の
知
識
を
有
す
る
法
的
・

政
治
的
⼈
材
の
育
成

学
部
学
⽣
を
中
⼼

と
す
る
単
位
相
互
認
定
に
基
づ

く
交
流

①
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
法
情
報
の
交
換

②
ア
ジ
ア
法
・
法
整
備
⽀
援
論
の
共
同
形
成

③
法
曹
養
成
と
法
科
⼤
学
院
の

共
同
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
化

2

NI
AD
-U
E国

際
セ
ミナ
ー
「質
保
証
が
⽀
え
る
東
ア
ジ
ア
の
⼤
学
間
交
流
」

「キ
ャン
パ
ス
・ア
ジ
ア
」プ
ログ
ラム
の
紹
介
②

名
古
屋
⼤
学
⼤
学
院
法
学
研
究
科

宇
⽥
川
幸
則

東
ア
ジ
ア
「ユ
ス
・コ
ム
ー
ネ
」(
共
通
法
)

形
成
に
む
け
た

法
的
・政
治
的
認
識
共
同
体
の
⼈
材
育
成

20
12
/1
1/
22

於
：
学
術
総
合
セ
ンタ
ー
⼀
橋
講
堂
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派
遣

(1
年

)
共

通
科

目

入
門

講
義

In
tr
od

uc
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Ja
pa

ne
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/C
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/K
or
ea
n 
La
w

In
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od

uc
tio

n 
to
 

Ja
pa

ne
se
/C
hi
ne

se
/K
or
ea
n 
Po

lit
ic
s

語
学

的
素

養
Ja
pa

ne
se
/C
hi
ne

se
/K
or
ea
n 
fo
r S

oc
ia
l 

Sc
ie
nc
e 
I

Ja
pa

ne
se
/C
hi
ne

se
/K
or
ea
n 
fo
r S

oc
ia
l 

Sc
ie
nc
e 
II

社
会

科
学

的
要

素
・

国
際

社
会

へ
の

視
野

Co
m
pa

ra
tiv

e 
Le
ga
l S
tu
dy

 in
 A
si
a

Co
m
pa

ra
tiv

e 
Po

lit
ic
s i
n 
As
ia

現
地

の
法

律
・
政

治
の

理
解

に
は

現
地

語
の

理
解

が
必

須

8

事
前

教
育

英
語

中
国
語

/

韓
国
語

中
国

/韓
国

法
学

入
門

中
国

/韓
国

政
治

学
入

門

①
ユ
ス
・
コ
ム
ー
ネ
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル
交

流
プ
ロ
グ
ラ
ム

—
募

集
か
ら
派

遣
ま
で
の
流

れ
ー

1
年
次
後
期

↓
2
年
次
前
期

・
英
語
力
の
強
化

・
中
国
語
、
韓
国
語

の
初
歩
習
得

・
中
国
・
韓
国

法
律
/
政
治
学

入
門

2
年

次
後

期

・
各

大
学

へ
1
年

間
の

留
学

・
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ

優
秀
で
意
欲
の

あ
る
学
生
の
中

か
ら
中
国
、
韓
国
、

各
5
名
を
選
抜

長
期
留
学
に
向

け
た
事
前
研
修

と
し
て
、
中

国
・
韓

国
へ
の
短
期
研

修
を
経
験

1
年
次
前
期

6

交
流

プ
ロ
グ
ラ
ム

日
本

人
学

生
の

派
遣
(延

べ
人

数
)

H
23

H
2４

H
25

H
26

H
27

①
ユ
ス
コ
ム
ー
ネ
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル

交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム

10
10

10
10

短
期
プ
ロ
グ
ラ
ム

②
事
前
研
修

11
10

10
10

10

③
付
属

プ
ロ
グ
ラ
ム

7+
4

8
8

8

合
計

11
31

28
28

28

外
国

人
学

生
の

受
入
(延

べ
人

数
)

H
2４

H
25

H
26

H
27

①
ユ
ス
コ
ム
ー
ネ
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル

交
流
プ
ロ
グ
ラ
ム

10
10

10
10

短
期
プ
ロ
グ
ラ
ム

②
事
前
研
修

10
10

10
10

③
付
属

プ
ロ
グ
ラ
ム

16
16

16
16

合
計

36
36

36
36

5
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③
付

属
プ
ロ
グ
ラ
ム

〜
サ
マ
ー
セ
ミ
ナ
ー
〜

中
国

11

韓
国

10

②
事

前
研

修 ２
０
１
２
年

２
月

１
３
日

～
２
１
日

成
均

館
大

学
、
ソ
ウ
ル
大

学
で
の
特

別
講

演
、
学

生
交

流
、

法
務

法
人

広
場

・
国

立
中

央
博

物
館

・
西

大
門

刑
務

所
等

２
０
１
２
年

３
月

１
８
日

～
２
５
日

中
国

人
民

大
学

、
学

生
交

流
、
検

察
庁

訪
問

、
弁

護
士

事
務

所
訪

問
等

9
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Q
u
a
lit

y 
A
ss

u
ra

n
c
e
協

議
会

の
開

催
（
1
月

北
京

、
2
月

名
古

屋
、

3
月

上
海

、
7
月

ソ
ウ

ル
）

Q
ua

lit
y 
As
su
ra
nc
e協

議
会

[
主
な
内
容

]

―
各
参
加
⼤
学
の
実
施
計
画
に
関
す
る
情
報
交
換
、
協
議
、
調
整

ー
各
参
加
⼤
学
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
、
シ
ラ
バ
ス
、
及
び
成
績
評
価
に
関
す
る
打
ち
合
わ
せ

ー
各
参
加
⼤
学
の
単
位
授
与
、
成
績
評
価
及
び
単
位
互
換
の
実
施
に
関
す
る
情
報
交
換
、

協
議
、
調
整

13
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セッション３： 海外との質保証を伴った交流の事例  

「キャンパス・アジア」における質保証の取組み 

～大学評価・学位授与機構によるモニタリング～ 
 

大学評価・学位授与機構 研究開発部准教授 

林   隆之 

 

モニタリング実施の背景 

 

近年、複数国により提供される教育が、国の

質保証システムにとっての新たな課題になって

いる。日本の機関別認証評価は、機関全体の

教育研究等の総合的な状況を評価するもので

あるが、海外の高等教育機関等での履修を含

むような課程について、海外における学習環境

や学生支援の状況までを直接評価することは行

わない。その場合には、当該国での質保証の取

組みを尊重し、その結果を受け入れるという対

応策もある。しかし実際には、国によって評価単

位がプログラム別や機関別など異なる場合もあり、

相互にどう評価結果を見合えばいいかは問題と

なる。さらに、海外の評価機関との連携体制を

築く際、どういう観点が共通的に必要となるのか。

現在の認証評価システムの潜在的な課題として

存在している。 

一方、欧州は先行的であり、複数国の質保証

機関が連携・合同による評価に取り組んでいる

例もある。 

 

こうした状況のなかで、東アジアでは2011年

よりキャンパス・アジアの取組みが始まった。国を

越えた大学間連携が推進される中で、質保証を

実際にどのように伴わせていくかという具体的な

課題が生まれたのである。そこで、大学評価・学

位授与機構（以下、「機構」）、中国高等教育教

学評価センター（ＨＥＥＣ）、韓国大学教育協議

会（ＫＣＵＥ）の三機関で構成する「日中韓質保

証機関協議会」において、キャンパス・アジアの

交流プログラムのモニタリングを、ひとつの試行と

して実施することが合意された。 

 

モニタリングの概要 

 

モニタリングの実施目的は、国際的な共同プ

ログラムの質保証を試行することである。教育の

質の観点から優良事例を抽出し、シンポジウム

等を通じて、大学関係者に広く発信していくことと

している。また、日中韓の質保証機関向けの共

同ガイドラインの策定にも取り組む。これらの活動

を通じて、東アジアの高等教育の質向上を促進

する体制を構築し、教育・質保証の国際競争力

の向上に寄与していくことを目指すものである。 

 

モニタリングは、今後５年間で２回実施する予

定である。１回目のモニタリングの進め方として、

各機関が個別にモニタリングを実施することで合

意がされた。そして、個別のモニタリング結果を

日中韓三国が相互に比較分析し、三国による最

低限の共通枠組みを構築するという２段階のア

プローチを計画している。 

日本側のモニタリング方法は、機構が定める

基準をもとに、キャンパス・アジアの各採択プログ

ラムが現状を自己分析し、そのなかから、モニタ

リング実施者側が質向上の観点から優れた取組

みを抽出する。このモニタリングでは、国境を越

えた教育プログラムに特有なものとして生じる新

たな課題に対して、いかに工夫をして対応してい

るかを抽出していくのが使命である。また、各プロ

グラムによる質を伴った教育の自己段階判定や、

自己分析書を通じてプログラム側とモニタリング

側の意見交換を図り、質向上を目指せるような
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設計としている。 

 

モニタリング基準 

 

機構が作成したモニタリング基準案は、ＰＤＣ

Ａモデルに沿った構成としている。各基準には、

採択プログラム側が工夫点などの取組を示しや

すいように、優れた取組を抽出する視点を例示

することとした。 

 

基準作成にあたっては、日本で行われている

ダブルディグリー（ＤＤ）やジョイント・ディグリー（Ｊ

Ｄ）プログラムに対してアンケート調査を実施し、

その結果を踏まえた。調査では、ＤＤやＪＤの質

保証に必要な要素と、実施の程度を質問したと

ころ、いくつかの項目において重要さの認識に比

して、あまり実施されていないという状況があるこ

とが明らかとなった。ギャップの大きかった項目と

して、学習成果の分析をはじめ、スタッフの国際

対応能力の向上のための政策、優秀な教員が

関与するようなインセンティブ、宗教上の慣習・

文化に対するガイドライン設定、相手大学との評

価方法や成績評価の定期的な見直しが挙げら

れる。今回のモニタリング基準案は、こうした結

果を踏まえて、優れた取組みの例示を作成した

ものである。 

 

また、採択プログラム側が質の段階を自己判

定する際の尺度を４段階で定め、各段階にはい

わゆるルーブリックと似た考えで、詳細な説明を

付けている。これによって、採択プログラム側自

身も自己分析をすすめ、さらなる質向上を進め

ていって戴きたいと考えている。 

 

基準案作成の過程では、採択プログラム側と

の連絡会を設けている。連絡会での議論からは

すでに、現時点で様々な課題が見えており、工

夫して乗り越えようという事例も挙がってきている。

参加学生、特に日本人学生の確保のための広

報活動の強化や、アカデミックカレンダーの相違

を利用した集中講義や事前教育等が挙げられ

る。 

 

おわりに 

 

今回のモニタリングを通じて得られた優良事

例は、シンポジウムや事例集という形で、大学関

係者に発信されていくことで、モニタリングが国境

を越えた教育プログラムの質向上に貢献できれ

ば幸いである。 

 

 

プロフィール 

林   隆之 （はやし たかゆき） 

大学評価・学位授与機構研究開発部准教授。 

2001年、大学評価・学位授与機構評価研究部助

手に着任、2005年より現職。 

専攻分野は、大学評価、科学技術政策論、科学計

量学。 
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ity

 E
va
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モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

対
象

：
「
平
成
２
３
年
度
大
学
の
世
界
展
開
力
強
化
事
業
タ
イ
プ
Ａ
－
Ｉ」

（
日
中
韓
の
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル
交
流
事
業
－
「
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ア
ジ
ア
」
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

に
て
採
択
さ
れ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
１
０
プ
ロ
グ
ラ
ム
）

体
制

：
日

中
韓

質
保

証
機

関
協

議
会

が
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

運
営

を
担

当

日
本

：
大
学
評
価
・
学
位
授
与
機
構

【
主
査
】

中
国

：
教
育
部
高
等
教
育
教
学
評
価
セ
ン
タ
ー
（
HE

EC
）

韓
国

：
大
学
教
育
協
議
会
（
KC

U
E）

時
期

・
頻

度
：
５
年
間
で
２
回
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実
施

（
※
た
だ
し
各
国
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
仕
組
み
に
よ
り
頻
度
は
異
な
る
）

１
回

目
：

２
０
１
２
～
２
０
１
３
年
前
半
期

２
回

目
：

採
択
後
３
．
５
年
以
上
経
過
し
た
２
０
１
５
年
に
実
施
予
定

対
象

・
体

制
・
時

期

4
N

at
io

na
l I

ns
tit

ut
io

n 
fo

r 
A

ca
de

m
ic

 D
eg

re
es

 a
nd

 U
ni

ve
rs

ity
 E

va
lu

at
io

n

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

実
施

目
的

•
国

際
的

な
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

質
保

証
を
試

行
す
る
。

※
「
大

学
の

世
界

展
開

力
強

化
事

業
」
の

審
査

・
評

価
等

業
務

の
う
ち
「
日

中
韓

の
ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル

交
流

事
業

」
に
係

る
日

中
韓

の
三

ヵ
国

共
同

評
価

•
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
通
じ
て
、
以
下
を
実
施
：

教
育
の
質
の
観
点
か
ら
優

良
事

例
を
把

握
し
、
大

学
関

係
者

へ
広

く
情

報
を
普

及
（
事

例
集

作
成

や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開

催
）

日
中
韓
の
質
保
証
機
関
向
け
の
、
国
際
連
携
を
伴
う
教
育
の

質
保
証
に
関
す
る
共

同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
作

成

こ
れ
ら
に
よ
り
、
東
ア
ジ
ア
の
高
等
教
育
の
質
保
証
・
質
向
上
を
促
進

す
る
体
制
を
構
築
し
、
教
育
と
そ
の
質
保
証
の
国
際
競
争
力
の
向
上

へ
と
つ
な
げ
る
。

3

N
at

io
na

l I
ns

tit
ut

io
n 

fo
r 

A
ca

de
m

ic
 D

eg
re

es
 a

nd
 U

ni
ve

rs
ity

 E
va

lu
at

io
n

国
際

的
状

況
：

•
複
数
国
に
よ
り
提
供
さ
れ
る
教
育
（
共
同
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
）
は
、
国
の
質
保

証
シ
ス
テ
ム
に
と
っ
て
も
新
た
な
課
題

•
欧
州
で
は
、
Ｅ
Ｕ
の
エ
ラ
ス
ム
ス
・
ム
ン
ド
ゥ
ス
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
を
対
象
に
、

複
数
国
の
質
保
証
機
関
が
連
携
・
共
同
し
て
評
価
・
質
保
証
を
試
行

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
係

る
日

中
韓

の
質

保
証

機
関

の
連

携
の

経
緯

：
•

「
日
中
韓
大
学
間
交
流
・
連
携
推
進
会
議
」
で
は
、
こ
れ
ま
で
Ｗ
Ｇ
１
（
共

同
プ
ロ
グ
ラ
ム
）
と
Ｗ
Ｇ
２
（
質
保
証
）
を
設
置
し
て
「
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ア
ジ

ア
」
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
検
討

•
並
行
し
て
、
２
０
１
０
年
に
発
足
し
た
「
日
中
韓
質
保
証
機
関
協
議
会
」
に

て
質
保
証
の
連
携
方
策
を
検
討

•
日
中
韓
質
保
証
機
関
協
議
会
に
て
、
「
キ
ャ
ン
パ
ス
・
ア
ジ
ア
」
の
日
中
韓

ト
ラ
イ
ア
ン
グ
ル
交
流
事
業
に
お
け
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
共
同
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
質
保
証
の
試
行
と
し
て
実
施
す
る
こ
と
で
合
意

背
景

2
N

at
io

na
l I

ns
tit

ut
io

n 
fo

r 
A

ca
de

m
ic

 D
eg

re
es

 a
nd

 U
ni

ve
rs

ity
 E

va
lu

at
io

n

「キ
ャ
ン
パ

ス
・ア

ジ
ア
」に

お
け
る

質
保

証
の
取

組
み

～
大
学
評
価
・学

位
授
与
機
構
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
～

Ｎ
ＩＡ

Ｄ
-Ｕ

Ｅ
国
際
セ
ミ
ナ
ー
「質

保
証
が
支
え
る
東
ア
ジ
ア
の
大
学
間
交
流
」

平
成
２
４
年
１
１
月
２
２
日

林
隆
之

大
学
評
価
・学

位
授
与
機
構

研
究
開
発
部
准
教
授

1
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基
準
１

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
的

海
外
大
学
と
の
共
同
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
的
が
明
確
に
定
め
ら
れ
、
参
加
大
学
の
間
で
共
有

さ
れ
て
い
る
か
。

＜
優

れ
た
取

組
を
抽

出
す
る
視

点
の

例
＞

a)
 教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
的
（
育
成
す
る
人
材
像
を
含
む
）
の
設
定

目
的
に
掲
げ
る
人
材
を
育
成
す
る
社
会
的
・
学
術
的
な
必
要
性
（
た
と
え
ば
、
東
ア
ジ
ア

地
域
等
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
へ
の
ニ
ー
ズ
）
が
、
参
加
大
学
や
そ
の
他
の
ス

テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
間
で
の
検
討
・
分
析
等
か
ら
明
確
と
さ
れ
て
い
る
。

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
的
が
、
育
成
す
る
人
材
像
に
求
め
ら
れ
る
知
識
・
ス
キ
ル
・
態
度
等
の

学
習
成
果
を
含
め
て
明
確
に
定
め
ら
れ
て
い
る
。

・
・
・
・
・
・
・
・

各
段

階
の

説
明

（
案

）

改
善
が

求
め
ら
れ
る

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

目
的

や
育

成
す
る
人

材
像

が
明

確
に
定

め
ら
れ

て
い
な
い
か

、
海

外
大

学
等

と
の

共
同

プ
ロ
グ
ラ
ム
や

授
与

す
る
学

位
水

準
に
適

合
し
て
い
る
と
言

え
な
い
。
・
・
・
・
・

標
準
的

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

目
的

が
育

成
す
る
人

材
像

を
含

め
て
定

め
ら
れ

て
お
り
、
国

際
的

な
共

同
に
よ
る

教
育

が
必

要
な
目

的
と
な
っ
て
い
る
。
・
・
・
・
・

進
展
し
て
い
る

・
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

目
的

や
育

成
す
る
人

材
像

を
、
参

加
大

学
間

で
の

調
整

の
う
え
で
作

成
し
て
い
る
。

育
成

す
る
人
材

像
に
期

待
さ
れ

る
知
識

・
ス
キ
ル

・
態

度
等

が
明

確
に
さ
れ

て
い
る
。
・
・
・
・
・

優
れ
て

進
展
し
て
い
る

・
目

的
や

育
成

す
る
人

材
像

等
を
、
参

加
大

学
や

大
学
外

の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
等

を
含

め
た
共
同

に
よ
る
検

討
や

分
析

等
に
よ
り
明

確
に
定

め
て
お
り
、
そ
の
定

期
的

な
見

直
し
が

行
わ

れ
て
い
る
。

・
・
・
・
・

段
階

判
定

の
尺

度
と
説

明

日
本

側
に
お
け
る
１
回

目
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

基
準
の
例
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•
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
７
つ
の
基
準
で
構
成

基
準

１
：

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
的

基
準

２
：

教
育
の
実
施

基
準

２
－

１
：

実
施
体
制

基
準

２
－

２
：

教
育
内
容
・
方
法

基
準

２
－

３
：

学
習
・
生
活
支
援

基
準

２
－

４
：

単
位
互
換
・
成
績
評
価

基
準

３
：

学
習
成
果

基
準

４
：

内
部
質
保
証
シ
ス
テ
ム

•
各
基
準
に
「
優

れ
た
取
組

を
抽

出
す
る
視

点
の

例
」
と
「
段
階
判
定

の
尺
度
・
説
明
」
を
設
定

日
本

側
に
お
け
る
１
回

目
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

基
準
（
案
）

7
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•
機
構
の
定
め
る
基
準
を
も
と
に
、
採
択
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
取
組
み
の
現

状
を
プ
ロ
グ
ラ
ム
側
が
自
ら
分
析
し
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
側
が
質
保
証
・

質
向
上
の
観
点
か
ら
優

れ
た
点

を
抽

出
す
る
。

•
各

採
択

プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
い
て
質

を
伴

っ
た
教

育
が

ど
の

程
度

構
築

で
き
て
い
る
か

自
己

段
階

判
定

す
る
。

•
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施
側
か
ら
の
助
言
等
、
意
見
交
換
を
求
め
た
い
事

柄
に
つ
い
て
自

己
分

析
書

に
記

述
す
る
こ
と
で
、
採

択
プ
ロ
グ
ラ
ム

側
と
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
側
と
の
意
見
交
換
に
よ
る
質
向
上
を
目
指
す
。

・
・
・

日
本
側
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
方
法
や
基
準
は
、
「
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
準
備
委
員

会
」
で
協
議
す
る
と
と
も
に
、
「
採
択
プ
ロ
グ
ラ
ム
連
絡
会
」
を
開
催
し
、

採
択

大
学

と
意

見
交

換
し
な
が
ら
検
討
。

日
本

側
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

方
法
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基
本

方
針

：
•

機
構

、
HE

EC
、
KC

U
Eの

各
機

関
が

個
別

に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実

施
（
国

内
の

関
連

法
規

、
評

価
制

度
、
評

価
手

法
を
踏

ま
え
て
、
各

国
そ
れ

ぞ
れ

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

委
員

会
を
組

織
し
て
実

施
）

•
た
だ
し
、
今

後
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結

果
の

相
互

比
較

・
分

析
等

を
見

据
え
て
、
日

中
韓

三
国

に
お
け
る
最

低
限

の
共

通
枠

組
み

・
項

目
に
つ
い
て
調

整
し
た
上

で
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
実

施
す
る

共
通
枠
組
み
：
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
手
順
な
ど

共
通
項
目
：

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
目
的
、
実
施
体
制
、
教
育
内
容
・
方
法
、

内
部
質
保
証
シ
ス
テ
ム
な
ど
、
採
択
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
自

己
分
析
と
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施
側
の
、
少
な
く
と
も
ど
ち
ら

か
に
お
け
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
項
目
と
な
る
も
の

１
回
目
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
進
め
方

5
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•
平
成
２
５
年
度
前
半
期
に
予
定
す
る
１
回
目
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
向

け
て
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
基
準
・
方
法
を
確
定
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
準
備

委
員
会
及
び
採
択
プ
ロ
グ
ラ
ム
連
絡
会
で
の
協
議
）
。

•
日
中
韓
各
国
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
を
相
互
に
比
較
・
分
析

→
共
通
的
に
必
要
と
考
え
ら
れ
る
評
価
項
目
や
方
法
を

「
共
同
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
と
し
て
と
り
ま
と
め

•
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
通
じ
て
得
ら
れ
た
優
良
事
例
を
公
表
（
事
例
集
作

成
や
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
等
）

２
回

目
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
に
向

け
た
検

討
（
共

同
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
et
c.
）

日
本

側
に
お
け
る
１
回

目
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

今
後
の
予
定

１
回

目
の

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実

施
後

1
0
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•
財

政
面

等
の

分
担

責
任

の
明

確
化

–
事
前
の
協
定
締
結
の
重
要
性

•
プ
ロ
グ
ラ
ム
参

加
学

生
の

リ
ク
ル

ー
ト
（
特

に
日

本
人

学
生

の
確

保
）

–
留
学
雑
誌
へ
の
広
告
・
入
試
説
明
会
の
実
施

•
学

年
暦

の
相

違

–
相
違
を
利
用
し
た
集
中
講
義
、
事
前
教
育

•
事

前
教

育
の

国
間

で
の

バ
ラ
ツ
キ

–
現
地
に
赴
い
て
事
前
教
育
の
ニ
ー
ズ
確
認

•
研

究
室

教
育

の
単

位
認

定
・
相

手
大

学
と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

–
派
遣
前
に
科
目
履
修
・
研
究
実
施
の
計
画
書
を
策
定

et
c.

国
境

を
越

え
た
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
い
て
顕

在
化

し
た
課

題
例

～
採

択
プ
ロ
グ
ラ
ム
連

絡
会

よ
り
～
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事
前
調
査
結
果
：

質
保
証
の
た
め
の
重
要
さ
に

比
し
て
、
実
施
状
況
が
低
い
事
項

質
保

証
の

た
め
の

重
要

さ
（
6段

階
で
5以

上
の

回
答

割
合

）

実
施

状
況

（
一

部
実

施
中

含
む
）

差

国
際

的
な
共

同
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
履

修
す
る
こ
と
の

学
習

成
果

に
つ
い
て
分

析
48

.1
%

18
.2
%

29
.9
%

直
接

学
生

と
接

す
る
ス
タ
ッ
フ
の

国
際

的
な
対

応
能

力
向

上
の

施
策

を
実

施
75

.6
%

49
.4
%

26
.3
%

優
秀

な
教

員
が

関
与

す
る
よ
う
に
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

を
設

定
35

.5
%

10
.7
%

24
.9
%

学
生

が
持

つ
宗

教
上

の
慣

習
や

文
化

に
対

応
す

る
上

で
の

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
設

定
39

.7
%

18
.2
%

21
.6
%

相
手

大
学

等
と
成

績
評

価
方

法
や

結
果

分
布

の
点

検
・
見

直
し
を
定

期
的

に
実

施
33

.3
%

13
.2
%

20
.2
%
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NIAD‐UE国際セミナー「質保証が⽀える東アジアの⼤学間交流」 

 

プログラム（日韓同時通訳付き） 

全体進行：秦 絵里（大学評価・学位授与機構評価事業部国際課長）

13:00 開会挨拶 野上 智行（大学評価・学位授与機構長）

13:10 セッション（１）：国の公的な質保証システムの動向について 

○日本の高等教育における公的質保証システム ～大学評価・学位授与機構の行う認証評価～

  鈴木 賢次郎（大学評価・学位授与機構研究開発部評価研究主幹）

○韓国における高等教育の質保証 

 Dr. SEO Min‐Won（韓国大学教育協議会大学評価院長）

14:30 休憩 

14:40 セッション（２）：大学における内部質保証の取組事例 

○内部質保証システムの構築に向けて －神戸大学の事例－ 

  川嶋 太津夫（神戸大学大学教育推進機構教授）

○韓国嶺南大学校における内部質保証の取組み 

Prof. KIM Byoung‐Joo（韓国嶺南大学校大学自体評価委員長・師範大学教育学科教授、 

国家教育科学技術諮問会議首席専門委員） 

15:40 ◆セッション（１）・（２）のプレゼンターとの質疑応答 

モデレーター： 岡本 和夫（大学評価・学位授与機構理事） 

16:15 休憩 

16:30 セッション（３）：海外との質保証を伴った交流の事例 

モデレーター： 岡本 和夫（大学評価・学位授与機構理事）

○CAMPUS Asia ～日中韓の大学間交流と教育の質保証への挑戦～ 

有賀 理（文部科学省高等教育局高等教育企画課国際企画室長）

○「キャンパス・アジア」プログラムの紹介① 

東京工業大学「構想名称：日中韓先進科学技術大学教育環」 

   遠藤  悟（東京工業大学大学マネジメントセンター教授）

○「キャンパス・アジア」プログラムの紹介② 

名古屋大学「構想名称：東アジア「ユス・コムーネ」（共通法）形成にむけた 

法的・政治的認識共同体の人材育成」 

     宇田川  幸則（名古屋大学法学研究科教授） 

○「キャンパス・アジア」における質保証の取組み 

             ～大学評価・学位授与機構によるモニタリング～ 

     林 隆之（大学評価・学位授与機構研究開発部准教授）

○質疑応答 

17:50 

 

18:00 

総括・閉会挨拶 

 岡本 和夫（大学評価・学位授与機構理事）

閉会 

18:15 情報交換会  於：１F特別会議室（～１９：３０）
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